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１ はじめに 

総合計画達成度評価を行って

平成２２年度に改定された「越前市総合計画」は、平成２８年度を最終年度とした市

政運営の最上位の指針に位置付けられている。平成２５年度は、最初の基本計画から７

年目、改定後３年目となる。

今回の評価にあたって特に注意したことは、急激な時代の変化への対応である。政治・

経済・教育・生活などその変化は実にめまぐるしく、時には我々の想像を遥かに凌駕す

る。この変化に応じて市民の要求は多くなり、一段と高くなる。また、新しい課題や問

題点も生じてくる。

この変化に対応するには、さらなる努力が求められ、より成熟度の高い行政運営が期

待される。

そもそも基本計画の目的は、そのような厳しい状況の中でも、重点目標に「定住化の

促進」を掲げ、将来に向け「元気な自立都市 越前」を目指し、長期的な視点に立った

まちづくりの５本の柱とした「ひとづくり、ものづくり、まちづくり」の着実な推進に

ある。

我々評価委員会としては、これらの点を考え、総合計画基本計画改定の原点に立ち戻

って評価すべきと考えた。行政自らが実施する内部評価においても、４の評価が３つ、

３の評価が３つと前回と比較して改まった評価をしている。

行政が市民のために誠実に努力していることを充分に認めたうえで、より成熟度の高

い行政運営を求める立場を明確に、評価の物差しを一段と厳しく、成果を重視した高い

ハードルを掲げての評価を行った。

まさに越前市総合計画の集大成の年度（２８年度）に向け、ホップ、ステップ、ジャ

ンプのステップの年度として、行政に一段の努力と集大成への足がかりを求めたい。

各委員からは、幅広く異なった分野を一律に評価することはできないという意見や、

成果の捉え方やプロセスの重要性まで確認するには、より多くの評価指標が必要という

意見が出され、総合計画達成度評価の難しさを改めて実感することとなった。

この越前市総合計画の達成度の評価が、「持続可能なまち」をどう築いていくかのキー

ポイントとなることを期待し、重点目標である「定住化の促進」に寄与し、まちづくり

の５本の柱の政策の達成に向け、市民と行政が協働して創りあげていくことに資するこ

とを心から願う。

越前市総合計画達成度評価委員会

委員長  藤 下 洸 養  
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２ 評価方法 

評価にあたっては、委員全員が、市政運営、施策の展開状況等を委員会の狙いで

ある市民の視点、観点に立って注視し、委員会での審議、評価に努めた。 

評価は、市総合計画の平成２５年度の政策の達成度について、実践プログラムに

掲げる数値目標の達成度及び主要な事業の進捗状況等、市が提示した内部評価結果

※を参考に、総合的な評価・検証を行ったものである。 

市総合計画に掲げる５本のまちづくりの柱である「元気な産業づくり」「元気な人

づくり」「快適で住みよいまちづくり」「安全で安心なまちづくり」「市民が主役のま

ちづくり」及び、市の行財政運営に関する柱の「地方分権に対応した行財政運営」

それぞれの柱並びに政策、施策を評価対象として行った。 

なお、評価結果は、次の４段階評価とし、それぞれに委員会としてのコメントを

添えた。 

Ａ：十分に達成された 

Ｂ：達成された 

Ｃ：達成度やや低い 

Ｄ：達成度が低い 

※ 市が提示した内部評価票（別資料）は、次の４段階評価となっている。 

４：十分に達成 

３：達成できた 

２：やや未達成 

１：達成には程遠い 

３ 評価結果 

まちづくりの柱 評価 
まちづくりの柱

政策数 
政策の評価（内訳） 

元気な産業づくり Ｂ ６政策 Ａ：３ Ｂ：３ 

元気な人づくり Ｂ ９政策 Ａ：５ Ｂ：４ 

快適で住みよいまちづくり Ａ ５政策 Ａ：４ Ｂ：１ 

安全で安心なまちづくり Ａ ５政策 Ａ：３ Ｂ：２ 

市民が主役のまちづくり Ｂ ４政策 Ａ：１ Ｂ：３ 

地方分権に対応した行財政運営 Ｂ ３政策 Ａ：１ Ｂ：２ 

全  体 
Ａ：２ 

Ｂ：４ 
３２政策 

Ａ：１７ 

Ｂ：１５ 
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目標値

H28 H20 H21 H22 H23 H24 H25

88,000人 85,982人 85,660人 85,569人 85,068人 84,487人
(Ｈ26.4.1現在)
83,617人

達成度

地方分権に対応した行財政運営

安全で安心なまちづくり

・夢の教室では、子どもたちのモチベーションも上がっており、アイデアを評価す
る。
・他の自治体より耐震化の取組みが優れている。
・どの政策をとっても、行政としてなすべきことはされており、努力を感じる。
・市政として最も力を入れていただきたい分野ではあるが、成果が現れるには長
い時間がかかる分野であるので、将来に向けさらなる取組みの強化を図っていた
だきたいとの思いから評価した。

達成度評価

市民が主役のまちづくり

ま
ち
づ
く
り
の
柱

元気な産業づくり

元気な人づくり

快適で住みよいまちづくり

基本政策

B

総　人　口

実　績　値基準値

Ｂ

87,742人

コメント

・越前市は改めてものづくりのまちであると思った。誇りに思う。
・まちなか活性化は難しいテーマではあるが、全国的には成功例もないわけでは
ない。あの手この手を打って欲しい。
・客商売という捉え方や、遊び心を捕まえるという視点は非常に重要である、行政
も積極的に打って出ることが必要ではないか。
・グルメの三国同盟も面白いが知られていない、もっと発信力を強めるアイディア
を。
・インターンシップが立ち上がったことは重要である。受け入れ企業が学生に教え
ることは大変であるが、教えるためには自社の仕事を見直すきっかけにもなるの
で、メリットを企業にも伝えて欲しい。

・コンパクトシティの政策と交通体系は切り離せない、その視点での長期ビジョン
には興味がある。
・魅力ある市街地づくり、蔵の辻の活用など市街地の活性化に繋がっていないよ
うな気がする。ワンランク上の政策・実績を期待する。
・コウノトリが舞う里づくり推進事業は、地味ではあるがシンボルとしてとらえてお
り、数値的な成果は出にくいものではあるが、ロマンがありよい発想で取り組んで
いる。

・地方分権が進んでいく中で、行政運営の効率性確保は非常に重要な課題であ
るので、社会情勢の変化を見極めながら今後ともさらなる取組みを進めてほし
い。
・市が主体となって努力して達成できる分野もあるが、困難な分野もある。行政も
さらに工夫をしながら達成に向け進めて欲しい。
・広域でできることは、広域でやった方が効果的。しかし物足りなさや課題を感じ
る。もっと色々やれることがあると思う。

A

Ａ

Ｂ

Ｂ

・過去に何回も豪雨災害に遭っており、災害が発生した場合の対応・事後処理体
勢を今後とも迅速にとっていただきたい。
・除雪対策も含めて、地元の協力なしにはできないので連携を密にして、通学路
の確保をお願いしたい。
・地域ぐるみの防犯活動においては、市内各地で取り組まれているが、自らが実
際に活動していないと分からないこともある。連携を取って取組み状況をもっと周
知すべき。

・女性の登用については単に数値目標だけでなく、運用について考えていただけ
ればありがたい。
・より広い視点を取り入れるという意味で、女性の登用と合わせて若者の登用を
お願いしたい。
・情報分野はスリムな行政を支える根幹の分野である。種をまいて芽が出ている
状態なので、出た芽から実を収穫していくようにして欲しい。

４　総合計画達成度評価票

越前市総合計画達成度評価票　＜全体＞　

定住化の促進

重
点
目
標

H17.10

基本構想
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達成度 コメント

活力と創造性に満ちた工業の振興 Ａ

・ものづくりＮＥＴは魅力あるサイトであり、県下第1位の製造品出荷額であることなど、もっと
積極的にアピールして欲しい。
・補助金の申請手続について、小規模の企業には申請のサポートなどがあると活用の幅が
広がる。
・課題は多いが、昨年度は景気も上向いているので数字が上がってきている。
・有名な人からも越前打刃物の問合せがある。もっとＰＲをして欲しい。
・活性化プランの見直しがあるが、長期ビジョンを立てて頑張って欲しい。
・チャレンジ発注などの商品を、市役所や集客力のある施設で常設できないか。

魅力ある商業の振興 Ｂ

・力を入れても、なかなか結果が出ない分野である。将来、新幹線駅ができた場合、駅と中心
市街地をどうやってつないでいくのか。
・全国的に見ても各地で個性がなくなってきており、地域性が薄れているなか、成功している
街では観光と結びつけ特色を出している。観光分野と絡めて独自性を出して欲しい。
・元気な商業者グループ支援事業のコンセプトはすばらしい、周知をして活用を広げて欲し
い。対象となった事業のフォローもお願いする。

出会いと感動のある観光の振興 Ｂ

・かこさとしふるさと絵本館「石石」には売店がない。観光客は記念品としてグッズを求めるこ
とが多くあるので、売店を充実させて欲しい。蔵の辻や公会堂の展示会でもグッズの販売をし
てはどうか。
・五大絵本作家のうち２人と縁のあるまち、という目の付け所は良いアイディアだと思うが、か
こさとしの故郷だとは町を歩いても誰もわからない。町全体で盛り上げる必要がある。そば道
場などでアピールしてはどうか。
・渡辺洪基といったすごい偉人を活用してはどうか。まちづくりで色んな協定を結んでよいの
では。東京大学、工学院大学、地元の大学と連携し、偉人を活用すればもっとすごいことが出
来るのではないか。
・グルメによる誘客は評価できるが、市内には子どもの遊び場やデートのできる場所がない。
菊人形についても、遊び心を仕掛ける場所づくりが大事ではないか。行政が取り組むには難
しいと思われるところは外部アドバイザー、広告代理店など専門家の意見を取り入れることが
必要ではないか。
・市内で合宿（宿泊）する場所がない。合宿施設として、充実しているところが欲しい。

地域資源を活かした農業の振興 Ａ

・鳥獣害対策を何とかして欲しい。
・これからの農業を考える上で、食育の取組みをはじめ、先進的な農業を評価する。色んな取
組みをしていただいている。
・日本晴などは実需があり、方向性を変えての販売や農家の所得増につながる方策を見い
出したのはすばらしい。
・学校給食への地場産食材の使用についても、引き続き進めて欲しい。

みどり輝く森林づくり Ｂ

・農業は古くから支えてきた産業。この分野には１０年後、５０年後を見据えてお金を使って欲
しい。
・難しくなかなか達成できない課題であるが、目標が毎年同じでは良くない。視点を変えて、
炭素サイクル、森林、防災など総合的に見せるもう一工夫をして欲しい。
・施設は良いものがあり、八ツ杉は森林学習体験、金華山グリーンランドは観光施設、その視
点から課題に取り組んで欲しい。また適切な指定管理者への指導を行い、需要に応じたＰＲ
をして欲しい。

いきいきと働きやすい環境の充実 Ａ

・進学高校でもインターンシップをしたほうが良いのではないか。インターンシップを経験し、
社会を知ってもらいたい。
・インターンシップで学生は客ではない。ノウハウを示すことが大事であり、ミスマッチの防止、
職業観を含めて社会訓練ができる。
・就労支援、インターンシップは企業側の負担も大きくなるので、メリットをよりアピールして推
進して欲しい。
・ハローワークやジョブカフェは、企業側と距離が遠い。行政が情報を捕捉する役割を担って
欲しい。
・ニート対策については、適正検査を受けさせることも必要。
・すくすくスマイル事業所をHPなどで公表できないか。

達成度 コメント

Ｂ

・越前市は改めてものづくりのまちであると思った。誇りに思う。
・まちなか活性化は難しいテーマではあるが、全国的には成功例もないわけではない。あの
手この手を打って欲しい。
・客商売という捉え方や、遊び心を捕まえるという視点は非常に重要である、行政も積極的に
打って出ることが必要ではないか。
・グルメの三国同盟も面白いが知られていない、もっと発信力を強めるアイディアを。
・インターンシップが立ち上がったことは重要である。受け入れ企業が学生に教えることは大
変であるが、教えるためには自社の仕事を見直すきっかけにもなるので、メリットを企業にも
伝えて欲しい。

越前市総合計画達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

元気な産業づくり

＜総　括＞

【達成度評価】

【達成度評価】
まち
づくり
の柱

元気な産業づくり
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達成度 コメント

子どもの笑顔が輝く環境づくり A

・確実に遂行していかなければならない政策である。正しく真っ直ぐに事業を進めていただき
たい。
・方向性は間違っていないので推し進めて欲しいが、行政のための施策としてではなく、住民
が望んで実現できる施策を行って欲しい。
・地元、学校、企業との連携が大切である。
・すくすくすまいる事業所登録については、大手企業が多いと思うが、小さい会社にほど働き
かけをし、意識啓発をして欲しい。
・けんこうパスポートを作成しているが、予防接種の際などに利用できてよい。

安心して暮らせる長寿社会の実現 B

・町内ではサロン（いきいきふれあいのつどい）が、活発に頑張っておられる。しかし、サロン
に出られる方は元気な方である。参加されていない方のことも気を配って欲しい。サロンが少
しでも行きやすい場であるようにして欲しい。
・介護保険の運営については、できるだけ負担のかからないような社会を作って欲しいが、資
源は無限ではない。
・今できることを十分にされているとは思うが、さらに頑張っていく分野である。

障がい者が安心して暮らせるまちづくり A

・障がい者福祉は、人権擁護と周りの人の意識が重要であり、有効な取組みがなされてい
る。
・子どもたちの特別支援学級など、自然な形で接している。子供からの教育を含めて、いろい
ろやっている。
・福祉工場の充実もある。障害者が納税者になることで自立支援になるし、生き生きとして夢
に向かって働くことになる。
・障害を持った方が社会参画できる支援をお願いする。

健やかで元気に暮らせるまちづくり A

・運動・食生活・歯は子どもの健康で努めている。
・ジェネリックの取組みは、お金と直結する健康を支える重要な問題であり、大きな効果をも
たらしている。
・概ね目標を達成しているが、数値目標を見直すなかで、さらなる向上をお願いする。
・在宅医療の主治医等の確保につなげる活動を評価する。

助け合い、支え合う地域社会の形成 B

・社会のベースを支えるセーフティネットは、欠かせないものであり、課題が多くある。
・景気の動向により、手の打ち所が難しいが、偏見が生じないような課題への対策を。
・民生児童委員にスポットを当てて活動を評価してもらい、担い手を増やすような活動に期待
を込める。
・全国と比べて越前市はよくやっていると思うが、不安も多い。

人間力を高める教育の充実 A

・耐震工事、学校給食など数値目標に対して成果が見やすい。
・若者を取り込んだまちづくりを推進して欲しい。
・道徳心の教育に苦労している。子供たちの道徳心を育てることが大事である、地域ぐるみで
進めて欲しい。
・充実をしているが、まだまだ教育は終わりが見えないもので、先を見据えて考えていかなけ
ればならない。
・目標を達成した数値については、新たな課題の抽出をし目標の再設定をしてはどうか。

主体的に学びを活かす生涯学習社会
の実現

B

・一人ひとりのマナーやボランティア思考など社会貢献の意識が向上すれば、子供たちへの
教育も変わる。
・家庭教育が壊れてきている。これを止める手段を考え、心の教育を推し進め、道徳心を植え
つけていく必要がある。
・ゴールを見つけるのは難しいが、図書活動の取組みは高く評価できる。
・全体主義、個人主義、地域の方から頼られて感謝をされて動くというサイクルができている
ことが大きい。難しいことだが、循環を支えられるような仕組み期待する。

誇れる歴史、芸術文化の創造 B

・歴史的資源を活用し、観光資源としてどう結びつけるか。資源の有効活用については、どう
評価して見せるか、プロセスが大事であると考える。
・どのように歴史を守っていくか、スピード感を持って行って欲しい。
・和紙のＰＲなどもっと広めて欲しい。
・文化資源は活性化につながっていくので整備を。
・若い人の感性を取り入れて欲しい。
・文化センターの活用において、駐車場問題がある。

生涯スポーツのまちづくり A

・充実した設備など今後の整備に期待するが、利用者にも配慮して欲しい。
・菊花マラソンについて、スポーツの振興だけでなく、障害者の伴走など良い取組みもあり、Ｐ
Ｒになっていたが、評価票に記載されていない。
・福井国体に向けた整備について、充実した、市民が喜ぶようなものになって欲しい。

達成度 コメント

B

・夢の教室では、子どもたちのモチベーションも上がっており、アイデアを評価する。
・他の自治体より耐震化の取組みが優れている。
・どの政策をとっても、行政としてなすべきことはされており、努力を感じる。
・市政として最も力を入れていただきたい分野ではあるが、成果が現れるには長い時間がか
かる分野であるので、将来に向けさらなる取組みの強化を図っていただきたいとの思いから
評価した。

越前市総合計画達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

【達成度評価】

【達成度評価】
まち
づくり
の柱

元気な人づくり

元気な人づくり

＜総　括＞
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達成度 コメント

秩序ある土地利用の推進 A
・新しいまちづくりの形ができてきている。
・難しい土地利用の中で、かなり推進していると思う。
・新庁舎の件も含め、きちんとした土地利用のルールづくりをして進めて欲しい。

コンパクトで機能的な都市構造の形成 B

・新婚夫婦家賃補助事業は成果が出ている。子供が増えれば、人口増につながるので、高く
評価する。
・コウノトリの取組みや中心市街地活性化のイベントについて、若年層の参加を増やせるよう
にしないともったいない。これからも継続して取り組んでもらいたい。
・市全体の魅力づくりにまだ課題もあるように思える。様々な取組みをお願いする。

うるおいのある住環境の創出 A

・公園・緑地の整備は評価したい。今までやってこなかったことを進めている。
・上下水道の整備は進めてほしい。
・住宅の供給に問題はあるが、都市景観も含めてやっている。
・観光資源という観点から新たな資源を作り出す息の長い取組みが必要ではないかと思う。
トータルとして魅力あるまちづくりをして欲しい。

快適な交通体系の整備 A

・戸谷片屋線開通の成果は大きい。
・福武線の利用者が増加したことは成果である。地道な取組みやサポート団体の取組み、増
加に至った内容を細かく分析して、強くアピールできるようにして欲しい。
・市民バスと路線バスの境目がなくなるようなルート改正をお願いしたい。
・駐車場の整備はもう少しできることがあるのではないか。需要に対して供給が少ない。利用
勝手が悪い。利用者の立場に立ったサービスが不足している。
・歩道除雪は改善されている。危険にさらされることが無くなり、良かった。雪対策は今後とも
お願いしたい。

環境にやさしいまちづくり A

・違った視点を盛り込んだ施策を展開して欲しい。
・環境だからということで、ブームに乗らないことも大事。電気自動車もインフラが不足してお
り、高い費用をかけても使えなければ意味がない。エコに限らず、違った視点を盛り込んだ施
策を展開し幅を広げて欲しい。
・太陽光発電も能力が向上し、価格は低下している。補助をするなら、メリット・デメリットを説
明し、市民からの信頼関係を築くようにすべき。
・施策と成果との兼ね合いは十分になされている。

達成度 コメント

A

・コンパクトシティの政策と交通体系は切り離せない、その視点での長期ビジョンには興味が
ある。
・魅力ある市街地づくり、蔵の辻の活用など市街地の活性化に繋がっていないような気がす
る。ワンランク上の政策・実績を期待する。
・コウノトリが舞う里づくり推進事業は、地味ではあるがシンボルとしてとらえており、数値的な
成果は出にくいものではあるが、ロマンがありよい発想で取り組んでいる。

【達成度評価】

快適で住みよいまちづくり

＜総　括＞

越前市総合計画達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

まち
づくり
の柱

【達成度評価】快適で住みよいまちづくり
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達成度 コメント

地域が支える防災体制の充実 Ａ

・集会場等の耐震化については、昨年、一昨年も負担が大きいためか進んでいない。課題改
善のため対策を進めていって欲しい。
・組織づくり、マニュアルづくりを的確に実施している。
・原子力災害については、具体性をもってどのように対応できるのか、実効性、正しく運用さ
れるのかをチェックしていく必要がある。

郷土を守る治山･治水対策の充実 Ａ

・災害対策はしっかりしている。内容は少しずつ進んでいる。
・予算に応じて進捗度が変わるが、できることはやっている。
・治水対策は進んでいるが、治山対策については、山を復活させる意味でもっとがんばって
欲しい。
・イノシシが山肌を荒らし崩れるような災害が危惧される。獣害対策も努力を期待する。

地域ぐるみの防犯対策の充実 Ｂ

・防犯においては、地域社会との連携が不可欠であり、自治振興会の役割は大きい。
・刑法犯認知件数が不可抗力で増えることもあり、不可抗力をどう評価するかは難しいが、
しっかり認識して取り組んでおり、安心している。
・市民も参加できるものを出して欲しい。自治会での活動以外に、犬の散歩を下校時にやるな
ど個人でできることもあると思うので、活動のアイディアを募るなど、取組みを広げる工夫をお
願いする。
・凶悪犯罪が少ない土地柄であるが、犯罪は予想外で想像以上なことが起こることもある。都
会で起こったことが何年か後に地方に起こることも事実なので、今後も対策をお願いする。

消防・救急体制の充実 Ａ

・救命講習会は、効果が高い。一度は受けておくべきなので、必ず受けられるように鋭意努力
をお願いする。
・AEDは意外とやってみないとできない。講習会で体験して欲しい。
・講習者の維持拡大に関する評価数値を示すことで取組みがアピールできるのではないか。

暮らしの安全の向上 Ｂ
・消費者相談員の増加し、相談数の減少している。サービス向上が図られていると評価する。
・水資源の確保は重要であり、十分にされているのかどうかの指標を明示して欲しい。

達成度 コメント

Ａ

・過去に何回も豪雨災害に遭っており、災害が発生した場合の対応・事後処理体勢を今後と
も迅速にとっていただきたい。
・除雪対策も含めて、地元の協力なしにはできないので連携を密にして、通学路の確保をお
願いしたい。
・地域ぐるみの防犯活動においては、市内各地で取り組まれているが、自らが実際に活動し
ていないと分からないこともある。連携を取って取組み状況をもっと周知すべき。

越前市総合計画達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

【達成度評価】安全で安心なまちづくり

安全で安心なまちづくり

＜総　括＞

【達成度評価】

政　策

まち
づくり
の柱
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達成度 コメント

市民自治の推進 Ｂ

・ＮＰＯ法人団体数においても目標達成していない、マンネリ化もある。テコ入れに期待した
い。
・自治振興会の運営については、役員の継続性など地区による事情の違いや、人材育成に
ついての課題などがあるが、成功事例などの情報を共有し、試行錯誤し、模索しながらでも
前に進んで欲しい。
・補助金の申請手続きは市民がわかりにくくハードルが高い印象がある。申請しやすい環境
づくりを。

市民交流の推進 Ａ
・都市間交流の推進について、原子力災害時の県外避難先（小松市、能見市）にも越前市を
わかってもらえるような交流計画など、交流事業の見せ方を工夫し、進めて欲しい。
・外国人のための交通ルールやマナーなどの支援をして欲しい。

人権尊重と男女共同参画社会の実現 Ｂ

・人権の尊重の啓発広報活動は充実されているが、実際どういう形で実現され、結果として意
識が高まっているのか。人権侵害事例の把握など現実問題のデータがないのは寂しい。間
接データでもよいので示して欲しい。人権問題は永遠の課題である。
・日本での女性の登用率は先進国で最低で、賃金の格差も大きく、環境の整備が必要であ
る。
・子育て世代の女性の声も出さないといけない。

情報の共有化の推進 Ｂ

・市のSNSやツイッターについてはさらにアピールをすべきであり、取り組みの成果はまだ十
分とは言えない。道半ばである。
・越前市のＨＰから呼び込む仕組みづくりを外部の協力を得て楽しく作っていくべき。
・観光拠点に公衆無線ＬＡＮが設置されているのは意義があるので、もっと大きくアピールを
すべき。
・情報通信基盤は進歩が速いので、もっと先に進まなければならない。

達成度 コメント

Ｂ

・女性の登用については単に数値目標だけでなく、運用について考えていただければありが
たい。
・より広い視点を取り入れるという意味で、女性の登用と合わせて若者の登用をお願いした
い。
・情報分野はスリムな行政を支える根幹の分野である。種をまいて芽が出ている状態なの
で、出た芽から実を収穫していくようにして欲しい。

越前市総合計画達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

市民が主役のまちづくり

政　策

市民が主役のまちづくり

＜総　括＞

【達成度評価】

まち
づくり
の柱

【達成度評価】
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達成度 コメント

自立した行財政運営の確立 Ｂ

・「自立した都市を目指して」と打ち出しているが、税収を伸ばすための工夫、滞納率を減らす
ため特別徴収の推進をすべきではないか。
・県内でも恵まれた状況にあるため数字に表れているが、改善の余地がある。
・財政における人件費は多くないと思うが、色々な施策の中で改善していくべき。
・税収を伸ばし、幅広く行政の効率化を進めることが必要であり、どういう施策で改善していく
か、全体を見て評価できる項目である。

行政の広域化への対応 Ａ

・システム更新に伴うオープンパッケージ、クラウド化など、共同して効率化を図り、メリットを
生かそうとしていることが伺える。
・広域的な連携は必要で、お互いに協力してやっていく課題がある。こいうった組織を活用し、
長期的計画的にさらに進めて欲しい。

電子自治体の推進 Ｂ

・将来的に向かわざるを得ないものではあるが、普及していく前にイメージや着地点をしっか
り持っておくべき。
・うまく使えば、業務の効率化、市民の利便性の向上にもなるが、利用率の低さの要因には
利便性が課題だと思うので、フォームの統一や簡易入力など、リピート率を高める仕組みを
検討して欲しい。
・電子申告が普及すれば、法人にはペーパーレスの意味がある。どれだけ人件費が浮くの
か、市もどれだけ負担軽減になるのか、効果をわかりやすく周知するべき。
・電子化が進んだとき、高齢者など活用が難しい人には手を差し伸べる行政をお願いする。

達成度 コメント

Ｂ

・地方分権が進んでいく中で、行政運営の効率性確保は非常に重要な課題であるので、社会
情勢の変化を見極めながら今後ともさらなる取組みを進めてほしい。
・市が主体となって努力して達成できる分野もあるが、困難な分野もある。行政もさらに工夫
をしながら達成に向け進めて欲しい。
・広域でできることは、広域でやった方が効果的。しかし物足りなさや課題を感じる。もっと
色々やれることがあると思う。

【達成度評価】

地方分権に対応した行財政運営

＜総　括＞

政　策

越前市総合計画達成度評価票　＜まちづくりの柱別＞　

【達成度評価】地方分権に対応した行財政運営
まち
づくり
の柱
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５ 越前市総合計画達成度評価委員会の開催経過 

年月日 会議等 内容等 

平成26年 4月 22日(火) 第１回達成度評価委員会 
１ 総合計画達成度内部評価結果の説明 

２ 審議（評価の実践）元気な人づくり 

平成 26年 4月 30日(水) 第２回達成度評価委員会 

１ 現地視察 

粟田部認定子ども園、今立工業団地、 

越前市弓道場、神山児童館 

２ 審議（評価の実践） 

快適で住みよいまちづくり 

平成26年 5月 8日(木) 第３回達成度評価委員会 １ 審議（評価の実践）元気な産業づくり 

平成 26年 5月 13日(火) 第４回達成度評価委員会 

１ 審議（評価の実践） 

安全で安心なまちづくり 

市民が主役のまちづくり 

地方分権に対応した行財政運営 

平成 26年 5月 20日(火) 評価結果の市長報告 １ 委員会から評価結果の市長報告 

６ 越前市総合計画達成度評価委員会 委員名簿 

◎：委員長 

氏 名 役 職 等 

井上 博之 市指定管理者評価委員 

上嶋 晃智
福井高専副校長（教授） 

元市産業活性化プラン策定委員 

四戸 友也
仁愛大学准教授 

元福井新聞社論説委員 

田中 希世子
税理士・社会保険労務士 

市指定管理者評価委員 

中庄司 尚範 元武生青年会議所理事長 

◎ 藤下 洸養
市総合計画基本計画改定懇話会座長 

元市教育委員会委員長 

脇田 淳子 元福井県ＰＴＡ連合会副会長 

（敬称略：五十音順）
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７ 越前市総合計画達成度の評価に関する越前市事務事業等評価委員会設置規則 

（設置） 

第１条 越前市総合計画達成度の評価に関する調査審議を行うため越前市附属機関設置条例（平

成２４年越前市条例第２号）第２条の規定に基づき、越前市総合計画達成度の評価に関する越

前市事務事業等評価委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員７人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

 (1) 学識経験を有する者 

 (2) 関係行政機関の職員 

 (3) 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第４条 委員会に委員長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指定する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第５条 委員会は、委員長が招集し、会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

 （報酬） 

第６条 委員の報酬は、特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１７年

越前市条例第４４号）及び特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例施行規則

（平成２４年越前市規則第１３号）の定めるところによる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、越前市行政組織規則（平成１７年越前市規則第１０号）別表第５に定める

課において処理する。 

（その他） 

第８条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

（委員会招集等の特例） 

２ 委員長が互選されるまでの間、会議の招集及び運営は、市長が行う。 
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 資 料  

越前市総合計画達成度内部評価票 

【平成２５年度分】



越前市総合計画達成度内部評価票の構成 

＜ 平成２５年度 越前市総合計画達成度 内部評価結果一覧表 ＞    Ｐ.１

＜ 平成２５年度 越前市総合計画達成度 評価票 総括 ＞       Ｐ.２

基本構想

重点目標                                         P.２ 

基本計画

５つのまちづくりの柱及び、行財政運営の《総括》           P.２ 

＜ 平成２５年度 越前市総合計画達成度 内部評価票 ＞        Ｐ.８

第１章 【元気な産業づくり】

第１節 活力と創造性に満ちた工業の振興                    P.８ 

第２節 魅力ある商業の振興                             P.１０ 

第３節 出会いと感動のある観光振興                       P.１１ 

第４節 地域資源を活かした農業の振興                      P.１３ 

第５節 みどり輝く森林づくり                             P.１５ 

第６節 いきいきと働きやすい環境の充実                     P.１６ 

第２章 【元気な人づくり】

第１節 子どもの笑顔が輝く環境づくり                       P.１７ 

第２節 安心して暮らせる長寿社会の実現                     P.１９ 

第３節 障がい者が安心して暮らせるまちづくり                  P.２０ 

第４節 健やかで元気に暮らせるまちづくり                     P.２１ 

第５節 助け合い、支え合う地域社会の形成                    P.２３ 

第６節 人間力を高める教育の充実                         P.２４ 

第７節 主体的に学びを生かす生涯学習社会の実現              P.２７ 

第８節 誇れる歴史、芸術文化の創造                        P.２９ 

第９節 生涯スポーツのまちづくり                          P.３０ 



第３章 【快適で住みよいまちづくり】 

第１節 秩序ある土地利用の推進                           P.３１ 

第２節 コンパクトで機能的な都市構造の形成                  P.３２ 

第３節 うるおいのある住環境の創出                        P.３５ 

第４節 快適な交通体系の整備                            P.３８ 

第５節 環境にやさしいまちづくり                           P.４１ 

第４章 【安全で安心なまちづくり】

第１節 地域が支える防災体制の充実                       P.４３ 

第２節 郷土を守る治山･治水対策の充実                     P.４５ 

第３節 地域ぐるみの防犯対策の充実                        P.４６ 

第４節 消防・救急体制の充実                            P.４７ 

第５節 暮らしの安全の向上                              P.４８ 

第５章 【市民が主役のまちづくり】

第１節 市民自治の推進                                P.５０ 

第２節 市民交流の推進                                P.５１ 

第３節 人権尊重と男女共同参画社会の実現                   P.５２ 

第４節 情報の共有化の推進                             P.５３ 

第６章 【地方分権に対応した行財政運営】

第１節 自立した行財政運営の確立                         P.５５ 

第２節 行政の広域化への対応                            P.５７ 

第３節 電子自治体の推進                               P.５８ 



柱別
3
4
4
4
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3

柱および政策別
3

4
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4

4

4

3

4

4

3

4

3

4
4
4

4

4

4

4
4

4

4

4

3
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3
3

3

4

3
3
3

3

3
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第2章　【元気な人づくり】

第3章　【快適で住みよいまちづくり】

第6章　【地方分権に対応した行財政運営】

第3節　電子自治体の推進

第2節　行政の広域化への対応

第1節　自立した行財政運営の確立

第4節　情報の共有化の推進
第3節　人権尊重と男女共同参画社会の実現

第2節　市民交流の推進

第1節　市民自治の推進

第4章　【安全で安心なまちづくり】

第1節　地域が支える防災体制の充実

第5節　環境にやさしいまちづくり

第5章　【市民が主役のまちづくり】

第1節　子どもの笑顔が輝く環境づくり

第4節　快適な交通体系の整備　

第3節　うるおいのある住環境の創出

第2節　コンパクトで機能的な都市構造の形成

第1節　秩序ある土地利用の推進

平成25年度　越前市総合計画達成度　内部評価結果一覧表

第6章　【地方分権に対応した行財政運営】
第5章　【市民が主役のまちづくり】
第4章　【安全で安心なまちづくり】
第3章　【快適で住みよいまちづくり】
第2章　【元気な人づくり】
第1章　【元気な産業づくり】　

第6節　いきいきと働きやすい環境の充実
第5節　みどり輝く森林づくり

第4節　地域資源を活かした農業の振興

第3節　出会いと感動のある観光振興

第2節　魅力ある商業の振興

第1節　活力と創造性に満ちた工業の振興

第1章　【元気な産業づくり】　

第9節　生涯スポーツのまちづくり
第8節　誇れる歴史、芸術文化の創造

第7節　主体的に学びを生かす生涯学習社会の実現

第6節　人間力を高める教育の充実

第5節　助け合い、支え合う地域社会の形成

第4節　健やかで元気に暮らせるまちづくり

第3節　障がい者が安心して暮らせるまちづくり

第2節　安心して暮らせる長寿社会の実現

第5節　暮らしの安全の向上
第4節　消防・救急体制の充実

第3節　地域ぐるみの防犯対策の充実

第2節　郷土を守る治山･治水対策の充実
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平成２５年度　越前市総合計画達成度　評価票

単位 基準値 目標値 Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１
H17.10 Ｈ２８ 87,126 85,982 85,660

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６
84,487 83,617

政策別 総合

第１節 4

第２節 3

第３節 3

第４節 3

第５節 3

第６節 4

基本構想

重点目標

定住化の促進 人
87,742 88,000

総人口　（３.３１現在）

Ｈ２７

　平成28年度（2016年度）の計画人口を88,000人としていますが、越前市の人口は合併直後にピークを迎え、その後、全国的な傾向と同様に減
少に転じました。国立社会保障・人口問題研究所がまとめた日本の将来推計人口（平成25（2013）年3月推計）よると、平成32（2020）年に
は、80,449人、平成37（2035)年には70,418人になると推計されています。
　今後、これらの人口減少時代を見据えながら、長期的な視点に立った「人づくり・ものづくり・まちづくり」の各政策を着実に取り組み、
「越前市に住みたい」「越前市に住み続けたい」と感じるまちづくりを進め、定住化の促進を図ります。

　工業については、日本経済が徐々に上向きつつある中で、市内大手企業の一部には堅調さ
が見られるが、中小・零細企業では円安による原材料の高騰などにより景気回復が遅れてい
る。市では、引き続き積極的な企業訪問を行い、情報の収集・分析に努め、産学官の連携に
より市産業活性化プランに基づいた各支援施策を展開し、それぞれの施策による効果を生み
出す一方で、新たな課題も浮き彫りとなった。
　伝統産業については、越前箪笥が伝統的工芸品に指定されたほか、打刃物や和紙の海外で
の販路開拓の積極的な取組みや、打刃物では２２年ぶりの新規開業が生まれるなど、産地活
性化の動きが強くなってきており、市としても積極的に支援を行った。
　今後も、企業訪問（アタック１００）などを通じて、企業との情報交換に努め、支援施策
の実効性を高めていく。

　商業については、より商業の活性化につながるようにするため、今後も補助制度の周知を
図るとともに、まちなかにおける開業予定者の情報を収集し、また開業後、営業が安定持続
できるようフォローアップするため、市まちづくりセンター、武生商工会議所との連携をさ
らに推進する。
　中小企業融資事業については、１００％保証を利用した市の制度融資である小規模企業者
支援特別資金が、２４年度より利用が減少したが、小規模事業者の資金調達の円滑化に効果
があったことから、今後も国の経済対策や景気動向を注視する中で、融資枠の拡大を図り、
継続的な支援を行っていく。

　林業については、森林のもつ多面的機能を発揮させるため、森林の施業向上や林道・作業
道を整備し森林の施業の向上を図り、住民との協働による林道維持管理に努めた。また、健
康・レクリエーションの場として、八ツ杉森林学習センターや金華山グリーンランドの利用
促進に努めた。
　今後も、緑豊かで健全な森林の整備、市民と連携した環境学習活動や地元産材の有効活用
を図りながら、森林資源を活用するための取組みを進める。

　働きやすい環境の充実については、高年齢者の生きがいの充実、社会参加の推進を図るた
め、シルバー人材センターへの支援を行い、就業の機会の確保に努めるとともに、労働者の
福利厚生施設の運営など働きやすい環境の充実に努めた。また、勤労青少年ホームにおい
て、若者の交流の機会の提供だけでなく、就労関係機関との連携によるニートや若年者層の
就労支援のための相談や若者向けの講座の充実を図った。

　観光については、本市の観光業務を総合的に担う組織として、２５年５月に越前市観光協
会が設立され、より迅速な情報発信、対応が可能となった。また、市観光協会が観光情報発
信の中心を担うことにより、市内の情報が集約され、観光客が求める新鮮な情報が容易に入
手できるようになった。
　越前市の一大観光イベント「たけふ菊人形」は、２５年度に市民団体の菊人形会場を活用
したイベント実施により、若者など新たな客層の獲得に成果を上げることができた。しか
し、菊人形全体の入場者数が減少傾向にあることから、これら市民団体との連携を強化し、
市民参加型イベントへの取組みを行い、まち全体の雰囲気が盛り上がるよう趣向を凝らす。
また、越前市三大グルメは、民間団体の活発な活動によって、越前市の名物として定着して
きている。今後、おろしそばやボルガライス発祥の地としてさらなるブランド化を目指す活
動に対し、継続的に支援していく。
　今後、北陸新幹線の金沢駅開業や舞鶴若狭自動車道の全線開通、中部縦貫自動車道の開通
など、本市をとりまく交通体系が大きく変化するため、観光協会、市民、イベント実施団体
との連携を強化し、新たな観光客誘致や市民のおもてなしの心の醸成などに取り組み、観光
振興を図る。

　農業については、環境調和型農業の取組み面積が過去最高となったが、ＪＡ越前たけふは
実需者からの要望が高い品種である日本晴の作付を平坦地で推進するとしたことから、高品
質の米の生産が期待できる西部地域での取組みの推進を、これまで以上にＪＡと連携し継続
する。食育・地産地消の推進は、これまでの食育フェアの開催時期や会場を見直すことによ
り、一層の食育の推進と地元農産物のＰＲと生産農家の育成を図る。園芸振興については、
選果機の更新を契機に後継者育成や特産化の確立を目指す。

　鳥獣害対策については、積極的に被害防止対策を講じているにもかかわらず、市街地にま
で被害が拡大していることから、集落と一体となった防護対策に取り組む。生産基盤の整
備・維持管理については、国が新たに創設した日本型直接支払制度の積極的な取組みや、
人・農地プランを基本とした農地中間管理機構の活用による農地の集積、優良な農村の維持
を図る。引き続き、食と農の創造ビジョンの着実な実現を進める。

成果・課題・今後の方向性

3

まちづくりの柱

第１章
元気な産業
づくり

《 総 括 》

内部
評価

基本計画

Ｈ２３
85,068
Ｈ２８

Ｈ２２
85,569
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政策別 総合

第１節 4

第２節 3

第３節 4

第４節 4

第５節 3

4

　子どもの笑顔が輝く環境づくりについては、～コウノトリが運ぶ～市子ども子育て支援計
画に基づき、子ども・子育て総合相談窓口の開設やブックスタート事業の開始等「次世代を
育む施策」を充実した。また、多子世帯の保育料軽減や子ども医療費助成など子育て家庭へ
の助成制度を拡充し、子育てしやすい環境を充実した。市内事業所における育児休業も定着
してきた。

　児童の放課後における健全育成については、児童館未整備地区に児童館を整備するととも
に、全児童館で開館時間を繰上げる等により児童の安全安心な居場所の拡充を行った。

　幼保一体化については、初めての民間認定こども園が粟田部地区で開園し、順調に運営を
行っている。
　今後は、２７年度開始の「子ども・子育て支援新制度」に向け、市子ども・子育て会議の
設置、市子ども・子育て支援事業計画の策定などを行う。

　介護予防については、高齢者元気度調査に併せて定年齢認知症検診を実施したことによ
り、二次予防事業対象者、また認知症を疑う高齢者が数多く把握され、介護予防の充実や認
知症の早期発見が図られた。

　地域包括ケアシステム推進については、高齢者の見守りについて、町内福祉連絡会の開催
や高齢者を訪問する機会の多い事業者との協定締結など、多面的な見守りネットワークづく
りが推進された。また、地域医療、在宅ケア関係者の顔の見える多職種連携会議や、地域ケ
ア会議を開催することで関係者の連携が進んだ。
　さらに、２６年度には、策定する第６期市高齢者福祉保健計画・介護保険計画に医療と介
護の連携を明確に位置づけて地域包括ケアシステムの確立を目指す。

まちづくりの柱 成果・課題・今後の方向性

　相談支援については、障がいのある人の相談支援体制を福祉サービス事業所等と連携し充
実を図った結果、相談件数が増加した。しかし、２６年度内に障害福祉サービスを利用する
障がい者のサービス等利用計画を全て作成する必要がある。そこで、福祉サービス事業所と
連携し相談支援体制の充実を図る。

　社会参加については、県障がい者スポーツ指導者協会の協力を得て、障がいのある人がス
ポーツに気軽に参加できるよう、ニュースポーツ講習会を開催し、仲間同士の交流と社会参
加を促進することができた。さらに、２６年度に市障がい者計画・市障がい福祉計画を改定
する中で、障がい者の意見を十分に聞きながら社会参加を促進する。
　就労支援については、障がい者就労支援施設等からの物品等の調達方針を策定して、優先
調達の目標額を定め、市のセルプ製品の受注促進を図った結果、県内市町ではトップクラス
の発注額であった。

　地域ぐるみ福祉の推進については、市地域福祉計画の改定に当たり計画策定委員会におけ
る現計画の検証等により課題を浮き彫りにし、新計画において対策を明確にすることが出来
た。その結果、民生委員・児童委員や福祉推進員等地域福祉の担い手不足と町内福祉連絡会
の定着・充実が課題として浮き彫りとなったことから、２６年度以降市社会福祉協議会と協
力し、町内へ出向き、研修等に積極的に参加することで、町内福祉連絡会の定着と充実を図
り、地域住民の理解を深め、地域の見守りネットワークの組織化を図る。

　生活困窮者へのセーフテーネットについては、就労支援員が一人ひとりの状況に応じた支
援に取り組んだ結果、支援対象者３７人のうち２２人が就労開始し、うち８人の自立につな
がった。また、貧困の連鎖を防止するため、生活保護世帯の子ども２３人に対して、日常生
活支援、学習支援等を実施し、基礎学力の向上５人、高校合格１人、就職内定１人の効果が
あった。さらに、２５年度から生活困窮者の社会参加推進事業として、ひきこもり等の生活
困窮者２５人を対象に、生活自立訓練や就労体験の場を提供したところ、就労体験へ導く等
の成果があった。
　しかし、生活保護に至る前の段階からの早期支援が課題であることから、２６年度に生活
困窮者に対する総合的な相談窓口を開設し、生活困窮者自立支援事業に取り組む。

第２章
元気な人
づくり

《 総 括 》

　健康づくりの推進については、市健康２１計画（第２次）に基づき「運動」「食生活」
「歯」の３分野について行動指針に沿った取組みを行った。「運動」については、市健康ウ
オークのコースにキッズコースを加えたことにより、参加者数が前年より４８２人増え、子
どもの頃からの健康づくりのきっかけづくりになった。「食生活」については、健康応援団
の拡大を図るとともに、行動指針のマイナス３ｇの減塩の具体的実践や意識啓発を図ること
を目的に、「－３ｇを目指そう　かんたん減塩レシピ」を作成した。「歯」については２歳
６ヵ月児歯科検診受診率及び３歳までにフッ化物塗布を受けたことのある幼児の割合は共に
増加した。また、けんこうパスポートの普及、年間１,０００人増の目標を達成した。

　身近な医療の確保については、地域における在宅医療体制の整備を進めるため、多職種の
連絡会を開催し、武生医師会と連携し、地域包括支援センターを介しての在宅医療における
主治医等の確保にかかる支援事業の仕組みづくりを行い、新年度からの運用にこぎつけた。

内部
評価
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第６節 4

第７節 3

第８節 4

第９節 4

　教育施設の充実については、２７年度の耐震化率１００％に向け耐震化工事を着実に進
め、１１０棟の耐震化を完了し、８８％の進捗率となった。さらに、屋内運動場の照明器具
の落下対策等非構造部材の耐震化を行い、児童生徒の安全・安心を確保するとともに、災害
時に地域の避難施設となる防災拠点施設の機能強化も図られた。
　また、近年の猛暑に対応するため、２６年夏の稼動に向け、市内全中学校の普通教室への
エアコン整備事業に着手した。

　義務教育の充実については、「こころのプロジェクト・夢の教室」など、子どもたちの夢
を育み生きる力の育成を図る取組みの継続的な推進を行った。また、幼保一体化について
は、就学前教育施設（保育園、幼稚園、認定子ども園）からの一貫した教育体制を確立する
ためモデルカリュキュラムを作成し、小学校への円滑な接続を目指していく。
　不登校など支援が必要な児童生徒に対し、保幼小中で一貫性のある支援体制を築くととも
に、教育補助員や訪問指導員など多職種が連携し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切
な支援を行った。特に、不登校対策については、スクールカウンセラーを１２校に配置し、
小中連携を進めながら不登校の未然防止に努めた。
　また、全国学力・学習状況調査の結果分析で、小中学校とも全国より夢・希望を持つ子の
割合が多く、２１年度と比較し、小学校８.４％増、中学校５.０％増となった。今後も、子
どもたちが将来の「夢」や「目標」について、考えることができる「夢の教室」を継続し、
子どもたちの確かな成長を保護者も実感できる取組みを進めていきたい。

　高等教育の充実については、教育研究機能の充実や産学連携の一環として、市内の中学校
が参加し、福井工業高等専門学校との連携によるロボットコンテスト事業を継続的に実施し
ている。２５年度は、万葉中学校のチームが、初の全国大会入賞を果たした。ものづくりへ
興味・関心を持つきっかけとして、今後とも、参加校の拡大を図っていきたい。
　また、情報モラルの指導を充実するため、子どもと保護者が連名で署名する「わが家の１
０か条」を作成し、市内全小中高校へ配布し、家庭との連携を進めた。児童・生徒がこれか
らの情報化社会を生きていくため必要な情報モラル指導の取組みを繰り返し実施していきた
い。
　中学校を卒業した「引きこもりがちな」若者を対象に、話し合いや軽スポーツなどを実施
する「コミュニティ広場」を開催し、延べ１５０人の若者に社会的自立のための支援を行っ
た。

4

　生涯学習の充実については、公民館において、社会ニーズや地域の課題に対応したボトム
アップ型の学習講座を開催した。今後も、学習成果を身近なところで生かすまちづくりにつ
なげていく取組みを進めていく。
　また、市内全地区の公民館などで放課後子ども教室を開催し、地域住民の参画を得なが
ら、勉強、スポーツ、文化活動などを行い、放課後の子どもたちの安全な居場所の確保と安
全で健やかな成長を支援した。今後も、魅力的で安全・安心な活動拠点（居場所）を確保し
ていきたい。

   読書のまちの推進拠点として、４月にかこさとし氏の描いた原画や絵本、紙芝居を備え
たかこさとしふるさと絵本館「石石」を開館した。開館から１１ヶ月余りで入館者が１万８
千人を超え、多くの子どもたちの創造力や探求心を育む大きな取組みにつなげることができ
た。

　「読書のまち」については、宣言の５本の柱から事業を展開し、生まれたすべての赤ちゃ
んに、本に出会うきっかけとしての「ブックスタート」を開始し、全ての小中学校で「朝読
書(あさどく)」が実施され、文学散歩などにより作品と地域の関わりの理解を深める「域読
書(まちどく)」を進めることができた。さらに、「親子読み聞かせ」では、毎週土曜日に開
催する親子向け行事の開催により家族みんなで好きな本を読む「家読書(うちどく)」、大人
向けのお薦め本展示コーナー設置による「生涯読書(いきがいどく)」を実施し、目指す読書
推進活動ができた。さらに、市民がより本に親しむ機会を増やし読書習慣の定着を図るため
に、新たに福祉施設等への団体貸出を実施するなど、「出かける図書館」を目指す。

　芸術文化の振興については、武生公会堂記念館の耐震補強等工事の完成と、芸術文化活
動・鑑賞の拠点である、越前市文化センターの耐震補強等の工事実施に向けた取組みを進め
た。また、歴史資源の継承と活用として、１０月にかけ、越前から越後に至る「こしのく
に」の国府があったとされる越前市、小松市、七尾市、高岡市、上越市の５市による初の
「第１回こしのくに国府サミット」を開催した。 国府について、理解を深め、５市の市長
らによる「歴史と文化を生かしたまちづくり」をテーマに話し合い、歴史文化遺産の継承な
どを盛り込んだ「こしのくに国府サミット共同宣言」を発表した。 今後は、国府の資料・
出土品の交換展示や観光・物産面での協力、子どもたちの交流などこしのくに文化を生かし
たまちづくりを模索していきたい。

　生涯スポーツの推進については、スポーツ施設の今後の整備の指針となる市スポーツ施設
再配置計画を策定した。これらの施設は、高度成長期に集中して建設され、今後一斉に更新
時期が到来するもので、施設の適切な維持・改修が必要になっていた。サービス水準を公平
に保ち、３０年開催の「福井しあわせ元気国体」開催に向けて機運の醸成を図りながら施設
整備を進めていきたい。
　また、５年後に迫った国体開催に向け、市競技力向上プロジェクトを立ち上げた。特に
ジュニア層の選手の育成を目指し、中央のスポーツ団体の優れた人材を派遣いただくなど、
（公財）日本サッカー協会小倉名誉会長に特別顧問として支援をいただいている。新弓道場
建設や丹南総合公園スポーツ施設の一部供用開始、新体育館建設など武生中央公園再整備事
業と連携したスポーツ環境の整備は、市民のスポーツ要求（「する」「観る」「支える」）
を高め、実際にスポーツをするかどうかにかかわらず、「スポーツ」の楽しさを広げるス
ポーツ文化の定着につなげていきたい。

第２章
元気な人
づくり

《 総 括 》

内部
評価
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政策別 総合

第１節 4

第２節 4

第４節 4

第５節
４

第３節 4

4

成果・課題・今後の方向性

　環境については、地球温暖化防止対策事業として、市所有の街路灯などのＬＥＤ化事業に
取り組んだほか、町内会所有の防犯灯について、２５年度からＬＥＤ防犯灯への交換及び新
設に対して１基あたり５，０００円の補助を始め、２６年度からはリース方式によるＬＥＤ
化を推進することで、さらなるＣＯ２の排出量削減を図る。また、ごみ減量化推進事業にと
して、集団回収の取組みを奨励し、雑がみや古衣類の集団回収についても出前講座で啓発す
るなど取組みを強化しているところであり、２６年度においては、家庭から出る粗大ごみの
うち、金属類や電気製品の拠点回収所を設ける試みなど、新しい取組みを展開するととも
に、不法投棄物の監視パトロールを行い、不法投棄抑制に取り組んだ。

　快適な交通体系の整備として、市民バス（福祉バス含む）については、対前年度比３．
４％増、福井鉄道福武線については、対前年度比５．８％増と、いずれも増加しており、今
後も利便性の向上に向けた取組みと、さらなる乗る運動を進めていきたい。

　北陸新幹線については、全ての地権者の同意に向けた取組みと、地元要望についても、県
が創設する事業推進のための補助金制度等を活用し対応したい。

　道路の整備については、８月に戸谷片屋線が全線開通した。また、戸谷片屋線の先線につ
いても、２５年度大きな支障物件の移転交渉が成立した。今後、戸谷片屋先線については、
引き続き用地の取得に努め、２７年秋の広域農道までの開通を目指す。また、道路付属物の
点検、調査を実施して現状把握を行うとともに、橋長６ｍ以上１５ｍ未満の橋梁についても
点検、調査を実施した。今後の道路の維持管理にあたっては、計画的予防保全に努めるとと
もに、市民からの通報やパトロールによる危険箇所の迅速な対応に努める。

　雪に強い道づくりについては、幹線道路の消雪施設を市道路無雪化事業整備計画に基づき
計画的整備を進めるとともに、除雪協力業者の除雪車両となる重機の購入もしくは更新に伴
う補助制度を整備した。今後とも、事業効果の高い幹線道路、並びに一定の生活道路につい
て消雪施設の整備を図るとともに、除雪体制の維持にあたっては、除雪機械の保有台数を確
保し冬期間の通行確保を図っていく。

第３章
快適で
住みよい
まちづくり
《 総 括 》

まちづくりの柱

　一般市街地については、神山南部土地区画整理事業において、公有地等購入促進事業によ
る保留地完売の効果もあり、事業が完了できた。また、２５年度より創設した「多世代同居
のリフォーム支援事業」では、居住促進に一定の成果があったが、今後はより一層の制度活
用に伴う居住促進に向け、包括的な制度ＰＲに努め、市街地における居住促進を市街地全体
で図っていく。
　良好な都市景観の形成について、景観まちづくりは着実に進行し、２４年度に都市景観大
賞優秀賞を受賞した四町地区が本市初の景観形成地区に指定された。今後は、街並み景観を
活かした地域まちづくり活動の継続とステップアップに向け、なお一層の働きかけを行う。
　公園・緑地の整備については、丹南総合公園の一部供用開始をはじめ、４公園の供用開
始、１公園の供用開始区域の拡大を行い、市民の身近な憩いの場、レクリエーションの場の
拡大が図られた。今後とも、効果的・効率的な整備に努める。
　良質な住宅の供給について、老朽化した市営住宅１団地の撤去と用地返還が完了し、併せ
て市全体の老朽化した木造市営住宅の適正管理方針を定めた。また、民間住宅の耐震診断･
補強プランの件数は、２４年度より４２件から３６件に減少したが、耐震改修工事補助は、
市広報、チラシ、ＰＲ活動により前年より４件から７件に増加した。今後は、これまでのＰ
Ｒ活動を促進するとともに、防災安全課と連携しながら、市民の防災意識高揚と木造住宅の
耐震改修の促進を図っていく。
　コウノトリが舞う里づくり戦略は、①里地里山の保全再生、②環境調和型農業、③学びあ
いと交流について長期的な視点で取り組んでいる。具体的な取り組みとして、「ＳＡＴＯＹ
ＡＭＡ親子レンジャー」や「ごはん塾」などの親子体験型プログラム等を実施した。これら
の取組みの成果を将来的に確実に繋げていくため、小中学校での環境教育とともに、若年層
世代における自然再生や生物多様性の大切さについて、さらに意識の醸成をさらに図ってい
く。

内部
評価

　秩序ある土地利用の推進について、議会の議決を経て、１６年に武生市・今立町合併協議
会が策定した新市建設計画を変更した。今後の人口減少時代を見据えた「ネットワーク型コ
ンパクトシティ」を目指し、武生と今立の２つの歴史的拠点の継承・発展を図るため、本庁
舎を現在地に建設するとともに、今立総合支所を改築し、市東部地域の防災・コミュニティ
等の機能を有する複合施設として、拡充整備することとした。また、武生中央公園の再整
備、北陸新幹線「南越駅(仮称)」の周辺整備、スポーツ施設の再配置など大型プロジェクト
を計画の中のまちづくり主要事業に追加した。本庁舎および今立総合支所については、合併
特例債の発行期限の３２年度までに整備を図る。次に開発行為及び建築の申請に対しては、
２５年度も市都市計画マスタープランの土地利用方針に基づき、関係各課と連携しながら適
切な土地利用の誘導に努めた。また、国高地区の戸谷片屋線開通に伴う土地利用上の対策に
ついては、沿線のうち馬上免町において、住みよいまちづくり推進条例に基づき「地域街づ
くり推進団体」の設立に向けた準備が始められた。今後とも、沿線住民の土地利用に対する
合意形成に向け学習会を重ねながら、早期の組織立上げを促す。
  コンパクトで機能的な都市構造の形成について、中心市街地では、まちなか空き屋等リ
フォーム支援事業など居住支援制度の充実やまちづくりセンターの空き家、空き店舗の橋渡
しにより居住人口の増加に努め、一定の成果があった。今後は、越前市不動産業協会との連
携による空き家、空き地の利活用促進等、なお一層の居住推進に取り組む。併せて、中心市
街地における良質な住宅供給を図るため、借り上げ市営住宅の整備を進める。

　水道事業については、第５次拡張事業や老朽管更新事業、簡易水道統合整備事業により、
水道水の安定供給の確保に努めた。また、水道施設運転管理業務を包括的民間委託を行い、
維持管理経費の削減を図った。今後も水道水の安定供給を確保するため、計画的な水道施設
の維持管理・更新を行い、水道事業の経営基盤の強化に努める。

　下水道事業については、市下水道基本構想に基づき公共下水道事業、浄化槽設置整備事
業、農業集落配水事業を計画的に推進し、御清水川幹線の長寿命化対策も実施した。家久処
理区の整備後３０年以上経過した管路施設を２６年度に調査し、施設の適正な維持管理に努
める。また地元説明会において水洗化助成制度のＰＲや下水道の重要性を説明することによ
り、水洗化の促進を図る。
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政策別 総合

第１節 4

第２節 4

第３節 3

第４節 4

第５節 3

　消防・救急体制の充実については、自然災害や地域社会の変化による災害の複雑多様化、
大規模化に対応し、市民の生命、身体及び財産を火災や地震等のあらゆる災害から守るた
め、消防車両や資機材等などの適切な更新整備を進めるとともに、地域防災力の要となる消
防団員についても、全国的に団員の減少傾向にあるなか現数を維持しながら、各種教育訓練
を積極的に実施し、消防力の充実・強化を図った。
　また、救急救命士の養成や救急隊・救助隊の各種訓練の実施、市民に対する普通救命講習
会の開催など、救急・救助体制の充実に取り組むとともに、市内全域を対象に住宅用火災警
報器の設置状況の調査を行い、未設置世帯への普及啓発に努めるなど、火災予防対策に取り
組んだ。

　災害対応については、９月１６日に大雨特別警報が発令されるなど、大雨による水防活動
などの災害対応のため、計４回警防本部を設置して、市の災害対策本部と連携を取りなが
ら、職員延べ１８９人、消防団員６８人が出動し、被害の防止・軽減に努めた。
　今後も、消防力及び救急・救助体制の充実・強化を図る一方、市民の防火意識の高揚をは
じめとする火災予防対策を推進するとともに、地震、水害等の災害への対策を強化し、市民
生活の安心と安全の確保に努める。

　暮らしの安全向上については、 交通安全新３Ｓ運動（シルバー・スロー・シー）を軸
に、越前警察署、交通指導員会等関係団体によるパトロールの強化や、交通安全チラシによ
る啓発、市政出前講座等による交通安全教室の開催などを行い、交通安全対策に積極的に取
り組んだ。

　消費者行政については、複雑多様化する消費者相談に対応するため、相談員や消費者相談
アドバイザーを増員したが、さらに安全で安心な消費者生活の実現を目指すため、消費者サ
ポーターを啓発活動のメンバーとして養成する。

　斎場施設については、年次計画に基づく火葬設備の修繕を行い、道路・駐車場等の斎場施
設の整備計画を策定する。

　公衆浴場については、市民の公衆浴場利用の機会の確保と経営の安定に努めた。

4

第４章
安全で安心

な
まちづくり
《 総 括 》

　地域が支える防災体制の充実については、全町内において避難マニュアル・防災マップを
作成することを目指し、１１５町内が完成し、現在は１２５町内が着手するなど、自主防災
組織の強化に取り組んだ。また、災害時の応援協定を新たに３民間団体等と締結し、災害時
の協力体制を強化した。

　危機管理体制の充実については、国の指針及び県の地域防災計画(原子力災害対策編）に
沿って、市防災会議 、専門部会、作業部会、策定準備会議を随時開催し、市地域防災計画
（原子力災害対策編）等を２５年１２月末に策定した。その後、さらに、３月末に開催した
市防災会議において、１月の国の防災基本計画の修正及び３月の県の地域防災計画（原子力
災害対策編）の改定に伴う改定を行った。今後も、国の指針、県地域防災計画（原子力災害
対策編）の改定を速やかに反映する。
　町内集会場への支援について、耐震化を含めた補助制度の見直しを検討し、補助制度の活
用について周知する。

成果・課題・今後の方向性

　治水対策については、市東部集中豪雨対策として、県・市の役割分担が決定し、それぞれ
の役割に応じて対策が進行した。ただし、岡本ダムの治水ダム化については、利水組合への
支援が必要であり、このことについて関係部局と連携しながら対応策を検討する。

まちづくりの柱

内部
評価

　地域ぐるみの防犯対策の充実については、越前警察署や自治振興会、ＰＴＡなどと連携
し、子どもの見守り活動を推進するとともに、通学路用防犯灯の新規整備やＬＥＤへの更新
など管理費や環境負荷の軽減を図り、防犯環境の整備に努めた。また、警察や防犯隊等関係
団体と連携して、防犯パトロールの強化や広報活動など防犯対策の強化を図ったが、本年度
においては、刑法犯認知件数が上昇し、依然として車上荒らしや振り込め詐欺、空き巣、自
転車窃盗、万引きなどの事件が発生している。
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政策別 総合

第１節 3

第２節 4

第３節 3

第４節 3

政策別 総合

第１節 3

第２節 3

第３節 3

内部
評価 3

成果・課題・今後の方向性

　県丹南広域組合については、事業計画の見直しを行い、自治体クラウドの推進や広域観光
など、今後の方針と施策を改定した。また、広域的な行政課題を解決するため、２５年１０
月７日に県知事に対し重要要望書を提出した。

　電子自治体については、市職員採用試験申込み、学習センターの学ぼう座講座や地区公民
館の自主講座、地区成人のつどい等で電子申請手続きの拡大を図るとともに、インターネッ
ト施設予約については、市社会福祉センター、白山公民館など５施設を新たに追加した。
　地理情報システムについては、市民公開型ＧＩＳを導入し、２６年２月より一般公開を開
始した。また、市広報紙や丹南ケーブルテレビを通して、市民への周知を図るとともに、操
作方法や利活用を促進するため、市政出前講座を実施した。

第５章
市民が主役

の
まちづくり
《 総 括 》

まちづくりの柱

3

第６章
地方分権に
対応した

行財政運営
《 総 括 》

　市民交流の推進については、本市の外国人市民が約３，０００人を数えることから、市民
課窓口にポルトガル語と中国語に対応できる相談員各１人を配置して外国人市民を支援する
とともに、市国際交流協会や地域と連携して「やさしい日本語」やインターネットを活用し
た外国人市民支援事業を積極的に展開する。
　七尾市や豊岡市への市民グループ訪問や、国府サミット開催時の七尾、高岡市民来越な
ど、市民団体交流の幅が広げられた。今後も、民間レベルの交流（産業・歴史・文化・教育
など）を促進するため、交流を働きかける。

まちづくりの柱

内部
評価

　情報共有化の推進については、広報紙の充実として、広報紙の月１回発行、多くの市民が
加入しているコミュニテイチャンネル丹南ＣＡＴＶ「越前市情報ナビ」やたんなんＦＭ「ふ
れあい通信」の利用、市民便利帳を製作して電話帳に合冊して市内全世帯と事業所に配布
し、市政情報や身近な地域情報の提供に努めた。また、分かりやすくタイムリーな情報を
ホームページやＳＮＳなどで発信した。市政出前講座では、６３メニューにより９４回（２
６年２月末現在）実施した。
　また、広聴の充実として、地域ミーティングを全１７地区で、団体ミーティング「夢まち
づくりトーク」を９団体と実施し、市の計画等についてはパブリック・コメント制度を通し
て、市民の意見を聴取した。
　情報公開等として、公文書開示請求件数は２５件であり、情報公開制度の適正な運用に努
めた。情報通信基盤として、公衆無線ＬＡＮ（フリースポット）の整備を新たに８箇所で進
め、現在のアクセスポイントは、２年間で計２９箇所となった。

　市民自治の推進については、２６年度から協働たねまる提案制度と政策推進課が担ってき
た学生を対象とする補助制度を統合し、市民団体や学生が試行的に事業を実施できる支援制
度と、継続した市民団体の育成支援制度に見直し、新たな協働事業に取り組む市民団体など
を支援する総合的な補助事業として実施する。
　地域コミュニティー充実については、各地区自治振興会の事務会計システムにおいて、事
務システムを活用した事務事業の評価と、地区間情報の共有化を図ることで、協働の推進と
自治力の向上を図る。

成果・課題・今後の方向性

　人権尊重と男女共同参画社会の実現については、人権問題は多岐の分野に関わることか
ら、今後もあらゆる機会を捉え、地域や市民を巻き込み事業を行う。
　また、少子高齢化が進む中、男女共同参画社会の実現は、地域においては特に重要である
ことから、自治連合会や男女共同参画推進会議委員と連携し、女性が参画することの重要性
を訴え、男女共同参画センターが行う講座や研修会で地域や女性自身の意識改革を進める。

　《新》行財政構造改革プログラム（２３年度～２５年度）に基づいた改革を着実に実行
し、持続可能な財政の健全化を図るとともに、２６年度から２８年度までの「市行財政構造
改革プログラムⅢ」を策定した。

　職員数の削減については、大量退職が続く中で行政サービスへの影響が懸念されるため、
将来的な人員構成を勘案した採用、異動、任用等の人事管理に努めるほか組織機構の見直し
を図る。

　賦課業務においては、納税者に信頼感のある公正公平な賦課を実施するとともに、滞納に
は、法令手続きに基づく差押の拡充し、滞納処分の強化を図った。
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達成度

4

3

4

3

4

達成度

4

成果・課題・今後の方向性

　日本経済が徐々に上向きつつある中で、市内大手企業の一部には堅調さが見られるが、中小・零細
企業では円安による原材料の高騰などにより景気回復が遅れている。市では、引き続き積極的な企業
訪問を行い、情報の収集・分析に努め、産学官の連携により市産業活性化プランに基づいた各支援施
策を展開した。
　丹南産業フェアについては、昨年を上回る企業の出展があり、子どもたちの体験コーナーなども好
評で昨年を上回る来場者があったので、さらなる内容の充実を図る。越前ものがたり事業では、首都
圏の大型展示商談会での商談件数が昨年を上回り、販路拡大への大きな成果があったが、これまでの
課題も整理し、新たな取組みを進めるとともに、展示会出展支援事業について要件を緩和して利用促
進を図る。企業立地促進補助金については６社を指定するとともに、新たに２社に補助金を交付する
など雇用の拡大につながった。ビジネスマッチングサイト「えちぜんモノづくりＮＥＴ」の登録企業
が３００社を超え、マッチング事例も増えたが、さらなる活用に取り組んでいく必要がある。
　伝統産業については、越前箪笥が伝統的工芸品に指定されたほか、打刃物や和紙の海外での販路開
拓の積極的な取組みや、打刃物では２２年ぶりの新規開業が生まれるなど、産地活性化の動きが強く
なってきており、市としても積極的に支援を行った。
　今後も、アタック１００などを通じて、企業との情報交換に努め、支援施策の実効性を高めてい
く。

（1）
既存産業・企業の自立
化の促進と支援

（2）
創業の促進

（3）
企業立地の促進

（4）
産力強化のための支援
体制の構築

【成　果】
・２５年１２月に「越前箪笥」が、国の伝統的工芸品の指定を受けた。
・越前打刃物については、積極的な海外への販路拡大や新規開業の取組みに対して支援を行った。
・越前和紙については、海外に向けたＰＲを積極的に行う取組みに対して支援を行った。
・伝統産業の振興策と伝統産業を活かしたまちづくりのための指針を定める工芸の里構想に着手し
た。
【課　題】
・工芸開放試験場のあり方や伝統産業の支援の方向性を明確にする必要がある。
【対　策】
・伝統産業と産業観光の活性化を推進する上で、様々な振興施策を展開していくため、市工芸の里構
想を策定し、伝統産業の振興策と伝統産業を生かしたまちづくりの方向性を決めていく。

第１節
活力と創造性に満ちた
工業の振興

（5）
伝統産業の活性化

政策名

内

部

評

価

【成　果】
・チャレンジ支援事業については、認定された商品が新たな越前ブランドとして立ち上げられ、展示
会等への出展により全国へＰＲされ、販路拡大に繋がっている。
【課　題】
・引き続き支援企業へのフォローアップと、より高度な事業への発展を促していくため、商工会議所
等の各支援機関と連携を図り、取り組んでいく必要がある。
【対　策】
・支援内容の部門を明確にするために、「新分野・新事業展開部門」及び「新商品開発部門」を設定
し、アタック１００での企業訪問による周知や商工会議所等の支援機関と連携して、新商品の研究開
発や販売促進に支援していく。

【成　果】
・企業立地促進補助金について、通常の設備投資に対する補助金指定を４社、２４年度に拡充した
「地球環境に貢献するモノづくり」補助金の指定を２社、合計６社の指定を行った。また、補助金の
交付については、新規に２社行い、３４人の新規雇用の創出などに寄与できた。
・市が２１・２２年度に拡張した池ノ上工業団地において、用地を取得した企業が工場の増設を行う
旨を発表した。
【課　題】
・全国的に海外進出が進む中、今後、企業立地促進補助金の交付条件の見直しを図る必要がある。
【対　策】
・アタック１００を実行する中で、さらに情報収集を行い、現状に合った支援制度を確立していく。
・企業立地促進補助制度の在り方について、有識者の意見を踏まえながら検証していく。

【成　果】
・「えちぜんモノづくりＮＥＴ」については、登録事業者が３００社を超え、またマッチング事例も
１５事例を掲載するなど目標値を超え、当サイトを活用したマッチングの充実が図られた。
・アタック１００については、目標を大幅に上回り、多くの企業と情報交換が図られ、企業支援制度
の周知が図られた。
【課　題】
･企業支援制度を充実させるために有識者で構成する「産学官連携ネットワーク」での意見を参考に
するとともに、関係支援機関と連携をさらに密にして対応していく必要がある。
【対　策】
・国において各種経済政策が打ち出されている中で、市内企業に対してどういった行政の支援が必要
かをアタック１００を実行する中で、企業の意見を十分に収集し検討していく。
・産業人材育成事業については、市内企業の人材育成の取組みの活性化を図るために要件を緩和す
る。

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第１節 活力と創造性に満ちた工業の振興

【成　果】
・丹南産業フェアについては、昨年の１４６社を上回る１６３社の出展があり、また来場者も６５，
５００人（前年比８．３％増）と増加し、紙漉きや壁塗り等を体験する「ものづくり体験ランド」も
好評であった。また、雇用促進イベント「わーく・わくデー」も開催し、市内の企業ＰＲが図れた。
・越前ものがたり事業については、首都圏の大型展示会に１９社が参加し、多くのバイヤーとの商談
が行われ、販路拡大と企業の自立化の促進を図ることができた。
【課　題】
・越前ものがたり事業については、参加事業者の固定化や参加事業者の業種が様々であること、また
事業者が目指す販路先や商品開発のタイミングなど各事業者間で様々である。
・展示会等出展支援事業補助金の利用件数が、昨年と比較して伸び悩み、周知不足であるとともに展
示会の実態を把握し、検証していく必要がある。
【対　策】
・越前ものがたり事業では、事業内容を見直し、マッチングの促進による商品開発と、新たな販路開
拓を目指すための新たな取組みを行う。
・越前モノづくりフェスタ２０１４では、市内の伝統的工芸品のさらなるＰＲや体験ランドの充実を
図る。
・展示会等出展支援事業補助金については、要件を緩和し、利用促進を図る。

成果・課題・対策施策名

内
部
評
価
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基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

161 137 146 163

12 7 7 9

110 131 130 240

62 152 222 461

25,121 33,000 84,562 79,544

達成状況　（年度末見込み）

24.321.4 23.5 21.7

実践プログラム【主な事業計画】

指標名

10
（H18）

30 20 20 23 28

製造品出荷額等の県内
比率（％）

地域産業育成事業

伝統産業施設運営事業

達成状況　（年度末見込み）

丹南産業フェア出展企業数

5
（H18）

65

企業立地促進補助制度
認定事業所数（延べ
数）（件）

新事業チャレンジ支援事業
認定件数

展示商談会の販路開拓件数

市内事業所の訪問件数アタック１００

越前ものがたり事業

越前発新事業チャレン
ジ支援事業

事業名

新事業チャレンジ支援
制度認定事業所数（延
べ数）（件）

59

実践プログラム【数値目標】

指標名

21.8
（H17）

内
部
評
価

和紙の里３館の年間来場者
数

50

内
部
評
価

25.0

36 43
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達成度

3

4

達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

7 7 7 4

2,629 2,585 2,576 2,594

12 15 170 126中小企業融資事業 融資件数

小規模事業経営支援促
進事業

会員数（商工会議所＋商工
会）

まちなか開業新規認定件数内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

中心市街地活性化事業

まちなか開業・地域助
け合いビジネス支援事
業新規認定件数　(延
べ数)（件）

7
（H18）

55 28 35 42 46

15 18 23

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

元気な商業者グループ
支援事業決定団体数
(延べ数)（団体）

9
（H22）

39 9

【成　果】
・小売商業者の活性化促進としては、市内の商業者グループが地域資源を活用し消費拡大や地域商業
の活性化を図る取組みを支援する「元気な商業者グループ支援事業補助金」の申請が５件あり、市内
全域への広がりが見え始めてきた。中心市街地で事業を始める事業者の家賃、設備、光熱水費等を３
年間支援する「まちなか事業・地域助け合いビジネス支援事業補助金」の認定は４件で前年度と較べ
３件減少した。中心市街地の店舗の内外装の改装を支援する「おもてなしの店推進事業補助金」の申
請は３件で増加傾向にあり、既存商店の魅力向上に寄与した。これらの施策により、地域の活性化及
び商業の振興に結びついた。
【課　題】
・「元気な商業者グループ支援事業補助金」の申請件数が少なく、市内全域への周知が必要。
・「まちなか事業・地域助け合いビジネス支援事業補助金」の認定件数が前年度と比べ３件減少し
た。
【対　策】
・「元気な商業者グループ支援事業補助金」の制度周知を図るために、過去の取組み事例を紹介する
など、分かりやすい周知に努めるとともに、商業者の意見を参考に支援の内容を検討する。
・まちなか開業予定者の情報を収集し、また開業後、営業が安定持続できるようフォローアップする
ため、市まちづくりセンター、武生商工会議所との連携をさらに推進する。

（2）
経営基盤の強化

【成　果】
・中小企業振興資金や小規模事業者育成資金の利用が増加した。
・商工会議所や商工会によるマル経融資（経営改善貸付）の利用が増加した。
【課　題】
・２４年度に創設した円高緊急対策等小規模事業者特別資金融資制度（２５年９月に小規模企業者支
援特別資金に名称変更）の利用が対前年比で減少したが、今後の国の経済対策や景気動向を注視して
いく必要がある。
【対　策】
・中小企業緊急経営安定対策利子補給金等交付事業については、国がセーフティネット保証の特例を
廃止することを受け、市においても事業を廃止する。これに伴い、その他の制度融資の利用が増加す
ることが予想されるため、預託金を増額し対応する。

第２節
魅力ある商業の振興

　商業の振興としては、「元気な商業者グループ支援事業補助金」に２５年度は５件の申請があり、
前年度比２件増加したが、より商業の活性化につながるようにするため、今後も補助制度の周知を図
る。
　「まちなか事業・地域助け合いビジネス支援事業補助金」の認定件数が前年度比３件減少した。ま
ちなかの開業予定者の情報を収集し、また開業後、営業が安定持続できるようフォローアップするた
め、市まちづくりセンター、武生商工会議所との連携をさらに推進する。
 中小企業融資事業については、１００％保証を利用した市の制度融資である小規模企業者支援特別
資金が、昨年度より利用が減少したが、小規模事業者の資金調達の円滑化を図ることができた。
　今後についても、国の経済対策や景気動向を注視する中で、融資枠の拡大を図り、継続的な支援を
行っていく。

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第２節 魅力ある商業の振興

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
小売商業者の活性化促
進
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達成度

3

4

4

3

（3）
受入れ態勢の整備

【成　果】
・市観光協会の設立により、観光客が求める最新情報を素早く提供できるようになった。
・市の学生合宿助成制度の利用が増加し、本市を訪れた学生数が前年比約６．５％(１０５人)増加し
た。
・まちなか観光客のためのまちなか駐車場を舗装し利便性が向上したため、利用台数が前年度比約３
０％(１，３００台)増加した。
・市観光協会の語り部のネットワーク化、各地区の観光ボランティアガイド登録制度の創設により、
観光客の様々な要望に応えられる態勢が整備された。また、万葉菊花園では「味真野を歩こう、学ぼ
う、語ろう講座」を全１２回開催し、毎回平均約１０人が受講し、ボランティアガイドの育成に努め
た。
【課　題】
・学生合宿で訪れた学生たちが将来、観光客として再び訪れてもらうような仕組みが必要である。
・観光客の観光ボランティアガイド利用数が減少しており、増加する取組みが必要である。
【対　策】
・学生合宿の際、学生が本市の観光地を訪れる取組みに対する支援(２６年度、県が助成制度新設)を
強化する。
・観光ボランティアガイドについて、観光業者へ観光パンフレットを送付する際、あわせて周知す
る。

（4）
観光イベントの充実

【成　果】
・中心市街地では、まちなか賑わい市、昭和の花嫁行列、たけふきものがたりなど、市民イベントが
継続して実施された。また、２５年度は初めて「表参道朝市」が開催され、新たなまちなか賑わい創
出により交流人口が増加した。
・市内各地で実施されているゴールデンウィークのイベントを周遊できる無料バスを運行し、スタン
プラリーを実施した。
・２０１３たけふ菊人形では、市民団体が企画した「女子博」、「菊deナイトフィーバー」などのイ
ベントが会場内で開催され、新たな客層の開拓に繋がった。
【課　題】
・まちなか観光客及びたけふ菊人形入場者数が減少傾向にあり、取組みを強化する必要がある。
【対　策】
・市観光協会がイベント主催者や市民、行政との連絡調整役を担うことで、民間団体、地域間の連携
強化の推進を図る。また、観光協会が中心となって各イベントの情報発信を行う。
・２０１３たけふ菊人形で初めて取り組まれた市民主催の会場内でのイベントを継続的に実施しても
らうとともに、新たなイベントを誘致するため、各種団体との連携強化を図る。
・たけふ菊人形の来場者をまちなかへ誘導する仕組みづくり(スタンプラリーの開催など)を行う。

内
部
評
価

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第３節 出会いと感動のある観光の振興

施策名 成果・課題・対策

（1）
観光資源の開発

【成　果】
・本市の観光業務を総合的に担う組織として、２５年５月に越前市観光協会が設立され、より迅速な
情報発信、対応が可能となった。２５年度は、越前市のお土産の企画開発に取り組み、土産品の開発
提案及び土産用包装紙の制作を実施した。
・食のブランド化としては、地元グルメのＰＲに取り組む民間団体の活動を支援した。ボルガライス
のＰＲとしては、ボルガラー協会がオムライスを通した全国オム・グルメサミットへ参加し、北海道
富良野市(オムカレー)、石川県宝達志水町(オムライス)との三国同盟を締結した。越前おろしそばの
ＰＲとしては、武生麺類業生活衛生組合が本市がおろしそばの発祥の地であるポスターを制作した。
これらのＰＲ活動を通じ、本市が発祥であるご当地グルメによる誘客に結びついた。
【課　題】
・市内に多く存在する資源を観光資源に磨き上げる必要がある。
【対　策】
・市民や民間事業者との協働、市観光協会との連携により、本市の観光資源開発、情報発信を積極的
に行うこととし、具体的には、越前和紙、越前打刃物に加え、新たに国の伝統的工芸品に指定された
越前箪笥を活用し、産業観光への取組み、本市ゆかりの絵本作家かこさとし氏のふるさと絵本館やい
わさきちひろ氏の生まれた家を活用した観光客誘客に取り組む。

（2）
越前市の魅力発信

【成　果】
・市観光協会の設立により、市内の観光情報が市観光協会に集約されるようになり、多くの最新情報
をタイムリーに発信できるようになった。
・市観光協会のホームページを通じ多くの情報発信を行い、ツイッター、フェイスブックといった新
しいツールを活用し、積極的に情報発信を行った。
・市観光協会と市が連携して出向宣伝を行い、年間を通して各方面でのＰＲ活動を実施した。
・万葉まつりや花筐さくら・もみじまつりなど、これまで支援していなかった地元開催イベントに対
し、ポスター印刷費など広報経費に対し支援するとともに、より効果的な広報となるよう市観光協会
が指導、助言した。
・東京都港区民祭りにおいて、本市のグリーンツーリズムの取組み紹介や農産物などの販売を行いＰ
Ｒした。
・ふるさと大使によるイメージアップ事業については、市のＰＲ用に名刺サイズのパンフレットを作
成し、配布依頼を行った。
【課　題】
・近く予定されている北陸新幹線金沢開業、舞鶴若狭自動車道全線開通など、本市を取巻く交通体系
の変化に伴う誘客拡大への取組み。

【対　策】
・今後、激しさが増すと予想される地域間の誘客競争に対応するため、市観光協会の体制強化を図
る。
・効果的な出向宣伝、観光ＰＲの企画、実施を行う。
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達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

284,265 268,466 229,160 201,860

112,000 113,500 92,800 119,500

36 48 58 65
イメージアップ推進事
業

ふるさと納税寄付件数

サマーフェスティバル
支援事業

来客者数

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

観光客増加促進事業 観光バスによる誘客数

99 55
58

（H17）
180 270 81

たけふ菊人形の入場者
数（人）

98,502
（H22）

120,000 98,867 110,078 88,994 87,527

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

観光客入込数（人）
815,000
（H17）

1,100,000 1,016,000 1,060,000

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

第３節
出会いと感動のある観
光の振興

　本市の観光業務を総合的に担う組織として、２５年５月に越前市観光協会が設立され、より迅速な
情報発信、対応が可能となった。また、市観光協会が観光情報発信の中心を担うことにより、市内の
情報が集約され、観光客が求める新鮮な情報が容易に入手できるようになった。今後は、市観光協会
の安定経営に向け、自己財源を確保するための新たな取組みを行う必要がある。
　越前市の一大観光イベント「たけふ菊人形」は、２５年度に市民団体の菊人形会場を活用したイベ
ント実施により、若者など新たな客層の獲得に成果を上げることができた。しかし、菊人形全体の入
場者数が減少傾向にあることから、これら市民団体との連携を強化し、市民参加型イベントへの取組
みを行い、まち全体の雰囲気が盛り上がるよう趣向を凝らす。
　まちなかへの観光客の誘致について、おもてなし態勢を強化するため、観光ボランティアガイドの
ネットワーク化に取り組み、観光客からの幅広い要望に対応できる体制づくりに着手した。今後、越
前市のおもてなしメニューについてさらなる情報発信を行い、観光業者や観光客に周知を図ってい
く。
　越前市三大グルメは、民間団体の活発な活動によって、越前市の名物として定着してきている。今
後、おろしそばやボルガライス発祥の地としてさらなるブランド化を目指す活動に対し、継続的に支
援していく。
　今後、北陸新幹線の金沢駅開業や舞鶴若狭自動車道の全線開通、中部縦貫自動車道の開通など、本
市をとりまく交通体系が大きく変化するため、観光協会、市民、イベント実施団体との連携を強化
し、新たな観光客誘致や市民のおもてなしの心の醸成などに取り組み、観光振興を図る。

語り部の活動回数
（回）

966,000 995,000
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達成度

4

3

3

達成度

3

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第４節 地域資源を生かした農業の振興

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
からだとこころを育む
食の実現

【成　果】
・ＪＡ越前たけふと地産地消推進の店が連携し「紅しきぶトマトフェア」「秋キュウリフェア」に新
たに取り組み、本市の特産品のＰＲ、推進の店のＰＲ及び地産地消の推進を図った。
・子どもを対象に、学校では学べない農業の大切さや食育の推進を図るため、市内８地区で農業体験
や加工体験を実施した。（２５・２６年度事業）
・２５年度の食育フェアは、台風の影響で１日の開催となったが、約２０００人の参加があり、食育
や食と農のつながりを周知することができた。
・２４年度から取り組んでいるコウノトリが舞う里づくり連続講座の「ごはん塾」を２５年度は７地
区（２４年度は３地区）で実施し、ごはん食の大切さを伝えることができた。
【課　題】
・食育及び地産地消の推進は、消費者への理解促進と市内農産物の生産拡大を図る必要がある。
・学校給食への県内食材使用率が、天候不順により供給量が落ちこんだことから低下した。
【対　策】
・食育フェアの開催時期を見直し、秋の収穫時期にあわせて開催することにより、生産農家の育成を
図るとともに、消費者に対し地元農産物利用について関心を持ってもらう。
・学校給食への地場産食材使用率を高めるために、園芸農家の育成を図り、作物の多様化と面積の拡
大を図る。

（2）
多様な農業の実現

【成　果】
・新たに１名の就農者が誕生した。
・２４年は該当者がなかった「農の匠」については、スイカ農家を１名認定した。これにより、本市
の最大の特産である、しらやま西瓜のブランドの維持拡大が期待される。
・トマト、キュウリの選果機を更新したことにより、効率化と農家の作付意欲の増進を図る体制が
整った。
・２４年度、２５年度の２年間で、市内１５０集落において人・農地プランを作成した。
【課　題】
・担い手の高齢化やＴＰＰの交渉結果によって、地域農業の維持が難しくなることが考えられる。
・２５年度は１つの集落営農組織しか新たに設立されなかったことから、一層の組織化の推進が必要
である。
・園芸農家の高齢化が進んでいる。
・ＪＡ越前たけふが２６年度より日本晴の作付を推進拡大するとの方針により、特別栽培米の作付面
積の拡大が困難となることが予想される。
【対　策】
・人・農地プランの見直しや、国が新たに創設する「農地中間管理機構」を活用し、地域農業の維持
を図る。
・園芸農家の育成のため、ＪＡや県との連携を一層図るとともに、市の支援策の活用を推進する。
・特栽米の作付については、平坦地で行っている農家については現状の維持を、中山間地域（白山・
坂口）ではコシヒカリの全特栽米化を、ＪＡと連携し推進する。

（3）
農を基盤とした自然環
境と地域社会の実現

【成　果】
・農地・水管理支払交付金については、施設の長寿命化を目的とした向上活動支援組織が２組織増加
し６９組織となった。
・鳥獣被害対策として、檻によるイノシシ捕獲に加え、試験的にカラス檻を設置したところ４００羽
以上を捕獲できたことから、今後も引き続き設置することにより年間を通した効果を検証することと
した。
・生産基盤の整備については、県営土地改良事業が事業拡充により、３地区で２５年度に完了予定と
なっており、施設の改修が図られた。また、国補助の農業基盤整備促進事業を活用した事で、老朽化
した用排水の施設改修が進んだ。
【課　題】
・国が新たに日本型直接支払制度を創設したことから、これまで取り組んできた組織に対し、制度改
正に伴う不安を解消する必要がある。
・獣害対策として、電気柵、ワイヤーメッシュ設置等の支援や、集落に赴き防除指導や捕獲対策の強
化を行っているが、農作物被害は拡大傾向にある。
【対　策】
・新たな日本型直接支払制度への移行や、２６年度で中山間地域直接支払の第３期（５年間/期）が
終了することから、第４期への移行がスムーズに行えるよう指導推進する。
・鳥獣害による農作物被害を抑えるために、鳥獣害対策班を２人体制から４人体制とし、休日を含め
迅速に対応する。

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

第４節
地域資源を生かした農
業の振興

　市食と農の創造ビジョンに基づき、食育・地産地消の推進、環境調和型農業の推進、園芸振興、獣
害対策を含め生産基盤の整備・維持管理、さらには人・農地プランの作成等に重点に取り組んだ。
　新たに取り組んだ「紅しきぶトマトフェア」「秋キュウリフェア」により地元特産物のＰＲを図る
ことができた。
　選果機を更新したことによる特産化の確立や、多様な園芸農家の育成を図り学校給食への地場産食
材使用率の向上を図る。
　環境調和型農業の取組面積が過去最高となったが、ＪＡ越前たけふは実需者からの要望が高い品種
である日本晴の作付を平坦地で推進するとしたことから、高品質の米の生産が期待できる西部地域
で、これまで以上にＪＡと連携し環境調和型農業の推進を継続する。
　鳥獣害対策については、積極的に被害防止対策を講じているにもかかわらず、市街地にも被害が拡
大していることから、集落と一体となった防護対策に取り組む。
　生産基盤の整備・維持管理については、国が新たに創設した日本型直接支払制度を積極的に活用す
るよう集落に周知・指導する。
　人・農地プランについては、農地中間管理機構が創設されることに伴い、随時、プランを見直すこ
とにより農地の集積を図る。
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基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

5 11 11 11

492 508 789 523

－ 111 115 127

72.4 73.7 74.0 74.0

200 253 330 321

179 182 184 184

35.0 37.0 37.4 43.0

99 99 105 106

35.7 16.1 20.6 38.2

100.0 100.0 100.0 100.0

6 6 6 5

1.30 1.10 2.90 1.54

農用地利用集積事業
担い手（認定農業者及び集
落組織）の農地集積面積の
割合

学校給食における地場
産（県内）食材使用率
（％）

30.1
（H17）

集落協定による保全農地面
積

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

47.0 39.3 33.9 44.1 39.3

担い手経営体（認定農
業者・集落営農等）数
（経営体）

120
（H18）

180 146 154 157 158

環境調和型農業（県認
証特別栽培）に取り組
む農地面積（ｈａ）

水稲 50
野菜 1.7
(H18)

水稲 1,000
野菜 4.0

水稲 334.4
野菜 3.4

水稲 431
野菜 2.6

水稲 504
野菜3.0

水稲 540
野菜 3.0

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

新規就農者支援事業

中山間地域直接支払事
業

新規就農対象者との相談・
指導回数／年

農作物鳥獣害防止対策
推進事業

獣害被害面積
（県農業共済組合共済引受
面積より）

農地・水管理支払交付
金事業

農振農用地における協定率
協定面積（農振農用地）÷
農振農用地面積×１００

環境保全型農業推進事
業

環境調和型農業に取組農業
者の数

水田農業構造改革推進
事業

国営造成施設管理体制
整備促進事業

維持管理体制確立土地改良
区割合
（維持管理体制確立土地改
良区数/事業に取り組んでい
る土地改良区数）

市営土地改良事業
受益農用地面積割合（受益
農用地面積／全農用地面
積）×100（％）

土地改良負担金事業 負担金支出先件数

大麦・大豆・そばの作付面
積（周年作含まない）

農業者戸別所得補償制
度

国の畑作物の所得補償交付
金の交付経営体数

地域ぐるみ体験交流支
援事業

農業体験受入れ農家数（農
家民宿を含む）
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達成度

3

3

達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

3,524 3,242 2,116 －

1.01 1.60 1.40 1.90

10.4 10.4 10.4 10.4

1.53 10.05 10.27 10.27

95.46 98.38 100.00 100.00

林道舗装率〔舗装延長÷林
道延長〕

県営林道事業
越前南部線の整備進捗率
（越前市区間）

林道整備事業

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

森林整備地域活動
支援事業

協定締結面積

民有林造林支援事業
森林整備率（保育面積／森
林面積(人工林)）

民有林林道開設事業
林道密度 m/ha（林道延長／
森林面積）

（事業終了）

66,900
間伐立木材積（累積）
（ ）

72,700 77,700 82,700

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

林道の総延長距離
（km）

143.4
（H18.4）

7,300
（H18.4）

120,000

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第５節 みどり輝く森林づくり

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
健全な森林の整備

【成　果】
・住民（７団体）との協働による林道管理が継続的に行われた。
・林道補修用資材の支給により、地元と協働した林道の維持管理に努めることができた。

【課　題】
・維持管理については、不在林家の増加により年々困難になってきている。
・自然災害や獣害により林道の損傷が拡大し維持管理にコストがかかる。

【対　策】
・森林の多面的機能を発揮する必要性から、引き続き森林組合による森林施業の推進に努める。
・森林整備地域活動支援事業については、施業集約化の促進及び施業集約化に向けた条件整備の促進
を図る。
・工法検討による林道工事のコスト縮減や、地域との協働による管理体制の継続に努める。

（2）
森林資源の活用

【成　果】
・潤いのある緑豊かな森林学習、体験ができる環境を確保し、市民の自然に対する理解を深めること
ができた。
【課　題】
・金華山グリーンランド、八ツ杉森林学習センターの利用者拡大を図るため、各指定管理者の指導及
び密な連携を取る必要がある。
・里楽のボランティア数が横ばい状態であるため、参加者の増加を図るＰＲが必要である。
【対　策】
・金華山グリーンランド、八ツ杉森林学習センターの整備改修を進め、施設利用者が快適かつ安心に
利用できるように、適切な整備に努める。
・里楽の広報活動を強化し、ボランティア参加者の増加に努める。

148.8 146.7 147.0 147.3 147.4

第５節
みどり輝く森林づくり

　森林のもつ多面的機能を発揮させるため、林道・作業道を整備し森林の施業の向上を図り、住民と
の協働による林道維持管理に努めた。また、健康・レクリエーションの場として、八ツ杉森林学習セ
ンターや金華山グリーンランドの利用促進に努めた。
　今後も、緑豊かで健全な森林の整備、市民と連携した環境学習活動や地元産材の有効活用を図りな
がら、森林資源を活用するための取組みを進める。
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達成度

4

達成度

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

89.0 90.7 92.3 90.0

85 155 151 120

－ 13 47 34

- 209 216 220

61,777 68,977 60,380 63,342

【成　果】
・シルバー人材センターが実施する企画提案事業に対して積極的に支援し、高年齢者の生きがいの充
実、社会参加の推進を図った。
・生活安定資金の利用が多かった。
･商工会議所や商工会、市などで構成する「えちぜんインターンシップ協議会」を立ち上げ、２５年
６月に１９社を掲載する受入れ企業情報冊子を発行し、学校等に配布し周知を図るとともに、市内企
業のインターンシップ受入れの促進を図った。
【課　題】
・勤労青少年ホームにおいて、若年者が興味のある講座を企画し、実施できる環境を整えることが必
要である。
・各労働者福利厚生施設については、利用の状況に差がある。
・生活安定資金については、消費税増税によるマイカー購入等の影響が見込まれるため、一層の周知
を図る必要がある。
【対　策】
・勤労青少年ホームについては、若者向けの講座の充実を図ることで、若者の利用を促進しながら、
引き続き就労支援の充実を図る。
・労働者福利厚生施設については、現状とニーズとの差を把握し、今後の施設のあり方を検討してい
く。

労働者融資事業 融資件数（生活安定資金）

第６節
いきいきと働きやすい
環境の充実

　高年齢者の生きがいの充実、社会参加の推進を図るため、シルバー人材センターへの支援を行い、
就業の機会の確保に努めた。また、労働者の福利厚生施設の運営など働きやすい環境の充実に努め
た。
　勤労青少年ホームについては、若者の交流の機会の提供だけでなく、就労関係機関との連携による
ニートや若年者層の就労支援のための相談や若者向けの講座の充実を図った。
　商工会議所や商工会、市などで構成する「えちぜんインターンシップ協議会」を立ち上げ、受入れ
企業情報冊子を発行し、学校等に配布し周知を図るとともに、市内企業のインターンシップ受入れの
促進を図った。

100.0 100.0

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第１章　元気な産業づくり
第６節 いきいきと働きやすい環境の充実

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
いきいきと働きやすい
環境の充実

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

市内高校新卒者の就職
内定率（武生工業高
校・武生商業高校等）
（％）

100
（H21）

100.0 100.0 100.0

勤労者福利厚生施設年
間利用者数（人）

60,919
（H17）

63,000 61,777 68,977 60,380 63,342

すくすくすまいる事業
所登録数（件）

0
（H18）

100 61

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

勤労青少年ホーム管理
運営事業

勤労青少年ホーム新規若年
者の利用者数

シルバー人材センター
支援事業

就業率

71 81 90

勤労青少年ホーム管理
運営事業

就労相談の件数

労働者福祉施設運営事
業

勤労者福利厚生施設利用者
数
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達成度

4

4

4

4

4

（1）
子どもの人権が保障さ
れる社会づくり

（2）
仕事と生活の調和を実
現する社会づくり

（3）
子どもの健やかな成長
を育む教育・生活環境
づくり

（4）
支援を必要とする子ど
もとその家庭への自立
援助体制づくり

【成　果】
・市幼保一体化推進計画に基づき、２５年４月に粟田部地区で市初めての認定こども園が開園し、働
き方の多様化に伴うニーズに対応し、子どもへの安定的な保育教育の提供が行われている。
・事業所に対し、ワークライフバランスへの取組みなどの働きかけを継続し、市内中小企業に育児休
業制度が定着してきた。
【課　題】
・育児休業取得後の子育て環境に配慮した企業風土づくり
【対　策】
・すくすくすまいる事業所登録を推進するとともに、子育て環境に配慮した事業所の表彰制度を設け
る。
・子育てに「男女ともに責任を持つ、関わる」という意識付けの取組みを強化する。

（5）
親子と心と体の健やか
な成長を支援する体制
づくり

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第１節 子どもの笑顔が輝く環境づくり

【成　果】
・市子ども条例や～コウノトリが運ぶ～市子ども子育て支援計画に基づいて実施している「次世代を
育む施策」について、民生委員・児童委員、保護者、福祉施設関係者が集まる集会等において説明を
重ね、市民の理解を深めた。
【課　題】
・学校、保育園等におけるいじめや事故等の未然防止を図る必要がある。
【対　策】
・各小中学校で策定した「学校いじめ防止基本方針」に沿った対応やＱＵ（学校診断尺度調査）を継
続実施する。

成果・課題・対策施策名

内
部
評
価

【成　果】
・子育てに係る保護者の負担を軽減し、安心して医療を受けられるよう、子ども医療費助成の拡充を
行った。
・親子の愛着関係形成を目的とし、ブックスタート事業を開始した。
・妊娠から青少年期まで健康管理ができるけんこうパスポートとなる親子健康手帳を、妊娠届出時と
小学校に就学する児に配布し、健康な生活習慣の継続を図った。
【課　題】
・子どもの頃からの健康な生活習慣づくりが重要である。
【対　策】
・５ヶ月児セミナーや乳幼児健診の段階から健康な生活習慣の重要性について啓発し、子どもの頃か
らの健康づくりに取り組む。

【成　果】
・放課後の子どもの安全で安心な居場所の確保を目的とした市児童館整備計画に基づき、神山地区に
市内１４館目となる児童館を整備した。また、夏休み期間中の児童館開館時間の繰り上げ（９時開
館）により、子どもの居場所を充実した。
・子育てに係る保護者の負担を軽減し、安心して子育てが出来るよう、多子世帯への保育料軽減を拡
充した。
・地域や家庭での養育力を高める取組みとして、市内全１７地区において親子を対象とした地区組織
活動を実施できた。
【課　題】
・小学４年生以上の児童の居場所づくりが求められている。
・児童館未整備地区の解消が必要である。
【対　策】
・学童保育の対象を毎年１学年ずつ引き上げる。
・北新庄、白山地区に児童館等を整備する。

【成　果】
・福祉健康センターに「子ども・子育て総合相談窓口」を開設し、福祉、保健、教育の関係機関の連
携強化により必要な支援を行い、相談件数も大きく増加した。また、児童発達支援センター「なない
ろ」を同時開設することで発達に気がかりな子どもへの迅速な支援に繋げた。
・ひとり親家庭の自立に向けた取組みを計画的に進めるため、市ひとり親家庭自立支援計画を改定し
た。
・保育園に増加している障がい児や発達に気がかりな子ども、食物アレルギーの子ども等に対応する
ための職員研修や保育カウンセラーによる訪問指導などを充実した。
【課　題】
・地域における子育て相談の充実・強化が求められている。
・保幼小の一貫した支援体制づくりが大切である。
・増加するひとり親家庭の支援として、保育環境の整備が必要である。
【対　策】
・保育園、児童館等における地域子育て相談の充実・強化を図り、家庭で子育てしている親等のニー
ズに対応する。
・保育カウンセラーを幼稚園へ派遣するなど、気がかりな子どもと保護者の支援を強化する。
・未婚のひとり親家庭の保育料算定に「みなし寡婦控除」を適用し、経済的負担の軽減を図る。
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達成度

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

0 1 1 1

29 29 30 30

3 3 3 3

26 27 26 27

87,102
（H18)

90,000 98,004 95,000

13 14

81

子育て支援体制推進事
業

放課後児童クラブ事業

児童館の整備数（箇
所）

児童館利用者数（人）

子育て一時支援事業

平成２５年度　　実践プログラム【主な事業計画】

指標名

0
（H18）

100 61

事業名

90

2
幼保合同活動施設数
(幼保一体化）（箇
所）

3

達成状況　（年度末見込み）

2

すくすくすまいる事業
所登録数（再掲）
（件）

0
（H18）

地域子育て支援センター数

民間保育園整備数
保育園施設整備事業
（民間保育園）

内
部
評
価

4

成果・課題・今後の方向性

　　市子ども条例及び～コウノトリが運ぶ～市子ども子育て支援計画に基づき、子ども・子育て総合
相談窓口の開設やブックスタート事業の開始等「次世代を育む施策」を充実した。また、多子世帯の
保育料軽減や子ども医療費助成など子育て家庭への助成制度を拡充し、子育てしやすい環境を充実し
た。
　さらに、児童の放課後における健全育成については、児童館未整備地区に児童館を整備するととも
に、全児童館で開館時間を繰上げる等により児童の安全安心な居場所の拡充を行った。
　幼保一体化については、初めての民間認定こども園が粟田部地区で開設し順調に運営を行ってい
る。２６年度からは岡本地区で幼保合同活動を開始する。
　今後は、２７年度の子ども・子育て支援新制度施行に向け、市子ども・子育て会議の意見をいただ
きながら、市子ども・子育て支援事業計画の策定などを行い、子どもと親への支援を充実していく。

達成状況　（年度末見込み）

学童クラブ数

一時保育実施施設数

12

内

部

評

価

内
部
評
価

13

89,956 90,000

71

1317

政策名

平成２５年度　　実践プログラム【数値目標】

指標名

第１節
子どもの笑顔が輝く環
境づくり

11
（H18.4）
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達成度

4

3

達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

－ 76 80 90

4 1 1 1

－ 98.6 97.4 98.6

－ 4,643 5,050 5,257

5,568 6,177 6,493
いきいきシニアクラブ
活動参加者数（人）

4,181
(H21.4)

5,700 4,529

介護保険計画事業
介護保険事業計画の年度別
給付見込額に対する給付実
績額の割合

地域密着型介護施設整
備事業

介護予防事業
いきいきふれあいのつどい
登録者数

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

老人クラブ活動支援事
業

いきいきシニアクラブ新規
加入者数

施設整備数

いきいきふれあいつど
い箇所（箇所）

139
(H18.4)

180 165 167 172 175

要介護高齢者の在宅生
活率（％）

76.57
(H18.10)

80.00 78.69 79.40 78.76 79.41

第２節
安心して暮らせる長寿
社会の実現

　介護予防については、高齢者元気度調査に併せて定年齢認知症検診を実施したことにより、二次予
防事業対象者、また認知症を疑う高齢者が数多く把握され、介護予防の充実や認知症の早期発見が図
られた。
　地域包括ケアシステム推進については、高齢者の見守りについて、町内福祉連絡会の開催や高齢者
を訪問する機会の多い事業者との協定締結など、多面的な見守りネットワークづくりが推進され、ま
た、地域医療、在宅ケア関係者の顔の見える多職種連携会議や、地域ケア会議を開催することで関係
者の連携が進んだ。
　２６年度に策定する第６期市高齢者福祉保健計画・介護保険計画に、医療と介護の連携を明確に位
置づけ、地域包括ケアシステムの確立を目指すとともに、介護予防事業の一層の推進を図る。

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

要介護等認定者出現率
（％）

16.5
（H18.4）

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第２節 安心して暮らせる長寿社会の実現

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
健康と生きがいづくり

【成　果】
・２４年度から、いきいきシニアクラブ連合会に生きがいづくり推進員を配置するなど、高齢者の健
康づくりや生きがいづくりに資する自主的な活動の場づくりなどを支援したことで、いきいきシニア
クラブの活動参加者数が増加した。また、いきいきふれあいのつどいの開催箇所が増えた。
・全高齢者を対象に行う高齢者元気度調査に併せ「定年齢認知症検診」を実施したことにより、軽度
認知症の高齢者や二次予防事業対象者が多く把握され、認知症の早期発見、早期治療や介護予防事業
の参加者増につなげることができた。

【課　題】
・介護予防事業に男性の参加が少ない。また、いきいきシニアクラブの会員加入率が、対象年齢人口
に対して伸びていない。

【対　策】
・生きがいづくり推進員の配置を継続するなど、いきいきシニアクラブへの支援を充実し、若年層が
参加しやすいクラブ育成に取り組むとともに、いきいきふれあいのつどいのリーダー育成研修の充実
を図る。
・介護予防事業に男性高齢者が参加しやすいメニューを設ける。

（2）
高齢者福祉の充実

【成　果】
・介護保険の適正運営については、要介護認定調査の適正化や、ケアプランチェックなどの給付適正
化事業の推進により、適切なサービスの利用へ繋ぐことができた。また、地域医療と在宅ケアの連携
を推進するための顔の見える多職種連携会議や地域ケア会議を開催することにより、地域包括ケアシ
ステム構築に向けた連携の足掛かりができた。

【課　題】
・介護保険サービス給付費の増大により、介護保険財政が一層厳しくなってきている。
・地域包括ケアシステムの構築に必要な地域医療と介護の連携については、多職種間での連携や情報
共有が不足しており、予防や生活支援サービスを含めた総合的な支援体制の仕組みづくりが必要と
なっている。

【対　策】
・２５年度から始めた介護予防・日常生活支援総合事業を更に推進し介護予防事業の推進を図る。
・多職種協働による地域ケア会議を継続的に実施することにより、地域の課題発見や課題解決、支援
体制のネットワーク構築につなげる。

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

16.0 16.8 17.7 17.9 17.8
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達成度

4

達成度

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

7 3 3 2

2,550 2,927 3,220 3,300

63 135 140 141社会参加促進事業
障害者スポーツ大会参加者
数

内
部
評
価

平成２５年度　　実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

身体障害者住宅改造費
支援事業

改造件数

相談支援事業

21 25

84
（H20）

325 141 193

16

内
部
評
価

平成２５年度　　実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

福祉施設から一般就労
への移行者数（延べ
数）（人）

0
（H18）

30 11

内

部

評

価

政策名

第３節
障がい者が安心して暮
らせるまちづくり

　相談支援については、障がいのある人の相談支援体制を福祉サービス事業所等と連携し充実を図っ
た結果、相談件数が増加した。しかし、２６年度内に障がい福祉サービスを利用する障がい者のサー
ビス等利用計画を全て作成する必要がある。そこで、福祉サービス事業所と連携し相談支援体制の充
実を図る。
　社会参加については、県障がい者スポーツ指導者協会の協力を得て、障がいのある人がスポーツに
気軽に参加できるよう、ニュースポーツ講習会を開催し、仲間同士の交流と社会参加を促進すること
ができた。今後は、３０年に福井で開催される全国障害者スポーツ大会に向けて、障がいのある市民
が積極的に参加できるよう支援体制を整える必要があるため、県と連携を図りながら、障がい者ス
ポーツの振興や社会参加のためのボランティアを育成する。さらに、２６年度に市障がい者計画・市
障がい福祉計画を改定する中で、障がい者の意見を十分に聞きながら社会参加を促進する。
　就労支援については、障がい者就労支援施設等からの物品等の調達方針を策定して、優先調達の目
標額を定め、市のセルプ製品の受注促進を図った結果、県内市町ではトップクラスの発注額であっ
た。今後もさらなる目標額を定め、障がい者の経済的自立支援の促進を図る。

相談利用者数

就労継続支援（Ａ型・
Ｂ型)事業の利用者数
（人）

268 314

内
部
評
価

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第３節 障がい者が安心して暮らせるまちづくり

施策名 成果・課題・対策

（1）
障がい者が安心して暮
らせるまちづくり

【成　果】
・障がいのある人の相談支援体制を、福祉サービス事業所等と連携し充実を図った結果、相談件数が
増加した。
・県障がい者スポーツ指導者協会の協力を得て、障がいのある人がスポーツに気軽に参加できるよ
う、ニュースポーツ講習会を開催し、仲間同士の交流と社会参加を促進することができた。
・障がい者就労支援施設等からの物品等の調達方針を策定して、優先調達の目標額を定め、市のセル
プ製品の受注促進を図ることで、障がい者の就労による自立を支援することができた。
・年２回の特別支援学校の製作品販売会やイベント会場での障がい者就労紹介コーナー等で、障がい
者に対する地域住民の理解が深まるよう支援を行った。
【課　題】
・２６年度内に障がい福祉サービスを利用する障がい者のサービス等利用計画を全て作成する必要が
ある。
・３０年に福井で開催される全国障害者スポーツ大会に向けて、障がいのある市民が積極的に参加で
きるよう支援体制を整える必要がある。
【対　策】
・福祉サービス事業所と連携し相談支援体制の充実を図る。
・２６年度に市障がい者計画・市障がい福祉計画を改定する中で、障がい者の意見を十分に聞きなが
ら社会参加を促進する。
・県と連携を図りながら、障がい者スポーツの振興や社会参加のためのボランティアを育成する。
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達成度

4

4

3
（3）
国民健康保険と高齢者
医療

【成　果】
・国民健康保険については、医療費の適正化対策として、医療費通知を年４回実施するとともに、
ジェネリック医薬品差額通知を３回（２４年度より１回増）実施したことから、ジェネリック医薬品
の普及が進み、医療費の抑制に効果があったと考えられる。また、脱退勧奨等の資格管理に努め、保
健事業においても、人間ドック、特定健康診査及び特定保健指導などを実施し、被保険者の健康づく
りを推進した。
・後期高齢者医療については、県後期高齢者医療広域連合と役割を分担し、円滑に事業を進めた。
【課　題】
・国民健康保険については、２０年度以降は税率を改定せずに運営を続けてきたが、高齢化による医
療費の増加、前期高齢者交付金の前々年度精算による減額や国庫負担金の過年度精算による返還など
が一時に重なり、多額の歳入不足が生じたため、基金のほとんどを取り崩しするなどの財政調整を
行った。今後の財政安定化のための施策を講じる必要がある。
・後期高齢者医療については、２５年１２月に成立した社会保障制度改革プログラム法により制度の
継続が決まったが、医療費の増加傾向が続いており、この制度を維持していくためにも、より一層の
医療費抑制策が求められている。
【対　策】
・国民健康保険については、社会保障制度改革プログラム法により、保険者の都道府県化、消費税財
源等を活用した構造的な赤字問題の解決などの方向性が示されており、現在、国と地方との協議が行
われており、２６年中に合意形成が図られる予定となっている。この動向を注視しながら保険税改定
も視野に入れた財政健全化策を検討する。
・後期高齢者医療については、広域連合と連携し保健事業推進などの医療費抑制に向けた新たな取組
みを検討する。

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第４節 健やかで元気に暮らせるまちづくり

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
健康づくりの推進

【成果】
・市健康２１計画（第２次）に基づき「運動」「食生活」「歯」の３分野について行動指針に沿った
取組みを行うとともに、「けんこうパスポート」の普及として年間１,０００人増の目標を達成し
た。また、健康ステーション（２→５１ヶ所）、けんこう食メニューの店（５→８店舗）等の健康応
援団の拡大を図った。
・行動指針のマイナス３ｇの減塩の具体的実践や意識啓発を図ることを目的に、仁愛大学・谷教授の
監修のもと、食生活改善推進員会が中心となって「－３ｇを目指そう　かんたん減塩レシピ」を作成
した。
・市健康ウオークのコースにキッズコースを加えたことにより、参加者数（１,２１４人）が前年よ
り４８２人増え、子どもの頃からの健康づくりのきっかけづくりになった。
・乳児保健指導においては、直接訪問による指導の充実を図った。
・歯科保健では、保育士、幼稚園教諭等に対し歯科保健研修を実施し、正しい生活習慣や歯磨き等の
知識普及に努めた。また、２歳６ヵ月児歯科検診受診率及び３歳までにフッ化物塗布を受けたことの
ある幼児の割合は共に増加した。
・こころの健康づくりでは、健診会場でのストレスチェックの実施やうつ予防講座の開講により、高
齢者等にうつに関心を持ってもらうことができた。また、自殺対策では、これまでのこころの相談電
話、こころの相談室に加え、ボランティアによる相談電話「武生こころの電話」が開設され、自殺予
防活動の推進が図られた。
【課題】
・医療機関、市、家庭に散在している個人の健康情報をつなげる「かかりつけ関係」を推進する必要
がある。
・がん検診については、新規で受診する人が少ない。
【対策】
・「けんこうパスポート」の活用を継続的に推進し、生涯にわたる市民一人ひとりの生活様式に応じ
た健康づくりを身近なところで提供する「かかりつけ関係」を推進するとともに、「運動」「食生
活」「歯」の３分野について日々の具体的な行動を呼びかけていく。
・がん検診については、受診券の表に無料クーポン券であることをわかりやすく記載すくするととも
に、特に、乳がん検診・子宮頸がん検診の無料クーポン未使用者に対して個別受診勧奨を実施する。

（2）
身近な医療の確保

【成　果】
・地域における在宅医療体制の整備を進めるため、医師、歯科医師、薬剤師、ケアマネージャー、訪
問看護師による多職種の連絡会の開催や、アンケートによる医療機関への往診や在宅医療の状況把握
を行うなど、関係機関との協議を重ねた。武生医師会と連携し、地域包括支援センターを介しての在
宅医療における主治医等の確保にかかる支援事業（在宅医療コーディネート事業）の仕組みづくりを
行い、２６年度からの運用にこぎつけた。
・看護師養成機関の運営を支援し、卒業生の市内就職者数(２３年度８人→２４年度１２人→２５年
度１３人)を増加させることが出来た。
【課　題】
・１０年後に７５歳以上人口が現在の２倍になる状況下で、退院後のスムーズな地域医療連携や、多
職種相互での理解と連携が重要になってくる。
・小児救急医療機関への期待が大きい。
【対　策】
・多職種が集まっての勉強会や話合いを通じて理解を深め、多職種連携による在宅医療の充実を進め
る。
・♯(シャープ)８０００番の電話相談や県子ども急患センター等の周知拡大を図る。
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達成度

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

20.9 24.0 24.0 19.5

92.7 93.5 95.5 95.0

33.9 35.0 38.6 38.0

男1位
(78.83歳)
女2位

(83.43歳)

男2位
(78.83歳)
女4位

（83.37歳）

男2位
(78.91歳)
女3位

(83.53歳)

男2位
(78.78歳)
女2位

(83.48歳)

６歳児むし歯のない子の割
合

がん検診受診率《市が
実施する５つのがん検
診の平均受診率（職域
健診を除く）》（％）

37.3
(H23)

42.3 22.2
37.3

（対象年齢変
更）

37.2 37.5

健康寿命(県内9市の健
康寿命の順位)（位）

男2位
(78.83歳)
女4位

（83.37歳）
(H23)

男女とも
１位

高齢者うつ傾向割合（該当
者数/生活機能評価受診数
*100）

９～10カ月児健診受診率(受
診者数/年間対象者数）

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

こころの健康づくり
【高齢者】

母子健康診査事業【乳
児期】

歯の健康づくり事業
【幼児期】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

新健康21推進運動参加
数(けんこうパスポー
ト所有数)（人）

 0
(H23)

6,000 0 1,000 1,850 3,100

89.0

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

第４節
健やかで元気に暮らせ
るまちづくり

　健康づくりの推進については、市健康２１計画（第２次）に基づき「運動」「食生活」「歯」の３
分野について行動指針に沿った取組みを行った。「運動」については、市健康ウォークのコースに
キッズコースを加えたことにより、参加者数が前年より４８２人増え、子どもの頃からの健康づくり
のきっかけづくりになった。「食生活」については、健康応援団の拡大を図るとともに、行動指針の
マイナス３ｇの減塩の具体的実践や意識啓発を図ることを目的に、「－３ｇを目指そう　かんたん減
塩レシピ」を作成した。「歯」については２歳６ヵ月児歯科検診受診率及び３歳までにフッ化物塗布
を受けたことのある幼児の割合は共に増加した。また、けんこうパスポートの普及として年間１,０
００人増の目標を達成した。今後も、けんこうパスポートの活用を継続的に推進し、生涯にわたる市
民一人ひとりの生活様式に応じた健康づくりを身近なところで提供する「かかりつけ関係」を推進す
るとともに、「運動」「食生活」「歯」の３分野について日々の具体的な行動を呼びかけていく。
　身近な医療の確保については、地域における在宅医療体制の整備を進めるため、多職種の連絡会を
開催し、武生医師会と連携し、地域包括支援センターを介しての在宅医療における主治医等の確保に
かかる支援事業の仕組みづくりを行い、２６年度からの運用にこぎつけた。今後は、多職種が集まっ
ての勉強会や話合いを通じて理解を深め、多職種連携による在宅医療の充実を進める。

　国民健康保険税については、２５年度において多額の歳入不足が生じたため基金のほとんどを取り
崩すなどして財政調整を行ったが、今後の財政安定化のための施策を講じる必要がある。

内
部
評
価

平成２５年度　実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

乳児保健指導率（％）
58.9%
(H23)

68.9 56.4 58.9 71.7
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達成度

3

3

達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

【成　果】
・市地域福祉計画（２１年度～２５年度）の改定にあたり、計画策定委員会における現計画の検証等
により課題を浮き彫りにし、新計画において対策を明確にすることができた。
・民生委員・児童委員及び主任児童委員の改選にあたり、県へ要望し、定数１７８人を１８１人に増
員し、地域格差の解消を図った。
・地域福祉関係者である区長、民生委員・児童委員、福祉推進員、老人家庭相談員、自治振興会福祉
関係部員などの関係者が集まり、町内ごとの福祉連絡会を開催（２５７町内/２６５町内　９７.
３％）するなど、地域の見守りネットワークの組織化を図ることができた。
・各世帯を訪問する機会の多い事業者との協定を３事業者増の計９事業者と締結したことで、多面的
で迅速な見守り体制の強化を図ることができた。
【課　題】
・市地域福祉計画策定の中で、民生委員・児童委員や福祉推進員等地域福祉の担い手不足と、町内福
祉連絡会の定着・充実が課題となった。
【対　策】
・市社会福祉協議会と協力し、町内へ出向き研修等に積極的に参加することで、町内福祉連絡会の定
着と充実を図り、地域住民の理解を深める。

（2）
生活困窮者へのセーフ
ティネット

【成　果】
・就労支援員によるハローワーク同行支援や職場見学、就労訓練等、一人ひとりの状況に応じた支援
に取り組んだ結果、支援対象者３７人のうち２２人が就労開始し、うち８人の自立につながった。ま
た、不正受給防止や医療費抑制など、生活保護制度の適正な運用を行った。
・貧困の連鎖を防止するため、生活保護世帯の子ども２３人に対して、日常生活支援、学習支援、通
学支援、就職相談等を実施し、基礎学力の向上５人、高校合格１人、就職内定１人の効果があった。
・２５年度から生活困窮者の社会参加推進事業として、ひきこもり等の生活困窮者２５人を対象に、
生活自立訓練や就労体験の場を提供したところ、就労体験へ導く等の成果があった。
【課　題】
・生活保護世帯数と保護人数が過去最多を更新しており、生活保護に至る前の段階からの早期支援が
必要である。
【対　策】
・生活困窮者自立支援法の２７年施行に向けて、生活困窮者に対する総合的な相談窓口を開設し、生
活困窮者自立支援事業に取り組む。

見守りネットワーク組
織率（町内単位）
（％）

19
(H22.4）

100.0 35.0 85.7 97.0 97.3

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第５節 助け合い、支え合う地域社会の形成

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
地域ぐるみ福祉の推進

第５節
助け合い、支え合う地
域社会の形成

　地域ぐるみ福祉の推進については、市地域福祉計画（２１年度～２５年度）の改定にあたり、計画
策定委員会における現計画の検証等により課題を浮き彫りにし、新計画において対策を明確にするこ
とが出来た。その結果、民生委員・児童委員や福祉推進員等地域福祉の担い手不足と町内福祉連絡会
の定着・充実が課題として浮き彫りとなったことから、２６年度以降市社会福祉協議会と協力し、町
内へ出向き、研修等に積極的に参加することで、町内福祉連絡会の定着と充実を図り、地域住民の理
解を深め、地域の見守りネットワークの組織化を図る。
　生活困窮者へのセーフティーネットについては、就労支援員によるハローワーク同行支援や職場見
学、就労訓練等、一人ひとりの状況に応じた支援に取り組んだ結果、支援対象者３７人のうち２２人
が就労開始し、うち８人の自立につながった。また、貧困の連鎖を防止するため、生活保護世帯の子
ども２３人に対して、日常生活支援、学習支援、通学支援、就職相談等を実施し、基礎学力の向上５
人、高校合格１人、就職内定１人の効果があった。さらに、２５年度から生活困窮者の社会参加推進
事業として、ひきこもり等の生活困窮者２５人を対象に、生活自立訓練や就労体験の場を提供したと
ころ、就労体験へ導く等の成果があった。
　しかし、生活保護世帯数と保護人数が過去最多を更新しており、生活保護に至る前の段階からの早
期支援が課題であることから、生活困窮者自立支援法の２７年施行に向けて、生活困窮者に対する総
合的な相談窓口を開設し、生活困窮者自立支援事業に取り組む。

内
部
評
価

平成２５年度　　実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

福祉ボランティア登録
者数（人）

4,247
（H18.4）

5,600 4,692 4,552 5,027 5,036

市民バス利用者数（福
祉バス含む）（人）

85,760
(H18)

130,000 90,449 91,394 94,212 97,404

福井鉄道福武線利用者
数（人）

1,639,504
(H19)

1,944,000 1,730,919 1,758,736 1,778,348 1,882,306

内
部
評
価

平成２５年度　　実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況 ： 上段（目標値）／下段（年度末見込み）

就労による生活保護か
らの自立世帯数（延べ
数）（世帯）

14
(H22）

39 14 22 30 38
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達成度

4

4

3

内
部
評
価

（1）
就学前教育の充実

【成　果】
・粟田部地区において、市内初となる「認定こども園あわたべ」(私立)が開園し、地域の教育・保育
を担った。２６年度からの幼保合同活動に向けて、岡本保育園と岡本幼稚園の幼保一体化に取り組ん
だ。
【課　題】
・少子化が進む中で、子どもたちの健やかな成長のため、幼保一体化を推進していくことが必要であ
る。
・就学前教育施設（保育園、幼稚園、認定こども園）の一貫した教育体制が必要である。
【対　策】
・保護者や地域に対して、幼保一体化に関する説明会を繰り返し行っていく。
・小学校との円滑な接続のためのモデルカリュキュラム作成を行う。

（2）
義務教育の充実

【成　果】
・市学校施設耐震化推進計画に基づき、２５・２６年度の継続事業である国高小学校校舎改築事業及
び北新庄小学校屋内運動場改築事業に着手するとともに、白山小学校屋内運動場については早期完成
を図る。また、２４・２５年度の継続事業で取り組んだ岡本小学校校舎改築工事が完成した。（２５
年度末の耐震化率８８％）
・国の非構造部材の耐震化方針を受け、対象となった小中学校屋内運動場の照明器具等の落下防止対
策を実施した。
・夏場の学習環境の改善を図るため、２６年７月稼働に向けて、全中学校の普通教室等にエアコンを
整備することとした。
・分かりやすく深まる授業を実現するために、小中学校の教育用情報機器を更新し、県内随一のＩＣ
Ｔ環境を構築した。全小中学校において日常的に授業に活用され、全国的にもトップレベルの活用率
となっている。
・小学５年生と中学２年生を対象に行っている「夢の教室」に加え、大きな夢を育てる夢レベルアッ
プチャレンジ事業やモノづくりに対する意欲の育成に繋がるモノづくり出前講座、福井工業高等専門
学校との共催でロボットコンテストを実施した（２５年度全国学力学習状況調査より　「将来の夢や
目標を持っている」の回答　小学校９３.９％、中学校７４.６％：２１年度比で小学校８.４％増、
中学校５.０％増）。
・特別支援教育については、保幼小中で一貫性のある支援体制を築くとともに、多動等の子どもたち
に対応する教育補助員等を２２校に配置し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援に努め
た。
・不登校対策については、市適応指導教室と各学校が連絡を密にしながら不登校児童生徒に対応する
とともに、小中連携を進めながら不登校の未然防止に努めた。
【課　題】
・子どもたちが一日の大半を過ごし、災害時には地域の避難所の役割を果たす学校施設の安全を早急
に確保するため、学校施設の耐震化を図る。
・いじめの未然防止と対策に取り組み、学校教育の充実を図る必要がある。
【対　策】
・引き続き市学校施設耐震化推進計画に基づき、２７年度中の耐震化率１００％を目指し、改築・耐
震補強等事業に取り組む。
・屋内運動場の非構造部材の耐震化について、２６年度は吊り天井の落下防止対策を実施する。
・いじめに対しては、各小中学校で策定した学校いじめ防止基本方針に沿った対応や、クラスの状況
や児童の心の内をのぞくことができるＱ－Ｕ（学校診断尺度調査）を継続実施する。
・学校ＩＣＴ環境のさらなる利活用により、楽しい学校、分かる授業のさらなる推進に努める。

（3）
高等教育などの充実

【成　果】
・福井工業高等専門学校と市教育委員会は、共催でロボットコンテスト事業を実施している。
・第１４回創造アイデアロボットコンテスト全国大会(中学生)において、万葉中学校のチームが初の
ベスト８へ進出した。
・仁愛大学と市の連携については、全学的に地域貢献に取り組む窓口として、仁愛大学内に地域共創
センターが設置され、地域の発展を支援するさまざまな活動が推進されることとなった。
・学生地域貢献活動補助金事業や学生まちづくりコンペティションの実施を機に、仁愛大学・福井工
業大学・福井工業高等専門学校など、県内学生による本市をフィールドとした地域貢献活動が徐々に
広がりをみせている。
・学生地域貢献活動については、募集時期の改善もあり、前年度の倍となる３大学１２事業の申請が
あり、大学生の若い感性による事業が実施された。
【課　題】
・ロボットコンテストの参加校及び参加生徒数の増を図る。
・仁愛大学との連携については、地域共創センターと連携し、全学的な取組みをさらに進めていく必
要がある。
・学生地域貢献活動については、事業後の継続性を図る。
【対　策】
・福井工業高等専門学校で開催されるロボコン関連の夏休み講座への参加啓発を図る。
・仁愛大学との連携については、本市をフィールドとした授業の導入や、自治体と連携して地域と密
着した教育・研究・貢献を進める大学を国が支援する「ＣＯＣ（地（知）の拠点整備）」事業の申請
について、仁愛大学と協議を進める。
・学生地域貢献活動については、事業内容に関係する課、地区自治振興会、市民団体などとの協働に
より活動の幅を広げる。

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第６節 人間力を高める教育の充実

施策名 成果・課題・対策
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内
部
評
価

4

達成度

4

【成　果】
・インターネット等が普及するなかで、子どもを有害情報から守る取組みとして、フィルタリングソ
フトの普及促進や、子どもを有害情報から守るための講習会などの積極的な開催、小中学校への携帯
電話持ち込みの禁止及び「家庭内のルール」づくりに関する啓発促進と意識付けの徹底を、関係機関
と連携し重点的に取り組んだ。特に、「家庭内のルール」づくりについては、子どもと保護者が連名
で署名する「わが家の１０か条」を作成し、市内全小中高校へ配布することで、意識付けの促進を
行った。
・読書好きな子どもを増やし、青少年の健全育成を図る取組みとして、市内の小中高校の児童生徒を
対象に実施した「読書活動に関するアンケート調査」から「心に残っている本ベスト１０」などの
データを基にポスターを作成し、市内の小中高校の図書室に掲示し、読書好きな児童生徒のさらなる
増加を図った。
・引きこもりがちな中学校卒業後から２０歳までの若者を対象に、話し合いや軽スポーツなどを実施
する「コミュニティ広場」を開催し、人とのかかわりを進め、社会へ出るための支援を行った。
【課　題】
・インターネット等で世界中の様々な情報を簡単な操作で容易に手に入れることができるため、子ど
もを有害情報から守る取組みの継続した実施が必要である。
【対　策】
・学校や市青少年問題協議会等の関係機関と連携し、フィルタリングソフトの普及促進や講習会の開
催等を通じて、子どもを有害情報から守る取組みを重点的に実施する。

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

（4）
青少年の健全育成

第６節
人間力を高める教育の
充実

　就学前教育については、粟田部地区において、市内初となる「認定こども園あわたべ」(私立)が開
園し、本格的な推進への道筋を整えることができた。また、岡本地区において幼保合同活動の地元合
意が得られ、２６年度から岡本保育園と岡本幼稚園の合同活動が開始される。
　学校耐震化については、市学校施設耐震化推進計画に基づき、２７年度の完了をめざし着実に推進
している（２５年度末の耐震化率８８％）。 国の非構造部材の耐震化方針を受け、対象となった小
中学校屋内運動場の照明器具等の落下防止対策を実施した。また、夏場の学習環境の改善を図るた
め、２６年７月稼働に向けて、全中学校の普通教室等にエアコンを整備する。
　義務教育の充実については、小学５年生と中学２年生を対象に行っている「夢の教室」に加え、大
きな夢を育てる夢レベルアップチャレンジ事業やモノづくりに対する意欲の育成につながるモノづく
り出前講座を実施し、子どもたちの夢を育み生きる力の育成の継続的な推進を図っている（２５年度
全国学力学習状況調査より「将来の夢や目標を持っていますか」小学校９３．９％、中学校７４．
６％：２１年度比で小学校８．４％増、中学校５．０％増）。 さらに、特色ある学校づくりの推進
や先進的なＩＣＴ環境構築による教育の推進、特別支援学級の充実、外国人児童生徒支援の推進、不
登校児童生徒への適切な対応など、義務教育の充実を図っている。
　高等教育の充実については、教育研究機能の充実や産学連携の一環として、市内の中学校が参加
し、福井工業高等専門学校との連携によるロボットコンテスト事業を継続的に実施している。
　学生地域貢献活動については、募集時期の改善もあり、前年度の倍となる３大学１２事業の申請が
あり、大学生の若い感性による事業が実施された。活動を拡げるため、事業内容に関係する課、地区
自治振興会、市民団体などとの協働を進めていく。
　インターネット等で世界中の様々な情報を簡単な操作で容易に手に入れることができることから、
子どもを有害情報から守る取組みとして、フィルタリングソフトの普及促進に加え、小中学校への携
帯電話持ち込みの禁止や「家庭内のルール」づくりに関する啓発促進と意識付けの徹底を図った。特
に、「家庭内のルール」づくりとして、子どもと保護者が連名で署名する「わが家の１０か条」を作
成し、市内全小中高校へ配布することで、意識付けの促進を行った。
　中学校卒業後から２０歳までの「引きこもりがちな」若者を対象に、話し合いや軽スポーツなどを
実施するコミュニティ広場を開催し、社会へ出るための支援を行った。
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基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

設計完了 完了 ― ―

3校7棟 3校8棟 4校9棟 5校11棟

1校1棟 2校2棟 2校2棟 4校4棟

7校13棟 7校14棟 11校20棟 11校20棟

100.0 100.0 100.0 100.0

100.0 100.0 100.0 100.0

12 13 13 14

100.0 100.0 100.0 100.0

教育用コンピュータ・LL教
室整備及び維持

学校教育施設等耐震化
事業（学校耐震補強事
業）

耐震補強学校数及び棟数

小学校教育振興事業
教育用コンピュータ整備及
び維持

幼保合同活動施設数
(幼保一体化）＜再掲
＞（箇所）

0
（H18）

12 2 2 3 4

99.78 99.74 99.23
児童生徒朝食喫食率
（％）

(欠食率表記から変更）

96
（H17.10）

100.00 99.70内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

デジタル教科書活用率
（％）

60
（H22）

100.0 60.0 65.0 100.0 100.0

学校給食における地場
産（県内）食材使用率
＜再掲＞（％）

30.1
（H17）

47.0 39.3 33.9 44.1 39.3

福井型コミュニティス
クール（校）

４
（H18）

24 24 24 24 24

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

中学校教育振興事業

屋内運動場改築学校数及び
棟数

給食室整備事業 給食設備整備（南中山小）

学校教育施設等耐震化
事業（学校改築事業）

校舎改築学校数及び棟数

夢ある子ども育成事業

児童・生徒の夢への関心度
（夢を持ちたいと強く思う
と答えた児童の割合が授業
後にアップした学級の割合)

英語教育推進事業
ALTによる英語活動回数（１
学級あたり平均値）

学校教育施設等耐震化
事業（学校改築事業）
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達成度

3

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第７節 主体的に学びを生かす生涯学習社会の実現

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（2）
家庭及び地域における
教育力の向上

3

【成　果】
・市壮年グループ連絡協議会、市連合女性会や市子ども会育成連絡協議会等の社会教育団体と、現状や
課題などについて協議を行なうとともに、未加入団体に対し加入への説明会を行なった。
・生涯学習センター事業については、越前まなぼう座として体系化し、おもしろ歴史回廊、ふるさと語
り部講座などを開催し、市民が主体的・積極的に取り組む学習機会を提供し、生涯学習の推進を図った
ところ参加者数も増加した。
・公民館事業については、２４年度から公民館講座事業を地域自治振興会事業に移管し、一般行政の社
会教育関連事業とした。市民の学習活動を社会教育行政の領域を超えて様々な立場から総合的に支援し
ていく仕組みが構築された。
・かこさとし ふるさと絵本館事業については、４月２６日のオープン以来、市内外から多くの来館者
があり、９月２３日には来館者が１万人を突破するなど、絵本を通じて、子どもたちの創造力や探究心
を育むことができた。
・読書活動の推進については、県内初の読書のまち宣言に基づき、市民に根ざした読書のまちづくりを
持続的に推進するため、市民や市民団体・関係機関などと協働して、読書のまちフェステバルや読書週
間のイベント、子ども向け行事、文学散歩、読書ボランティア育成講座などの各取組みを進めた。
・２５年度から生まれたすべての赤ちゃんに、本に出会うきっかけとしてのブックスタートを開始し、
すべての小中学校で「朝読書(あさどく)」が実施され、公民館図書コーナーの充実や文学散歩により作
品と地域の関わりの理解を深める「地域読書(まちどく)」を進めることができた。さらに、「親子読み
聞かせ」では、毎週土曜日に開催する親子向け行事の開催により家族みんなで好きな本を読む「家読書
(うちどく)」、大人向けのお薦め本展示コーナー設置やイベント開催による生涯学習としての「生涯読
書(いきがいどく)」と、宣言の目指す読書推進活動を実施した。

・家庭教育推進事業では、家庭教育サロンとして、複雑多様化する保護者の相談に対応するとともに、
出かける家庭教育サロンとして、子育てに関する講演会、研修会等へ講師を派遣し、学習機会の提供に
努めた。
・子どもの居場所づくり推進事業については、放課後子ども教室事業として、全地区において、地域住
民の参画により、勉強、スポーツ、文化活動及び地域住民との交流を行い、放課後の子どもたちの安全
な居場所の確保と子どもの安全で健やかな成長を支援した。また、児童クラブ（学童保育）との共催や
地域住民の参画による事業、合宿通学事業（８地区）を実施し、地域全体で子育てを支援する体制の充
実を図った。
【課　題】
・家庭教育推進事業における相談や講演会等の周知。
・子どもの居場所づくり推進事業については、地域ボランティア・指導者の発掘及び合宿通学事業の拡
充。
【対　策】
・家庭教育推進事業については、周知広報を強化する中で、家庭・学校・地域・関係機関と連携し、家
庭教育の重要性について意識向上を図る。
・子どもの居場所づくり推進事業については、新たに開設される児童館・児童クラブとの情報交換を行
い連携を図る。
　また、地域ボランティアや指導者の発掘に努める一方、現在、８地区で行っている合宿通学事業の実
施地区の増を図り、安全な居場所の確保と健やかな成長を支援する。

【課　題】
・活力ある地域づくりを推進していくうえで重要な役割を担っている社会教育団体は、リーダー不足や
会員数の減少などにより組織の弱体化が見られる。
・公民館が中核となり、地域自治振興会を含めた関係機関相互の連携・協力に努め、地域社会での目標
の共有化を図り，目標を達成するために人々の学習要求を総合的に支援する。
・読書のまちフェスティバルなどのイベント開催や、相互貸借制度の積極的な活用による利用者の利便
性の向上、読書ボランティア等との協働による読書活動推進事業を展開したが、インターネットの普及
による情報収集方法の変化や電子図書の利用、来館減などにより、図書貸出冊数が目標値に届かない状
況となっている。今後は、貸出冊数を増やす工夫に加え、本に出合える場所を増やす工夫が必要となっ
ている。
【対　策】
・各社会教育団体と協議を進めるとともに、各団体の意見も踏まえ、公民館を窓口として、地区単位で
の組織の育成、既存組織の活性化や未加盟団体に対する加入の働きかけなどの支援を実施していく。
・２６年度は、図書館利用者への貸出冊数制限を緩和するとともに、より多くの市民が本に親しむ機会
を増やし読書習慣が定着するために、従来の小学校、公民館、各種団体に加え、新たに子ども福祉施設
や高齢者介護事業所などへの団体貸出制度を創設して、「出かける図書館」として身近に本がある環境
づくりと読書の推進を図っていく。
・生涯学習センター事業については、関係機関・団体と連携し、各年代層のニーズに合った講座を企画
し、市民が主体的、積極的に取り組む学習機会の増加を図る。
・公民館が中核となり、地域住民によるボランティア活動や、制度に基づかない援助など多職種、多機
関がシステムとして連携できる地域ネットワークを構築し活用する。
・かこさとしふるさと絵本館「石石」については、定例的な展示の部屋の模様替えに加え、臨時的な模
様替えや催し物の開催等を行うなど活性化をはかりながら、子どもたちの創造力や探究心を育むことが
できる空間を提供する。

（1）
生涯学習の充実
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達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

45.3 49.2 50.1 49.6

7.47 7.60 7.61 7.67

4.0 3.5 4.2 4.0

4.1 3.3 4.1 3.8

505,583 517,692 509,000 487,027

6.8 5.9 6.1 6.0 5.8

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

第７節
主体的に学びを生かす
生涯学習社会の実現

　活力ある地域づくりを推進していくうえで重要な役割を担っている社会教育団体は、リーダー不足や
会員数の減少など組織が弱体化等が課題となっており、現状や課題等について各団体と協議を行なうと
ともに、未加入組織に対し加入への説明会を行なった。また公民館には、子供会、女性会や壮年会など
の社会教育団体を再構築する業務が求められている。
　かこさとし氏を名誉館長として迎える中、読書のまちの推進拠点として、４月２６日にかこさとしふ
るさと絵本館「石石」を開館し、かこさとし氏の描いた原画や絵本の制作過程のレプリカなどを展示す
るとともに、約２，２００冊の絵本や紙芝居を備え、子どもたちの創造力や探求心を育むことができ
た。
　主に公民館において、市内全地区で、放課後子ども教室を開催し、地域住民の参画のもと、勉強、ス
ポーツ、文化活動及び地域住民との交流を行い、放課後の子どもたちの安全な居場所の確保と子どもの
健やかな成長を支援した。

　市民が気軽に利用できる図書館を目指して、利用者のニーズに応える各種図書資料収集に努めるとと
もに、越前市の特色である「ものづくり・デザイン」「コウノトリ」コーナーや郷土の課題に対応した
展示コーナーの充実及び親子向けイベントなどを行っている。今後は、「読書のまち」宣言の５本の柱
に沿って、かこさとしふるさと絵本館「石石」や地区公民館、学校図書室と連携し、市民団体や読書ボ
ランティア等との協働により年間を通じた読書推進の事業を展開することで、読書のまちの定着を図
る。さらに、市民がより本に親しむ機会を増やし読書習慣の定着を図るために、小学校、公民館、各種
団体に加え、新たに福祉施設等への団体貸出を実施するなど、「出かける図書館」を目指す。

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

市民一人当たりの図書
貸出し数（冊）

2.7
（H17）

公民館利用者数（人）
378,102
（H17）

500,000 450,308 487,004 493,427 485,000

出かける家庭教育サロ
ン実施回数（人）

1,797
（H17）

2,700 1,871 1,398 1,930 1,113

生涯学習センター講座
開催事業

講座参加者数／対象者数内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

地区公民館施設管理事
業

公民館利用者人数/全市民

地区公民館講座開催事
業

講座利用者率（講座参加者
数÷対象者数）

図書館資料提供サービ
ス事業

図書貸出冊数

放課後子ども教室推進
事業

子ども教室一人当たり参加
回数
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達成度

3

4

達成度

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

75 80 82 80

0.04 0.03 0.02 0.08

62 66 91 55

218,000 291,161 293,230 294,794

【成　果】
・市有建築物耐震化計画により、武生公会堂記念館の耐震工事を行い、市民の文化芸術の鑑賞及び学
習、ふれあい施設としてリニューアルオープンした。（９月）
・武生公会堂記念館において地域連携企画展「コーケンノムラ空間の美」外、館蔵品展、特別展をそ
れぞれ開催した。
・特に、「コーケンノムラ空間の美」は、地域連携事業として、出身の北日野地区自治振興会におい
て、講演会、作品展示等の協賛事業が開催され、面的広がりのある事業となった。
【課　題】
・文化センターの耐震補強等工事実施による休館期間の周知並びに代替施設の提示
・「歴史と文化のまち・越前市」のイメージアップ情報の発信不足
【対　策】
・文化施設休館については、窓口案内、ホームページ、パンフ等により期間の周知等を行う。
・ホール利用団体との意見調整を行う。
・武生国際音楽祭、源氏物語アカデミー、万葉の里・恋の歌などの全国発信できる事業の強化、充実
を図る。

（2）
歴史的資源の継承と活
用

【成　果】
・「第１回こしのくに国府サミット」を開催し国府をテーマとした広域での魅力発信、歴史・文化を
通した相互交流を行った。
・「越前和紙の製作用具と製品」が国の重要有形民俗文化財として県内初の指定を受けた。
・国登録有形文化財に新たに３件（旧大井百貨店・北府駅・寿屋「対碧亭」）が登録された。（全１
５件）
【課　題】
・国府所在地としての歴史文化遺産の後世への継承と文化財保護意識の高揚
・国指定重要有形民俗文化財「越前和紙の製作用具と製品」の保存と展示のあり方
・指定文化財及び登録文化財所有者の経済的負担増
【対　策】
・武生公会堂常設展充実により、歴史文化遺産の後世への継承と文化財保護意識の高揚を図る。
・図版を多く取り入れた市内文化財を紹介する図説を２７年度に発刊する。
・「越前和紙の製作用具と製品」については、散逸並びに劣化防止の保管及び展示ができる施設の検
討を行う。
・指定文化財等修復補助制度を継続し、引き続き支援を行う。

14 12 12 12 15

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第８節 誇れる歴史、芸術文化の創造

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
芸術・文化の振興

第８節
誇れる歴史、芸術文化
の創造

・「第１回こしのくに国府サミット」が開催され参加５市より３００人が参加し、越前国府に対する
市民意識が高まった。今後、市長サミットで出た課題の推進体制を確立し、より参加市との交流を深
める。
・重要有形民俗文化財「越前和紙の製作用具及び製品」が国指定を受け、改めて市民の文化財への注
目が高まり、指定文化財の公開により文化財保護意識の一層の高揚を図る。
・武生公会堂記念館が耐震化等工事を終えて９月にリニューアルオープンし、安全安心な施設とな
り、文化の中核施設として企画展示の充実を図っていく。
・文化センター耐震補強工事実施設計に着手し、安全安心で利用者、使用者にも快適な施設づくりを
目指す。
・市史資料編「金森左京家」を出版するとともに、図説編集体制の確立を行い２７年度発刊を目指
す。

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

登録有形文化財数
（件）

6
（H18）

市内の文化振興５施設
利用者数（人）

157,998
（H17）

211,000 207,890 204,680 201,779

190,000
公会堂記念館
耐震化工事閉
館による減少

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

文化芸術活動支援事業
市民総合文化祭、市民音楽
祭の出演・出品等団体数

埋蔵文化財調査事業

市史編さん事業
市史編さん史料収集数（累
積概数）

試掘確認範囲（ｈa)

武生公会堂記念館展示
整備事業

入館者数／開催日数＝１日
あたりの入館者数
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達成度

4

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

4,152 4,339 4,301 4,407

第９節
生涯スポーツのまちづ
くり

 市スポーツ推進プラン（２４年度策定）に続き、スポーツ施設の今後の整備の指針となる市スポー
ツ施設再配置計画を策定した。また、福井国体での、特にジュニア層の活躍を目指して、（公財）日
本サッカー協会の支援のもと、市競技力向上プロジェクトを立ち上げた。
　２５年度においては、既存施策にこれらの新事業を加え、スポーツ教室や市民参加型スポーツ大会
の開催、スポーツ少年団を含めた社会体育や学校体育の推進、スポーツ環境の整備（弓道場建設や丹
南総合公園スポーツ施設の運営・維持管理の開始）など、生涯スポーツを推進する多彩な事業を展開
してきた。
　現在、人口減少・高齢社会の到来を迎え、既存スポーツ施設が老朽化する中、市民が元気に参加で
きる生涯スポーツのまちづくりに向け、スポーツ人口の維持・拡大や安全・安心で快適なスポーツ環
境の持続的提供が課題となっている。
　今後は、上記２つの計画を基本に、生涯スポーツを推進する施策をハード・ソフトの両面から、総
合的・効果的・効率的に推進する。特に、スポーツ環境整備については、武生中央公園再整備事業と
連携し、２６年度から主に国体開催施設を計画的に整備していく。
　また、国体については、市民参加と機運醸成を目指した準備体制を組織化するとともに、開催その
ものを目標にするのではなく、これを契機として子どもから高齢者まで広くスポーツ人口の拡大及び
健康増進ばかりでなく生きがいの創造につながる一大プロジェクトとして準備を進めていく。

8 8
４

（H18）
8 6

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

スポーツ施設の利用者
数（人）

611,000
（H18)

指標名
達成状況　（年度末見込み）

総合型スポーツクラブ
設立数（団体）

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第２章　元気な人づくり
第９節 生涯スポーツのまちづくり

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
生涯スポーツのまちづ
くり

【成果】
・本市スポーツ施設の配置の最適化を図ることにより、効率的で効果的な運営・維持管理を実現する
ため、市スポーツ施設再配置計画を策定し、所管の３１スポーツ施設の再配置と整備の指針を１０年
間（２６～３５年度）において定めた。
・３０年福井国体開催に向け、国体開催施設の整備実施計画や準備組織の設立計画（２６年度／準備
委員会、２７年度／実行委員会）を立てるなど準備を開始した。
・国体種目におけるジュニア層の活躍を目標に、日本サッカー協会の支援を受け、市競技力向上プロ
ジェクト（小倉プロジェクト）を創設し、戦略的プログラム(「夢先生スポーツレッスン」７競技開
催）や基本的プログラム（「フィジカル・食・メンタル」をテーマに講習会３回開催）を実施した。
・市スポーツ推進プランに基づく生涯スポーツの推進のため、通年で中央スポーツ教室（１５教室１
４４人）、地区スポーツ教室（５６教室８００人）を開催し、１１月３日には３２回を数える市民参
加型スポーツイベントである菊花マラソンを開催し、過去最多の参加者が出走した。
・スポーツ施設の効果的で効率的な運営・維持管理を推進するため、指定管理施設を２４施設に拡充
し、新たに丹南総合公園スポーツ施設の運営・維持管理を２５年９月から開始した。
・具体的なスポーツ施設整備として、市弓道場（二中隣接地、近的９人立ち、遠的３人立ち）を建設
したほか、武生中央公園体育館改築・同庭球場改修・新サッカー場新設の設計を開始した。

【課題】
・市スポーツ施設再配置計画に基づく効率的で効果的な施設管理と整備について、地域や関係団体等
の的確なニーズの把握のもと、スポーツ人口の維持・拡大に向けた円滑な推進に努めなければならな
い。特に、前期５年間の実施計画は、福井国体開催施設整備を重点整備するため、迅速性と確実性が
求められる。
・福井国体の成功に向けた国体準備委員会を設立するなど、ソフト面での推進体制の確立が重要であ
る。また、市民全員参加による国体開催の気運の醸成が求められている。
・２年目となる市競技力向上プロジェクト（小倉プロジェクト）については、最大の効果が得られる
よう計画的な推進と水平展開が求められている。
・武生中央公園体育館改築や同庭球場改修、新サッカー場建設に向けた、実施設計を着実な推進。

【今後の方向性】
・「市スポーツ推進プラン」「市スポーツ施設再配置計画」に基づくソフト、ハード両面における施
策の展開を図り、生涯スポーツのまちづくりを推進する。
・「市競技力向上プロジェクト（小倉プロジェクト）」による本市ジュニア層の競技力向上施策の推
進により、福井国体における本市選手の活躍を目指す。
・福井国体に向けた気運の高まりの中、スポーツ人口の拡大を図り、市スポーツ推進計画の基本理念
である「市民みんなが元気に生涯スポーツのまちづくり」につなげていく。

653,000 625,000

7

600,374632,000 598,146

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

菊花マラソン大会開催
事業

参加人数
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達成度

4

達成度

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

6 5 5 5

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

地域街づくり計画策定
事業

行政からの地域街づくりへ
の支援（技術的な支援説明
回数/年間

18 18

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

地区計画の認定数・ま
ちづくり協定数（延べ
数）（件）

7件
（H18）

21 18 18

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

第１節
秩序ある土地利用の推
進

　合併後の新市の基本方針や公共施設の整備などについて定め、将来のビジョンや施策の方向性を示
す新市建設計画を、議会の議決を経て変更した。
　開発行為及び建築の申請に対しては、25年度も市都市計画マスタープランの土地利用方針に基づ
き、関係各課と連携しながら適切な土地利用の誘導に努めた。また、国高地区の戸谷片屋線開通に伴
う土地利用上の対策については、沿線のうち馬上免町において、市住みよい街づくり推進条例に基づ
き「地域街づくり推進団体」の設立に向けた準備が始められた。今後とも、沿線住民の土地利用に対
する合意形成に向け学習会を重ねながら、早期の組織立上げを促す。また、当町をモデルとして戸谷
片屋線沿線全体において地域主導の計画づくりに発展させていくよう、他の沿線町内とも協議を進め
る。

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第３章　快適で住みよいまちづくり
第１節 秩序ある土地利用の推進

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
秩序ある土地利用の推
進

【成　果】
・議会の議決を経て、平成１６年に武生市・今立町合併協議会が策定した新市建設計画を変更した。
今後の人口減少時代を見据えた「ネットワーク型コンパクトシティ」を目指し、武生と今立の２つの
歴史的拠点の継承・発展を図るため、本庁舎を現在地に建設するとともに、今立総合支所を改築し、
市東部地域の防災・コミュニティ等の機能を有する複合施設として、拡充整備することとした。ま
た、武生中央公園の再整備、北陸新幹線「南越駅」(仮称)の周辺整備、スポーツ施設の再配置など大
型プロジェクトを計画の中のまちづくり主要事業に追加した。
・開発行為及び建築の申請に対しては、市都市計画マスタープランの土地利用方針に基づき、関係各
課と連携しながら適切な土地利用の誘導に努めた。
・戸谷片屋線沿線における土地利用上の対策として、国高地区の馬上免町においては、市が情報提供
等支援を行ったこともあり、市住みよい街づくり推進条例に基づく地域街づくり推進団体の設立に向
けた準備団体立上げに着手した。

【課　題】
・戸谷片屋線は２５年８月に開通し、沿線部での乱開発を防ぐためにもルールづくりは喫緊の課題と
なっている。しかし、地権者個々の土地利用に関する意識が異なり、計画づくりに対しては未だ総意
は得られていない。
【対　策】
・戸谷片屋線沿線においては、具体的な対策実施に繋げていくため、地区計画等都市計画の各種まち
づくり制度の詳細な説明や取組み事例の紹介等、各町内住民に対する説明を重ね、早期の住みよい街
づくり組織立上げを促すとともに、具体的対応策について協議を進める。また、馬上免町をモデルと
して戸谷片屋線沿線全体において地域主導の計画づくりに発展させていくよう、他の沿線町内とも協
議を進めていく。
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達成度

3

4

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第３章　快適で住みよいまちづくり
第２節 コンパクトで機能的な都市構造の形成

施策名 成果・課題・対策

内
部
評
価

（1）
魅力ある中心市街地の
形成

【成　果】
・蔵の辻や商店街でのイベントは、飲食、散策等来街者の増加並びに交流人口の拡大に寄与した。
・「まちなか空き屋等リフォーム支援事業」など居住支援制度の充実やまちづくりセンターによる空
き家・空き店舗の橋渡し（２５年度９件）により、居住人口の増加に寄与した。
・２５年度に、これまでのまちなか住宅用地等購入資金利子補給金をまちなか住宅取得支援事業に改
正し支援を拡充するとともに、まちなか空き家等リフォーム支援事業の創設並びに制度広報の取組み
を強化した結果、まちなか住宅取得支援事業については、過去最高の実績となった。
・新婚夫婦家賃補助制度は２年目を迎え、補助採択要件の一部を緩和したことや、市ホームページ、
不動産業者の紹介、口コミなどで事業の周知が図られ、当初想定していたよりも多くの申請があっ
た。また、市外からの転入者も多く、この事業により市外の方が越前市へ居住する動機付けとなって
いる。
【課　題】
・にぎわい創出については、イベント開催に伴う市民への波及が限定的である。
・居住促進については、新婚世帯のニーズを満たす物件が乏しいため、現行の各種施策を見直し、新
築物件が増加する取組みが必要である。
・まちなか空き家等リフォーム支援事業については、実績が２件と当初想定した件数よりも少なかっ
たため、対象物件の掘り起こしと制度周知のための広報活動の強化が必要である。
・家賃補助は最長３６ヶ月であり、この期間に越前市の魅力や子育て環境の良さを知っていただき、
越前市への定住者を増加させる。
【対　策】
・家賃補助者にアンケートを実施し、定住に対する考え方などを探るとともに、越前市の子育てや住
宅取得支援など越前市の魅力を発信するパンフレットを作成し、定住促進を図る。
・中心市街地における良質な住宅供給を図るため、借り上げ市営住宅の整備を進める。
・市民や業者等に居住促進に関連する制度を包括的にＰＲすることにより、定住促進に向けた取組み
を強化する。また連携している市不動産業協会からの意見を聴取し、制度の今後の方向性について検
討していく。特にまちなか住宅団地整備費支援事業については、２６年度からの制度改正で整備面積
要件の縮小（５００平方メートル⇒３３０㎡）と市外業者を補助の対象にすることにより、制度の活
用を図る。
・蔵の辻を中心とした賑わいづくりにあたっては、近辺の空き店舗の有効利用や地域コミュニティなど
市民との協働により、交流人口の拡大を目指す。

（2）
質の高い一般市街地の
形成

【成　果】
・公有地等購入促進事業（２５年度１２件）により、土地区画整理事業の保留地の売却を支援し、用
途地域内への居住促進を図った。
　神山南部土地区画整理事業は、保留地を完売し、事業が完了できた。
･２５年度より多世代同居のリフォーム支援事業並びにＵＩターン者空き家リフォーム支援事業を創
設した結果、多世代同居のリフォーム支援事業では５件の実績があった。
・吉野瀬川の桜回廊をとおした都市環境整備を進める大虫地区の吉野瀬川沿川住民に対しては、市住
みよい街づくり推進条例に基づく地域街づくりの組織立ち上げを働きかけ、概ね理解が得られつつあ
る。
【課　題】
・多世代同居リフォーム支援事業並びにＵＩターン者空き家リフォーム支援事業ともに市民への制度
周知が不足している。
【対　策】
・まちなか空き家等リフォーム支援事業同様、まちなかに限定しない上記の居住支援制度について
も、市民や業者等に居住促進に関連する制度を包括的にＰＲすることにより、定住促進に向けた取組
みを強化する。
・大虫地区については、桜回廊をとおした地域街づくりの継続発展を目指した組織立上げを働きかけ
ていく。
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達成度

4
第２節
コンパクトで機能的な
都市構造の形成

・中心市街地においては、まちなか空き屋等リフォーム支援事業など居住支援制度の充実やまちづく
りセンターの空き家、空き店舗の橋渡しにより居住人口の増加に努め、一定の成果があった。今後
は、越前市不動産業協会との連携による空き家、空き地の利活用促進等、なお一層の居住推進に取り
組む。また、中心市街地における良質な住宅供給を図るため、借り上げ市営住宅の整備を進める。一
方、賑わいづくりについては、地域コミュニティとの連携・参画等により、より一層の交流人口拡大
を図る。
・一般市街地については、神山南部土地区画整理事業において、公有地等購入促進事業による保留地
完売の効果もあり、事業が完了できた。また、２５年度より創設した「多世代同居のリフォーム支援
事業」では、居住促進に一定の成果があったが、今後はより一層の制度活用に伴う居住促進に向け、
包括的な制度ＰＲに努め、市街地における居住促進を市街地全体で図っていく。
・新婚夫婦家賃補助制度は、２年目を迎え、補助採択要件の一部緩和や、事業の周知が図られたこと
から、当初想定していたよりも多くの申請があった。また、市外からの転入者も多く、この事業によ
り市外の方が越前市へ居住する動機付けとなっている。居住を定住へと進めるため、市の子育てや住
宅取得支援などの制度を紹介したパンフレットを作成し、定住促進を図りたい。
・コウノトリが舞う里づくり戦略は、①里地里山の保全再生、②環境調和型農業、③学びあいと交流
の大きな方針を掲げ、長期的な視点での取り組みを実施している。具体的な取り組みとして「ＳＡＴ
ＯＹＡＭＡ親子レンジャー」や「ごはん塾」などの親子体験型プログラム等を充実させ積極的に実施
した。これらの取組みの成果を将来的に確実に繋げていくため、小中学校での環境教育とともに、若
年層世代（特に２０代～４０代）における自然再生や生物多様性の大切さについての意識の醸成をさ
らに図っていく。

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

内
部
評
価

（3）
自然と調和した田園森

林地域の形成

【課　題】
・水田の圃場整備と水路の改修工事によって、水田と水路のつながりが失われ、水田と水路を生息場
とする魚類の生息環境が悪化している。
・コウノトリは多様な生きものが生息する水田を餌場とするが、中干し時期には餌生物が減少する。
・コウノトリや希少野生生物の生息環境を保全再生する取組みを行っている方々の高齢化が進んでい
る。
【対　策】
・水田の一部を深く掘り、中干し時期に生きものが避難できる退避溝、水田と水路をつなぎ魚類の生
息環境を再生する設備「水田魚道」の効果を検証し、その普及のために効果を検証し、成果を周知す
る。
・希少野生生物の研修会や「コウノトリ＆生きもの教室」等のプログラムを開催し、若年層世代の参
加を図る。

4

【成　果】
・水田魚道を普及するための補助制度を創設し、２基を整備した。また、白山地区（２筆)・王子保
地区(１筆)の不耕作水田において、コウノトリの餌となる水辺の生きものが生息できる環境を創出し
た。
・外来種(オオクチバス、ブルーギル、オオフサモ)の防除を、市、団体及び地元住民と協働で実施し
た。
・希少野生動植物種アベサンショウウオの保全についての研修会を開催し、地域住民の理解を深め
た。保全に向けた取組みの結果、アベサンショウウオの卵塊、幼生が確認された。
・コウノトリが生息していた北日野地区において、かつての生息状況の聞き取り調査と現在の様子の
把握調査を実施するとともに、２２年から４年連続で飛来したコウノトリ「えっちゃん」等が飛来し
た場所をＧＩＳ(地理情報システム)でデータ化し、コウノトリが定着できる環境の指標とした。
・９月に白山地区で開催された「ＳＡＴＯＹＡＭＡ国際会議」のエクスカーションにおいて、白山小
学校の子供たちによる環境学習の成果発表が行われ、本市の環境教育の取組みが海外参加者から高い
評価を得た。
・２０１３コウノトリが舞う里づくり大作戦では、環境学習に取り組む小中学校の子どもたちの成果
の発表を行うとともに、小学生を対象にしたコウノトリが舞う里づくり図画コンクールの応募の全作
品を会場に展示した。
・２４年度から取り組んでいるコウノトリが舞う里づくり連続講座の「ごはん塾」を２５年度は７地
区（２４年度３地区）で実施し、ごはん食の大切さを伝えることができた。
・親子で学ぶＳＡＴＯＹＡＭＡ親子レンジャー＜炭焼き体験＞の開催、小学生を対象にしたコウノト
リ＆生きもの教室の開催により、里山の大切さ、コウノトリの生態、水田などに生息している生きも
のについて学習し、理解を深めた。
・コウノトリが舞う里づくりのシンボルとして、また将来コウノトリが営巣できる場所として、コウ
ノトリ人工巣塔を王子保地区に１基（計４基）設置した。
・ふっくん、さっちゃんの飼育開始以来、初めて産卵（５個）があった。
・坂口地区にコウノトリが飛来した。
・これらコウノトリに関する取組みについて、市ホームページに掲載し、マスコミ等への情報発信に
一層努めた。
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基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

7 7 7 4

8 8 13 20

12 29 13 8

9 9 9 15

0 25 0 0

2 0

― ― 78 159

指標名
達成状況　（年度末見込み）

中心市街地の居住施策
に伴う人口増（人）

0
（H25.4）

307

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

街並み景観整備件数

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

公有地等購入支援事業

まちなか住宅用地および用
途地域内（組合施行土地区
画整理事業の保留地等）の
購入資金利子補給制度の新
規交付件数

新婚夫婦家賃補助 申請件数

まちなか住宅団地整備
支援事業

中心市街地における住宅団
地整備に対する補助

中心市街地活性化事業
<再掲>

まちなか開業新規認定件数

中心市街地歩行者数
（人）

1,282
（H25.4）

1,393

98

民間優良共同住宅整備
促進事業

整備戸数

まちづくり組織支援事
業

空き家、空き店舗の橋渡し
件数

景観まちづくり推進事
業

（25年3月に中心市街地活性化基本計画を
改定し、歩行者の数値目標を変更した。）

（25年3月に中心市街地活性化基本計画を
改定し、居住人口の数値目標を変更し

た。）

1,560

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】
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達成度

4

4

3

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第３章　快適で住みよいまちづくり
第３節 うるおいのある住環境の創出

施策名 成果・課題・対策

（1）
良好な都市景観の形成

【成　果】
・２５年度は６件、過年度と併せ合計で４３件の修景整備が行われ、景観まちづくりが着実に進行し
つつある。
・２４年度に都市景観大賞優秀賞を受賞した四町地区においては、受賞の効果もあって住民の景観形
成への機運は盛上がり、２５年度は四町地区が越前市初の景観形成地区に指定された。同地区におい
ては、式典の開催や記念誌の発行など精力的な活動が行われた。

【課　題】
・五箇地区においては、５箇所の協定地区のうち修景助成期間が満了する地区が出てくる。よって、
これまで育まれた地域主体の街並み景観の継承、並びに街並み景観を活かした地域まちづくり活動の
継続とステップアップに向け、なお一層の働きかけが必要である。

【対　策】
・２６年度は、両地区における地域景観委員会との協働による景観まちづくりの更なるステップアッ
プを目指す。特に、五箇地区においては市景観条例に基づく景観形成地区指定に向けた取組みを行
う。

（2）
公園・緑地の整備と維
持管理

【成　果】
・武生中央公園については、３０年福井国体及びたけふ菊人形６５周年に向けた再整備を視野に、市
のセントラルパークとして再整備基本計画を策定するとともに、基本設計に着手した。
・丹南圏域全体の総合的な公園である丹南総合公園の野球場と多目的グラウンド等、一部施設の供用
開始が行われた。
・市営の公園では、４公園の供用開始、１公園の供用開始区域の拡大を行い、市民の身近な憩い･レ
クリエーションの場の提供ができた。
・街区公園７６箇所のうち８公園において、指定管理者と地元との間で日常管理における協定を締結
した。協定を締結した町内については、公園への関心が高まった。

【課　題】
・武生中央公園の再整備にあたっては、３０年福井国体開催に向けた県内各市町におけるスポーツ施
設改修時期の集中に伴う財源確保を含め、効率的な整備が要求される。
・街区公園の住民管理にあたっては、町内によって地元管理の必要性に対する考え方に温度差がある
ため、理解を得にくい町内もある。
・日常管理を地元主体で行うことで、公園への関心が深まる反面、樹木剪定等の要望が増え、指定管
理費全体の削減には至らない。

【対　策】
・コスト縮減に向けた効果的な整備と事業費の平準化を図る。また、都市公園事業以外の事業活用に
よる財源の確保と効率的な整備に努める。
・指定管理者による地元説明を引き続き行い、身近な公園の地元管理への理解を深め協定締結を推進
する。

（3）
良質な住宅の供給

【成　果】
・市営住宅西山団地については、老朽化した市営住宅を撤去し２５年８月に用地返還が完了するとと
もに、市全体の老朽化した木造市営住宅の適正管理方針を定めた。また、市営住宅家賃については、
催告通知後応答のない滞納者や、誓約が守られない分納誓約者に対して、連帯保証人への呼び出し通
知を発送するとともに明渡しを促した結果、３人については、市営住宅を退去し、滞納額すべてを完
納した。
・民間建築物の耐震化については、耐震診断･補強プランの件数は２４年度４２件から２５年度３６
件に減少したが、耐震改修工事補助は、市広報、チラシ、ＰＲ活動により２４年度４件から２５年度
７件に増加した。
・民間優良共同住宅の整備については、ハウスメーカーによる共同住宅の整備はあったが、補助対象
外（工事施工者が市外業者）のため補助の申し込みはなかった。また、ハウスメーカーから新築物件
の照会が数件あった（工事施工者が市外業者のため補助対象外）。

【課　題】
・市営住宅の管理にあたっては、県外に転出する外国人滞納者や、債務に応じない連帯保証人が増え
たことにより、徴収業務が増大した。離職者で言葉の通じない外国人の市営住宅の申し込みについて
は、入居後も他の入居者とのコミュニケーションを取ることが出来ず、生活習慣（ゴミ出し・騒音
等）についても注意が必要となっている。
・耐震化については、耐震改修の必要性・重要性を市民に認識してもらうことが重要である。また、
耐震診断・補強プランを行った所有者への耐震改修工事へのきっかけ作りが必要である。
・良質住宅の供給にあたり、定住人口の増加につながる家族向け住宅の整備が必要である。また、良
質住宅の供給に向けた補助制度活用にあたっては工事施工者の要件緩和が必要である。

【対　策】
・市営住宅の管理については、初期段階での滞納整理、外国人及び分納誓約者に対する納付指導を強
化するとともに、新規の外国人入居者に対する生活指導を徹底する。また、中心市街地における良質
な住宅供給を図るため、借り上げ市営住宅の整備を進める。
・民間建築物耐震化推進については、これまでのＰＲ活動を堅持し、さらに防災安全課と連携しなが
ら、市民の防災意識の高揚と木造住宅の耐震改修の促進を図っていく。また、耐震診断・補強プラン
を行った所有者への耐震改修工事への働きかけを行っていく。
・良質住宅の供給にあたっては、制度活用促進に向けた現行補助要綱の見直しを行うとともに、引き
続き補助制度のＰＲ活動による事業者の掘り起こしを行う。現行補助制度を、家族向け住戸の整備が
促進するように整備戸数要件を見直す。また工事施工者要件も見直し市外業者も対象にすることで制
度の活用を図る。

内
部
評
価
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4

3

達成度

4

（5）
下水道の整備

【成　果】
・市下水道整備基本構想に基づき汚水処理施設整備促進事業を計画的に推進した。
・地元説明会で水洗化助成制度のＰＲなど水洗化促進を図り、接続数は２４年度より増加した。
・各処理施設は良好な維持管理により、放流水の排出基準に全て適合した。
・老朽化した御清水幹線の長寿命化対策を計画的に推進した。
・東部集中豪雨により被災した今立南部排水区雨水整備計画の策定に着手した。
【課　題】
・整備後長期経過した下水道施設が存在し、老朽化が進んでいる。
・高齢者のみの世帯の増加や経済的な理由により、水洗化率が伸び悩んでいる。
【対　策】
・家久浄化センター長寿命化計画に基づき計画的な施設の更新を行う。
・家久処理区内の３０年を経過した管路施設の調査を行い、２６年度に長寿命化計画を策定する。
・下水道管工事施行前の地元説明会で下水道の重要性や水洗化助成制度をＰＲすることにより、水洗
化の促進に努める。

（4）
上水道の整備

【成　果】
・第５次拡張事業と老朽管更新事業により、計画どおり管路の整備を行い、水道水の安定供給と災害
に強い上水道の確保に努めた。
・包括的民間委託契約を締結した水道施設運転管理業務と開閉栓・検針業務の円滑な業務引継を行う
とともに、維持管理経費の削減を図った。
・簡易水道統合整備事業について、計画どおり施設を整備し、水間地区簡易水道を上水道に統合し
た。
【課　題】
・水道水の安定供給を図るため、老朽化した水道管路網や浄水場施設の更新、耐震化を進めていく必
要がある。
【対　策】
・市経営健全化計画を着実に推進し、経営基盤の強化を図るとともに、老朽化施設の更新を計画的に
進める。

政策名 成果・課題・今後の方向性

第３節
うるおいのある住環境
の創出

内

部

評

価

・良好な都市景観の形成について、景観まちづくりは着実に進行し、昨年度に都市景観大賞優秀賞を
受賞した四町地区が越前市初の景観形成地区に指定された。今後は、街並み景観を活かした地域まち
づくり活動の継続とステップアップに向け、なお一層の働きかけを行う。
・公園・緑地の整備については、丹南総合公園の一部供用開始をはじめ、４公園の供用開始、1公園
の供用開始区域の拡大を行い、市民の身近な憩いの場、レクリエーションの場の拡大が図られたが、
今後とも効果的・効率的な整備に努める。一方、身近な公園の地元管理の推進については、街区公園
７６箇所のうち８公園において、指定管理者と地元との間で日常管理における協定を締結した。今
後、指定管理者による地元説明を継続して実施し、身近な公園の地元管理への理解を深め協定締結を
推進する。
・良質な住宅の供給について、老朽化した市営住宅１団地の撤去、並びに用地返還が完了し、併せて
市全体の老朽化した木造市営住宅の適正管理方針を定めた。また、市営住宅家賃については適正徴収
に努めた。また、民間住宅の耐震診断･補強プランの件数は、２４年度４２件から２５年度３６件に
減少したが、耐震改修工事補助は、市広報、チラシ、ＰＲ活動により２４年度４件から２５年度７件
に増加した。今後は、これまでのＰＲ活動を促進するとともに、防災安全課と連携しながら、市民の
防災意識高揚と木造住宅の耐震改修の促進を図っていく。その他、中心市街地における居住促進、並
びに良質な住宅供給を図るため、借り上げ市営住宅の整備を進める。
・水道事業については、第５次拡張事業や老朽管更新事業、簡易水道統合整備事業により、水道水の
安定供給の確保に努めた。また、水道施設運転管理業務の包括的民間委託を行い、維持管理経費の削
減を図った。今後も水道水の安定供給を確保するため計画的な水道施設の維持管理・更新を行い、水
道事業の経営基盤の強化に努める。
・下水道事業については、市下水道基本構想に基づき公共下水道事業、浄化槽設置整備事業、農業集
落配水事業を計画的に推進し、御清水川幹線の長寿命化対策も実施した。家久処理区の整備後３０年
以上経過した管路施設を２６年度に調査し、施設の適正な維持管理に努める。また地元説明会におい
て水洗化助成制度のＰＲや下水道の重要性を説明することにより、水洗化の促進を図る。

内
部
評
価
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基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

9 9 9 15

21.24 21.38 21.38 22.52

8 8 13 20

100.0 100.0 100.0 100.0

0 25 0 0

53.7 58.6 67.2 69.7

70.8 71.6 72.5 74.9

6.2 8.8 7.9 10.0

101 113 124 143

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

汚水処理人口普及率
(％)

66.1
（H18.4）

90.0 81.3 82.4 83.1 85.1

水洗化率(公共下水
道）（％）

68.3
(H22.4)

85.0 68.3 75.5 76.9 78.7

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

景観まちづくり推進事
業
<再掲>

面整備率（％）=整備済面積
（ha）／全体計画面積
（ha）×100

管渠築造事業
（公共下水道+特定環
境保全公共下水道）

公有地等購入支援事業
<再掲>

まちなか住宅用地および用
途地域内（組合施行土地区
画整理事業の保留地等）の
購入資金利子補給制度の新
規交付件数<再掲>

高齢者向け優良賃貸住
宅供給促進事業

計画戸数に対する整備率
(131戸)

中心市街地への民間優
良共同住宅、高齢者向
け優良賃貸住宅、高齢
者専用賃貸住宅の整備
戸数（戸）

0
（H18.4）

248 187

公園整備事業
都市計画区域人口1人当たり
の都市公園供用面積

212 212 212

街並み景観整備件数
<再掲>

第５次拡張事業（配水
本管費）＜水道事業会
計＞

送配水管事業費（実績見込
額）／送配水管事業費(当初
予定額)×１００

浄化センター築造事業

浄化槽設置整備事業

放流水質（ＢＯＤ）１３ｍ
ｇ/Ｌ以下の維持

浄化槽設置整備事業におけ
る浄化槽設置基数

民間優良共同住宅整備
促進事業<再掲>

整備件数/整備目標件数(113
戸)
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達成度

3

3

4

4

【成　果】
・まちなか駐車場については、アスファルト舗装化によって利便性が向上し、車での来訪者に対する
需要が高まり利用台数が増加した。
・ＪＲ王子保駅並びにＪＲ武生駅東の一般駐車場において、利用台数が増加した。また、１９年度よ
り稼動しているＪＲ武生駅東のロックプレート式駐車場も、ＪＲ利用者に周知・普及されてきたこと
から、利用台数が増加した。

【課　題】
・中心市街地のまちなか駐車場は、無料駐車場としての周知度が低いため、道路案内看板の充実や、
ＰＲ等の周知徹底をより行う必要がある。
・ＪＲ王子保駅、ＪＲ武生駅東の一般駐車場並びにロックプレート式駐車場において、利用台数が増
加しているが、今後も利便性を向上させ利用率向上に向けた整備等が必要がある。

【対　策】
・中心市街地のまちなか駐車場は、来訪者に対する短時間無料駐車場としての周知度を上げるため、
市やまちなかプラザホームページでのＰＲ、周知看板の充実に努め、来街者の利用向上に向け取組
む。
・市の広報やＨＰ等で月極駐車場の募集を積極的に行うとともに、老朽化した施設の改修等により利
用者の利便性を向上させ、なお一層の利用促進を図る。

【成　果】
・２５年８月２３日に戸谷片屋線が全線開通した。
・戸谷片屋線を広域農道まで延伸する戸谷片屋線の先線については、２５年度最大の目標であった支
障物件の移転交渉がまとまった。
・安全安心な道路整備として、市道第３８０１号線等について歩道を整備した。
・道路の維持管理にあたっては、巡視パトロール等による随時保守を実施した結果、事故の未然防止
等適正な管理が行われた。
・道路付属物（照明・標識・舗装・トンネル等）の点検、調査を実施して現状把握を行った。
・橋長６ｍ以上１５ｍ未満の橋梁については、橋梁の機能を維持し道路ネットワークの安全性、信頼
性の確保と、長期的な更新・保守費用の低減を目的として、点検、調査を実施した。
・２５年７月２９日から８月１日の豪雨により被災した道路施設８箇所については、迅速な対応によ
り、交通を確保した。
【課　題】
・戸谷片屋線の先線については、２７年秋の供用開始を目指し、未買収用地の地権者に対し早急に合
意を得なければならない。
・道路付属物についても定期的な点検、調査が必要である。
・橋長６ｍ未満の橋梁についても、点検、調査が必要である。

【対　策】
・戸谷片屋線の先線については、引き続き任意交渉を重ね同意を得る。
・道路の維持管理にあたっては、計画的予防保全に努めるとともに、市民からの通報やパトロールに
よる危険箇所の迅速な対応に努める。
・２６年度に、橋長６ｍ未満の橋梁についても、現状を把握するため調査点検を実施する。

（３）
駐車場の整備

（２）
北陸新幹線の整備促進

【成　果】
・中心線測量の実施に向け、全町内で中心線測量実施の了解を得ることができ、ほぼ全ての地権者の
同意を得た。
【課　題】
・市内における中心線測量の早期完了を目指す。
・地元要望等への対応を図る。
【対　策】
・中心線測量の早期完了に向け、関係者に粘り強く対応を続ける。
・地元要望については、鉄道・運輸機構に最大限の対応を求めるとともに、県が創設する事業推進の
ための補助金制度等を活用し対応したい。

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第３章　快適で住みよいまちづくり
第４節 快適な交通体系の整備

【成　果】
・市民バス（福祉バス含む）の利用者については、対前年度比１０３．４％と２３年度以降増加傾向
が続いており、今後さらに２６年４月のダイヤ・ルートの一部改正や、デマンド便の試験運行により
利便性の向上に努めていきたい。また、市街地循環北・南ルートは対前年度比１０７．５％となって
おり、中心市街地在住者のバス利用が増加している。２６年４月より停留所を増設し、さらなる利便
性向上を図りたい。
・福井鉄道福武線の利用者については、対前年度比１０５．８％と近年にない伸びとなっており、こ
れまでの福井鉄道の地道な取組みやサポート団体を始めとした沿線市の乗る運動の成果であると考え
ている。
・また、北府駅が国の登録文化財に指定されたことから、改修された車両工場も指定を受けることが
できるよう支援していきたい。併せて、１９６５年製で１９８９年までシュツットガルト市で路面電
車として運行された車両の導入により、県外を含めた鉄道ファンや観光客にＰＲすることで利用者の
増加を期待している。
【課　題】
・市民バスは、特に今立エリアで利用者数が落ち込んでいる。人口の減少や、利用者のタクシーやデ
イサービス利用等への移行などが原因として考えられる。
・福武線については、改善はしているものの定期外の利用者数の伸びが低く、利用者数が安定しない
原因と考えている。
【対　策】
・市民バスの今立エリアは、午後便がスクールバスとの併用ということもあり、抜本的なダイヤ・
ルートの変更が困難な状況にある。引き続き利用促進の周知に努めたい。武生エリアの郊外路線の一
部でも、利用者数が減少しており、２６年４月のダイヤ・ルートの一部改正を機に、利用促進に努め
たい。
・福武線については、市民の公共交通機関利用に対する意識改革を進め利用者増を図るとともに、サ
ポート団体と連携して北府駅でイベントを開催するなど、引き続き福武線の乗客数を増加させるため
取組みを継続する。

成果・課題・対策施策名

（１）
公共交通の整備

内
部
評
価

（４）
道路の整備と維持管理
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内
部
評
価

4

達成度

4

・駐車場の整備・管理については、まちなか駐車場がアスファルト舗装化によって利便性が向上した
ことで利用台数が増加し、結果交流人口の増加に寄与した。また、ＪＲ王子保駅、ＪＲ武生駅東の一
般駐車場、ならびにＪＲ武生駅東のロックプレート式駐車場についても、ＪＲ利用者への周知・普及
等により利用台数が増加した。今後、まちなか駐車場については、市やまちなかプラザホームページ
でのＰＲ、周知看板の充実に努め、来街者の利用向上を図る。また、その他の駐車場においても、市
の広報やＨＰ等で月極駐車場の募集を積極的に行なうとともに、老朽化した施設の改修等により利用
者の利便性を向上させ、なお一層の利用促進を図る。
・道路の整備については、８月に戸谷片屋線が全線開通した。また、戸谷片屋線の先線についても、
２５年度大きな支障物件の移転交渉が成立した。今後、戸谷片屋線の先線については、引き続き用地
の取得に努め、２７年秋の広域農道までの開通を目指す。一方、道路の維持管理については、巡視パ
トロールと随時保守を実施した結果、事故の未然防止等適正な管理が行われた。また、道路付属物
（照明・標識・舗装・トンネル等）の点検、調査を実施して現状把握を行うとともに、橋長６ｍ以上
１５ｍ未満の橋梁についても点検、調査を実施した。今後の道路の維持管理にあたっては、計画的予
防保全に努めるとともに、市民からの通報やパトロールによる危険箇所の迅速な対応に努める。
・雪に強い道づくりについては、幹線道路の消雪施設を市道路無雪化事業整備計画に基づき計画的整
備を進めるとともに、除雪協力業者の除雪車両となる重機の購入もしくは更新に対し補助制度を整備
した。今後とも、事業効果の高い幹線道路、並びに一定の生活道路について消雪施設の整備を図ると
ともに、除雪体制の維持にあたっては、除雪機械の保有台数を確保し冬期間の通行確保を図ってい
く。

内

部

評

価

第４節
快適な交通体系の整備

成果・課題・今後の方向性

・市民バス（福祉バス含む）については、対前年度比１０３．４％と増加傾向が続いており、今後さ
らに２６年４月のダイヤ・ルートの一部改正などにより利便性の向上に努めていきたい。また、地域
による増減がはっきりしてきた傾向があり、それを分析することで利便性の向上に活かしたい。
・福井鉄道福武線については、対前年度比１０５．８％と近年にない伸びとなっており、これまでの
福井鉄道の地道な取組みやサポート団体を始めとした沿線市の乗る運動の成果であると考えている。
また、北府駅が国の登録文化財に指定されたことから、改築された車両工場等も含め、鉄道ファンや
観光客にＰＲすることで利用者の増加を期待している。
・北陸新幹線については、中心線測量の実施に向け、沿線町内に対し説明を行ってきたところ、全町
内で中心線測量実施の了解を得ることができ、ほぼ全ての地権者の同意を得た。今後は、中心線測量
の早期完了に向け、関係者に粘り強く対応を続けるとともに、地元要望についても、鉄道・運輸機構
に対応を求める一方、県が創設する事業推進のための補助金制度等を活用し対応したい。

（５）
雪に強い道づくり

政策名

【成　果】
・降雪時には、気象や積雪の情報を的確に収集し、市民生活や産業活動に支障をきたさないよう、道
路除雪の実施に努めた。
・市道路無雪化事業整備計画に基づき、幹線道路を中心に、計画的な消雪施設の整備を実施した。
・除雪協力業者の除雪車両となる重機の購入もしくは更新に対し補助制度を整備した。

【課　題】
・道路除雪については、除雪作業を行うオペレーターの高齢化が進んでおり、将来はオペレーター不
足が危惧される。
・除雪機械購入補助制度のニーズが多いため拡充が必要である。
・道路の消雪施設の整備については、幹線道路を優先して整備しているが、生活道路の整備要望も多
い。

【対　策】
・除雪については、リースの除雪車両台数を確保して除雪業者に貸与するとともに、除雪車両となる
重機の購入もしくは更新に対する補助制度により、除雪能力体制維持に必要な除雪車両台数を確保す
る。
・緊急時における通行確保及び産業活動の維持確保を図るうえで事業効果が高い消雪設備の整備を市
道路無雪化事業整備計画に基づき進めていく。また、生活道路においては、設備が必要な路線につい
て、次期の市道路無雪化事業整備計画に位置付けを図るとともに、当面は既設井戸の余剰水量の範囲
内で整備していく。
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基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

66.0 66.0 66.0 66.0

41.57 58.89 65.23 －

400

591 823 964 1,060

－ 0.74 1.56 2.56

23.7 32.7 41.1 56.98

366 550 580 （事業完了）

戸谷片屋線整備事業

整備率（市無雪化計画）
整備延長／整備計画延長

整備済延長（事業費換算）
（Km）

整備済延長（事業費換算）
（ｍ）

補助道路整備事業

雪寒地域道路整備事業

地方特定道路整備事業

事業名

中心市街地駐車場整備
事業

91,394

達成状況　（年度末見込み）

1,730,919

90,449

1,758,736 1,778,348

実践プログラム【主な事業計画】

指標名

中心市街地駐車場整備率
整備箇所数/整備計画箇所数

68.4
（H18.4）

68.9
（H18.4）

71.0

整備済延長（事業費換算）

内
部
評
価

内
部
評
価

70.0

1,639,504
(H19)

1,944,000

97,290
市民バス利用者数（福
祉バス含む）＜再掲＞
（人）

94,212

街路整備事業

達成状況　（年度末見込み）

実践プログラム【数値目標】

指標名

85,760
(H18)

130,000

市道改良率（％）

72.375.0
都市計画道路（街路）
整備率（％）

福井鉄道福武線利用者
数＜再掲＞（人）

1,882,300

消雪施設整備路線延長
（km）

41.3
（H18.4）

60.0 47.5

市道歩道設置延長
（km）

106.9
（H18.4）

115.0 110.4 112.5

70.9

74.2

51.2

113.9

73.8

49.4

70.6 70.9

74.3

54.6

114.4

（地方特定事業廃止)

単独道路整備事業 整備延長（ｍ） （単独道路整備事業新規追加）

整備率（事業費換算）
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達成度

4

達成度

4

・地球温暖化防止対策事業については、市所有の街路灯などのＬＥＤ化事業に取り組んだほか、町内
会が所有する防犯灯のＬＥＤ灯への交換及び新設に対し、１基あたり５，０００円の補助を行った。
さらに、２６年度からは町内会所有の防犯灯のリース方式によるＬＥＤ化を推進することで、さらな
るＣＯ２の排出量削減を図る。
・ごみ減量化推進事業については、集団回収を奨励し、雑がみや古衣類の集団回収についても出前講
座で啓発するなど取組みを強化した。また、２６年度においては、家庭から出る粗大ごみのうち、金
属類や電気製品の回収については拠点回収所を設けるなど、新しい取組みを展開していく。
・環境美化推進事業については、不法投棄物の監視パトロールを行い、不法投棄抑制に取り組んだ。
一方、野焼きや空地管理への苦情が多く寄せられており、今後とも環境美化への周知啓発に努めてい
く。

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第３章　快適で住みよいまちづくり
第５節 環境にやさしいまちづくり

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

第５節
環境にやさしいまちづ
くり

【成　果】
・地球温暖化防止対策事業については、電気自動車導入促進事業補助金の補助件数が１４件、住宅用
太陽光発電設備の普及については、省エネ設備等と組み合わせ県内トップクラスの補助内容に拡充し
たエコ・ニコニコ補助金制度（１ｋＷ当たり３６，０００円）により、補助件数が１１７件であっ
た。
・市公共施設の屋根貸しによる太陽光発電事業は、２５年度に１施設の応募があったことから、６施
設の総発電容量は２４３ｋＷ（住宅約５０軒分に相当する太陽光発電設備）となった。
・市所有の街路灯などのＬＥＤ化事業については、２，３５１灯の交換工事を行い、ＣＯ２の排出量
は１０年間で３，３００ｔ削減されるとともに、８，０３０万円の経費節減効果を見込んでいる。ま
た、町内会が所有する防犯灯については、２５年度からＬＥＤ灯への交換及び新設に対し、１基あた
り５，０００円の補助を開始した結果、３８９基の補助を行った。
・ごみ減量化推進事業については、集団回収を奨励し、新規が４団体、実施回数の増加団体が１９団
体あったほか、雑がみ救出作戦や古衣類の集団回収及びダンボールコンポストについても出前講座で
啓発するなど取組みを強化した。また、使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律が２５
年４月に施行されたことを受け、貴金属やレアメタル等の資源確保と廃棄物の減量化のため、２５年
６月に本庁舎と総合支所、１１月には各地区公民館などに回収ボックスを設置し、携帯電話・デジタ
ルカメラ・電卓等の使用済小型電子機器等を約１，０００ｋｇ回収した。
・環境教育事業については、保育園・幼稚園を対象にした環境学習会を目標通り全保育園・幼稚園で
行い、延べ５０回１８５６人が参加した。また、小学５年生を対象にＣＯ２ＣＯ２キッズ大作戦を実
施し、５９４人(約７３％）の参加があった。市環境出前講座は２０回実施し、参加者は５２０人、
エコビレッジ交流センター主催講座も３２回開催し、参加者は５００人だった。

（2）
望ましい環境の保全・
創造

【成　果】
・生活環境の保全事業については、大気観測局や河川の水質調査により環境監視を行ったところ、概
ね環境基準に適合していた。
・公害防止協定事業所のうち３８事業所で４６回（水質４１回、大気０回、悪臭５回）の立入及び聞
き取り調査を実施した。
・環境美化推進事業については、河川一斉清掃、雪どけクリーン作戦を行うとともに、不法投棄の防
止及びその啓発、不法投棄物の早期発見等を目的に監視パトロール業務を行い、不法投棄抑制に努め
た。野焼きや空地管理への苦情が多く寄せられており、今後とも環境美化への周知啓発に努めてい
く。また、県不法投棄防止連絡会の事業として、向新保町において、大量の廃棄物を回収した。
・環境公害苦情件数が、２４年度比約３０％減少した。
・環境マネジメントシステム推進事業については、ＥＳえちぜん認証機構により更新、確認、維持審
査を行い事業所への指導に当たった。
・福井県で初めてＰＭ２．５注意喚起がなされ、迅速な周知活動に当たった。
【課　題】
・公害防止協定事業の立入及び聞き取り調査において、協定書に基づく指導を４件（水質４件）行っ
た。（昨年度比２件減）
・廃棄物の不法投棄や野焼きが減少傾向ではあるが、後を絶たない。（不法投棄：２４年度３６件、
２５年度１８件）（野焼き：２４年度２５件、２５年度１９件）
【対　策】
・公害防止協定基準不適合事業所の迅速な指導を徹底する。
・不法投棄等の防止についての市民への啓発に努める。

【課　題】
・電気自動車の普及には、充電設備のインフラ整備が不可欠である。
・住宅用太陽光発電をさらに普及する必要がある。
・「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律」をうけ、収集体制の整備及び住民への周
知を強化する必要がある。
・町内会が所有する防犯灯について、１基あたり５，０００円の補助制度で全町内の防犯灯をＬＥＤ
に切り換えるには、かなりの年数がかかる。（町内所有の防犯灯は約１１，０００灯）

【対　策】
・充電設備のインフラ整備については、国の次世代自動車充電インフラ整備促進事業を活用し、市の
２施設において電気自動車用急速充電設備を設置するとともに、民間施設での整備促進を図るため、
市独自の急速充電設備導入補助金を創設し、電気自動車の一層の普及を図っていく。
・市の住宅用太陽光発電設置に係る補助制度の周知を図り、普及に努める。
・２６年度においては、家庭から出る粗大ごみのうち、金属類や電気製品の回収については拠点回収
所を設けるなど、新しい取組みを展開していく。
・町内会が所有する全防犯灯の早期のＬＥＤ化を推進するために、２６年度からＬＥＤ防犯灯のリー
ス方式を推進する。

（1）
持続可能な循環型社会
の推進

4
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基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

3,247 3,272 3,250 3,050

91 147 132 117

23,215 23,690 24,351 24,522

797

里山の森林づくりボラ
ンティア参加人数
（人）

190
（H16）

210 200 185 201 200

ＥＳえちぜん認証事業
所数（累計）（事業
所）

45
（H18）

75 70 70 72 72

ごみ排出量(g/1日/1
人)

828
(H17)

728 741

住宅太陽光発電システ
ム導入補助件数

年間100件導入促進

11 21 35
電気自動車普及台数
（補助台数及び市導入
台数の累計）（台）

0
（H22）

48 0

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

古紙集団回収量 資源回収量

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

南越清掃組合分担金 市ごみの排出量

286 433

1.90 1.90

757 789

25.7 25.1 24.4

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

ごみの資源化率（％）
23.3

（H17）
30.1 26.2

生活系ごみ排出量（県
下９市の生活系ごみ排
出量の順位）（位）

1
(H22)

1 1 1

1.91

1 1

家庭用太陽光発電設置
戸数（補助件数累計）
（戸）

286
（H22）

900

市民１人当たりの年間
ＣＯ２排出量(t-CO2)

1.93
（H15）

1.65 1.94

561 678
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達成度

3

（2）
危機管理体制の充実

内
部
評
価

【対　策】
・市地域防災計画（原子力災害対策編）の改定については、国の指針や県地域防災計画（原子力災害
対策編）の改定内容を速やかに反映する。
・原子力防災訓練については、市地域防災計画（原子力災害対策編）に基づく訓練を県に併せ実施す
るため、県に対して引き続き、原子力防災訓練の早期実施を要望する。
・実践対応訓練については、浸水災害や土砂災害を想定し、避難場所開設・運営等を中心とした市総
合防災訓練を実施する。

4

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第４章　安全で安心なまちづくり
第１節 地域が支える防災体制の充実

【成　果】
・町内集会所の耐震化については、２４年度から補助制度を開始して、これまでに１２集会所が耐震
診断を実施し、そのうち１件が補強工事を行った。
・自主防災組織の強化については、避難マニュアル・防災マップの全町内での作成を目指し、地区や
町内で説明会を開催した。自主防災組織の役員と市職員の協働により、１１５町内が完成し、現在、
１２５町内が着手している。
・防災意識の向上については、自主防災組織リーダー育成研修会（テーマ：避難所運営、３回実施、
延べ４３３人参加）や市政出前講座を通じて、自助・共助の重要性等について周知を図った。さら
に、市広報紙や丹南ケーブルテレビにより、防災意識の啓発を図った。
・防災士育成事業については、地域との協働による災害に強いまちづくりを推進していくため、防災
士を７人育成した。
・要配慮者対策については、６月に自主防災組織リーダー育成研修会等で、区長や民生委員に登録台
帳の見直しを依頼した。修正依頼のあった台帳については順次修正し、９月に修正後の台帳を改めて
配布した。
【課　題】
・町内集会所の耐震診断については、まだ実施町内が少ない。（対象件数５９件中１２件実施）
・町内集会所の耐震工事については、町内会の費用負担が大きいことからなかなか進まない。（耐震
診断実施１２件中１件実施）
・避難マニュアル・防災マップ作成の未着手町内が残っている。
・防災意識の向上のため、防災リーダーの育成が必要である。
・地域の防災関係者（区長、地区安全防災部役員等）の交代により防災力が低下している。
【対　策】
・町内集会所の耐震化については、耐震診断等の未実施町内会に継続して診断や補強工事を働きかけ
るとともに、町内集会所に対する全体的な補助制度の見直しを検討する。
・避難マニュアル・防災マップの作成については、未着手町内で説明会を開催し、引き続き取組みを
推進していく。
・防災士育成事業については、引き続き防災士の養成を図るとともに、養成した防災士に、市が主催
する事業等に協力してもらうなど、防災コーディネーターとしての育成を図る。
・防災意識については、自主防災組織リーダー育成研修会や出前講座の継続的な開催により、住民の
意識向上を図る。防災訓練や研修会等への積極的な参加を呼びかけるなど、自助、共助による災害に
強いまちづくりを推進していく。

成果・課題・対策施策名

（1）
地域防災力の充実

【成　果】
・市地域防災計画（原子力災害対策編）策定については、市の原子力災害対策の基本となるものであ
り、国の防災指針及び県の地域防災計画(原子力災害対策編）に沿って、市防災会議 、専門部会、作
業部会、策定準備会議を随時開催し、市地域防災計画（原子力災害対策編）等を２５年１２月２４日
に策定した。その後、２６年３月末に開催した市防災会議において、２６年１月の国の防災基本計画
の修正及び２６年３月の県の地域防災計画（原子力災害対策編）の改定に伴う改定を行った。
・安定ヨウ素剤の配置については、２６年３月末に県が国の新たな方針に基づき住民の一回分を市に
配布したため、当面、広域避難所である１６小学校及び１中学校に仮配置した。
・原子力防災訓練については、２５年６月１６日の県原子力防災総合訓練に併せて、市の独自訓練と
して、市災害対策本部や地区拠点基地の設置・運営・情報伝達訓練を実施した。
・避難場所の早期開設及び運営が円滑に行えるよう、避難場所の良好な生活環境を確保するための運
営基準や、その取組み方法などを記載した避難場所開設・運営等手順書を２６年３月に作成した。
・災害に向けた初動体制づくりについては、各課の防災マニュアルを見直しチェックリスト化し、災
害発生時に迅速に対応できる体制づくりに取り組んだ。
・避難所における公衆衛生の向上と避難生活における市民の精神的負担の軽減を図るため、避難所に
おける理容・美容サービス業務の提供に関する協定を３民間団体と締結し、災害時の協力体制を強化
した。
・良好な広域避難場所の開設運営のため、災害対策基本法改正に基づき、備蓄品として食物アレル
ギー対策用のアルファ米、牛乳アレルギー対応ミルク、生理用品、乳幼児・高齢者用おむつ等を１２
月補正予算において前倒し整備した。
・２５年７月に発生した大雨では、連続雨量が都辺町で２２６ミリ、吉野瀬川の上太田町で氾濫危険
水位を超える３．３４メートルを記録する大雨に見舞われ、吉野瀬川流域の町内、白山地区の安養寺
町を除く全域、坂口地区の全域、４，４７８世帯・約１万３千人に避難勧告を発令するとともに、広
域避難場所を開設し避難者の受入を行った。また、９月１６日の台風１８号では、気象庁が、福井県
に大雨特別警報を発令した。市では直ちに災害対策本部を設置し、市内全域に広域避難場所を開設す
るとともに、吉野瀬川流域等の３，９８０世帯、約１１，０００人に避難勧告を発令し、全庁体制で
警戒にあたった。
【課　題】
・地域防災計画（原子力災害対策編）の修正（安定ヨウ素剤の配布・服用方法、広域避難の際の避難
ルートの位置づけ）が必要である。
・原子力災害を想定した防災訓練の実施が必要である。
・住民避難、災害時要援護者の避難支援、避難場所の開設・運営等を含めた実践対応訓練の実施が必
要である。
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達成度

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

2 34 117 240

－ － 80 80

120 148 168 186

22 27 31 38

－ － 8 4

内

部

評

価

内
部
評
価

17

コミュニティ会館耐震
化促進事業

耐震診断件数

診断件数（延件数）

改修件数/改修目標件数
（3ヵ年で42件）

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名

0
（H17）

3,800

防災訓練の実施地区数
（地区）

達成状況   (年度末見込み)

町内ごとの防災マップ、避
難マニュアルづくり

17 1717

デジタル無線機の導入防災行政無線管理事業

事業名

地域防災対策事業

木造住宅耐震改修促進
事業

自主防災組織リーダー
育成研修会参加者数
（累計）（人）

第１節
地域が支える防災体制
の充実

政策名

木造住宅耐震診断促進
事業

実践プログラム【主な事業計画】

指標名

10
(H18.11)

17

成果・課題・今後の方向性

・町内集会場への支援については、耐震化を含めた全体的な補助制度の見直しを検討するとともに、
補助の有効的な活用について周知に努める。
・自主防災組織の育成強化については、避難マニュアル・防災マップの全町内での作成を目指し、地
区や町内で説明会を開催した結果、自主防災組織の役員と市職員の協働により、１１５町内が完成
し、現在、１２５町内が着手している。今後も引き続き、未着手町内で説明会を開催し、取組みを推
進していく。
・防災士育成事業については、地域との協働による災害に強いまちづくりを推進していくため、防災
士を７人育成した。今後は、引き続き防災士の養成を図るとともに、養成した防災士に、市が主催す
る事業等に協力してもらうなど、防災コーディネーターとしての育成を図る。
・市地域防災計画（原子力災害対策編）策定については、越前市の原子力災害対策の基本となるもの
であり、国の指針及び県の地域防災計画(原子力災害対策編）に沿って、市防災会議 、専門部会、作
業部会、策定準備会議を随時開催し、市地域防災計画（原子力災害対策編）等を２５年１２月２４日
に策定した。その後、２６年３月末に開催した市防災会議において、２６年１月の国の防災基本計画
の修正及び２６年３月の県の地域防災計画（原子力災害対策編）の改定に伴う改定を行った。今後
は、国の指針や県地域防災計画（原子力災害対策編）の改定内容を速やかに反映する。
・安定ヨウ素剤の配置については、２６年３月末に県が国の新たな方針に基づき住民の一回分を市に
配布したため、当面、広域避難所である１６小学校及び１中学校に仮配置した。
・原子力防災訓練については、２５年６月１６日の県原子力防災総合訓練に併せて、市の独自訓練と
して、市災害対策本部や地区拠点基地の設置・運営・情報伝達訓練を実施した。
・避難場所の早期開設及び運営が円滑に行えるよう、避難場所の良好な生活環境を確保するための運
営基準や、その取組み方法などを記載した避難場所開設・運営等手順書を２６年３月に作成した。
・災害に向けた初動体制づくりについては、各課の防災マニュアルを見直しチェックリスト化し、災
害発生時に迅速に対応できる体制づくりに取り組んだ。
・良好な広域避難場所の開設運営のため、災害対策基本法改正に基づき、備蓄品として食物アレル
ギー対策用のアルファ米、牛乳アレルギー対応ミルク、生理用品、乳幼児・高齢者用おむつ等を１２
月補正予算において前倒し整備した。
・災害時の応援協定を、３民間団体と締結し、災害時の協力体制を強化した。

達成状況　（年度末見込み）

2,8731,680 2,040 2,440
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達成度

4

達成度

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

52.5 53.6 55.0 57.5

19.8 23.0 26.0 30.9

0 0 0 0

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第４章　安全で安心なまちづくり
第２節 郷土を守る治山・治水対策の充実

施策名 成果・課題・対策

（1）
郷土を守る治山・治水
対策の充実

内
部
評
価

【成　果】
・吉野瀬川ダム事業に伴う旧市土地開発公社所有地の売却が完了した。
・尼寺川樋門工事に着手した。
・市東部集中豪雨対策については、災害復旧の範囲までは県、それ以外の拡張・改良等は市とする役
割分担を決定した。
・２４年度に引き続き、災害復旧支援会議を開催（計１０回開催）し、計画的に復旧復興を進めた。
・小規模荒廃地治山事業を赤坂町地係で実施し、森林の保全、土砂の流出の防止に努めた。
・県営治山事業については、地元要望の取りまとめ及び同意を得る作業を行った。
・3度にわたる豪雨により、農林施設の122箇所が被災したため、補正予算を組むなど早急な対応によ
り、次期耕作には支障のないまでに復旧した。
【課　題】
・吉野瀬川ダムについては、相続等の理由から用地取得に至っていない地権者がいる。
・吉野瀬川放水路整備事業に伴う用水の付け替えについて、地元同意が取れていない。
【対　策】
・吉野瀬川ダムで同意が得られるよう引き続き説明を行う。
・吉野瀬川放水路整備事業に伴う用水の付け替えについては、ポンプ圧送で同意を得られるようにす
る。

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

第２節
郷土を守る治山・治水
対策の充実

　吉野瀬川ダムについては、用地取得が完了していない地権者に対し、ダム事務所とともに引き続き
丁寧な説明を行い早期の事業着手を目指す。一方、吉野瀬川放水路については、２８年度の機能発揮
に向け順次県と連携しながら整備を進める。
　市東部集中豪雨対策については、県・市の役割分担が決定し、それぞれの役割に応じて対策が進行
した。ただし、岡本ダムの治水ダム化については、利水組合への支援が必要であり、このことについ
て関係部局と連携しながら対応策を検討する。

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

河川整備延長（小規
模）（m）

0
(H18)

2,500 1,382 1,701 1,892

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況   (年度末見込み）

2,314

土砂災害防止事業 砂防指定箇所数

吉野瀬川ダム建設関連
事業

進捗率　（県事業費に係る
当該年度までの事業費／総
事業費）

吉野瀬川河川改修事業
進捗率　（県事業費に係る
当該年度までの事業費／総
事業費）
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達成度

3

3

達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

519 450 431 447

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第４章　安全で安心なまちづくり
第３節 地域ぐるみの防犯対策の充実

施策名 成果・課題・対策

内
部
評
価

内

部

評

価

第３節
地域ぐるみの防犯対策
の充実

（1）
子どもの安全・安心の
確保

【成　果】
・子どもの見守り活動については、警察署や自治振興会、ＰＴＡなどと連携し、活動を推進した。
・防犯環境の整備については、通学路用防犯灯の新規整備や維持管理を行い、防犯環境の整備に努め
た。
・防犯環境の整備に伴う管理費や環境負荷の軽減を図るため、市が新規に設置する通学路用防犯灯に
ついては、ＬＥＤを採用するとともに、既存の防犯灯をＬＥＤに更新した。
【課　題】
・子どもを取り巻く環境の悪化により、犯罪に巻き込まれる危険がある。
【対　策】
・子どもの見守り活動については、関係機関や団体との連携を強化し、子どもの安全を地域全体で見
守る環境づくりを進める。

（2）
地域防犯活動の推進

【成　果】
・警察・防犯隊等関係団体と連携する中、防犯パトロールの強化、振り込め詐欺等に対する防犯対策
として、警察・防犯隊と協働でＪＲ武生駅や市内の量販店などでチラシの配布及び呼びかけの広報活
動などを行い、防犯意識を高めた。
・特に２５年度は年金支給日に合わせて振り込め詐欺防止広報活動や、９月～１２月に警察所管団体
と連携し自転車盗難防止パトロールを実施し、防犯意識を高めた。
【課　題】
・車上荒らしや振り込め詐欺、空き巣、自転車盗難、特に万引きなどの事件は依然として発生してい
るため、事件発生を減らす対策が必要である。
【対　策】
・防犯隊各支隊にさらなる活動強化を呼びかけるとともに、警察・自治振興会等の地域の防犯団体等
と連携を図る中、犯罪の抑止・防犯意識の向上に努め、犯罪に強いまちづくりを推進する。

政策名 成果・課題・今後の方向性

　子どもの安全・安心の確保については、警察署や自治振興会、ＰＴＡなどと連携し、子どもの見守
り活動を推進するとともに、通学路用防犯灯の新規整備やＬＥＤへの更新などの管理費や環境負荷の
軽減を図り、防犯環境の整備に努めた。今後も関係機関や団体との連携を強化し、子どもの安全を地
域全体で見守る環境づくりを進める。
　地域防犯活動については、警察や防犯隊等関係団体と連携して、防犯パトロールの強化や広報活動
など防犯対策の強化を図ったが、残念ながら、２５年度においては刑法犯認知件数が上昇し、依然と
して車上荒らしや振り込め詐欺、空き巣、自転車窃盗、万引きなどの事件が発生している。今後も、
防犯隊各支隊にさらなる活動強化を呼びかけるとともに、警察・自治振興会等の地域の防犯団体等と
連携を図る中、犯罪の抑止・防犯意識の向上に努め、犯罪に強いまちづくりを推進する。

12

市内の刑法犯認知件数

1413

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

自主防犯パトロール
（青色回転灯装備）車
の２台以上の保有地区
数（地区）

12
(H23)

17 12

刑法犯認知件数（件）
450
(H23)

350 519 450 431 447

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

防犯対策事業
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達成度

4

達成度

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

2,351 1,544 2,269 3,039

42.00 89.40 91.40 92.50

指標名

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第４章　安全で安心なまちづくり
第４節 消防・救急体制の充実

施策名 成果・課題・対策

（1）
消防・救急体制の充実

【成　果】
・消防力の充実・強化については、消防ポンプ自動車の更新整備や、消防団ポンプ車の分散配置、消
防資機材、安全装備品等の整備を進めるとともに、地域防災力の要となる消防団員についても、全国
的に団員の減少傾向にあるなか、現数を維持しながら、各種教育訓練を積極的に実施し、消防力の充
実・強化を図った。
・救急・救助体制の充実については、救急救命士の養成や高規格救急車の更新整備の他、応急手当普
及啓発では、ＡＥＤ講習などを含めた普通救命講習会を通じ、救命処置ができる市民の確保を図っ
た。また、救急隊員、救助隊員の資質や技術向上のため、各種訓練を積極的に実施した。
・災害対応については、９月１６日に大雨特別警報が発令されるなど、大雨による水防活動などの災
害対応のため、計４回警防本部を設置して、市の災害対策本部と連携を取りながら、職員延べ１８９
人、消防団員６８人が出動し、被害の防止・軽減に努めた。
・火災予防対策の推進については、出前講座による防火講習会や一般家庭の防火診断を通じ、市民の
防火意識の高揚を図るとともに、事業所の各種立入検査を積極的に実施し、防火安全対策を推進し
た。住宅用火災警報器の普及については、未設置世帯へ設置促進の通知文書を送付し設置率の向上に
努めた。さらに、防火豆まき、防火ポスターコンクール及び防災ふれあいプラザ等により、幼・少年
消防クラブの育成を推進した。特に、火災発生が多くなる冬期には、高齢者世帯など災害弱者を中心
に巡回・家庭訪問を実施した。

【課題及び対策】
　消防団員について、社会構造の変化により今後その確保が困難となることが予想されるので、団員
数の確保に向けた取組みを強化するとともに、消防団支援法の趣旨に基づき組織の強化、装備の充実
を図る。その他、今後も引き続き、市民の安心と安全の確保のため、消防・救急体制の充実に向け、
各推進事業を積極的に行う。

4,608 5,587 6,287
普通救命講習会の修了
者数（延べ数）

837
(H19）

10,000 3,554

防火講習会等の開催回
数（年間）

278
（H17）

540 540 624 667 651

指標名事業名

内
部
評
価

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

第４節
消防・救急体制の充実

　自然災害や地域社会の変化による災害の複雑多様化、大規模化に対応し、市民の生命、身体及び財
産を火災や地震等のあらゆる災害から守るため、消防車両や資機材等などの適切な更新整備を進める
とともに、地域防災力の要となる消防団員についても、全国的に団員の減少傾向にあるなか、現数を
維持しながら、各種教育訓練を積極的に実施し、消防力の充実・強化を図った。
　また、救急救命士の養成や救急隊・救助隊の各種訓練の実施、市民に対する普通救命講習会の開催
など、救急・救助体制の充実に取り組むとともに、市内全域を対象に住宅用火災警報器の設置状況の
調査を行い、未設置世帯への普及啓発に努めるなど、火災予防対策に取り組んだ。
　災害対応については、、９月１６日に大雨特別警報が発令されるなど、大雨による水防活動などの
災害対応のため、計４回警防本部を設置して、市の災害対策本部と連携を取りながら、職員延べ１８
９人、消防団員６８人が出動し、被害の防止・軽減に努めた。
　今後も、消防力及び救急・救助体制の充実・強化を図る一方、市民の防火意識の高揚をはじめとす
る火災予防対策を推進するとともに、地震、水害等の災害への対策を強化し、市民生活の安心と安全
の確保に努める。

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

達成状況　（年度末見込み）

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

達成状況 　（年度末見込み）

火災予防対策推進事業

立入検査等件数
（防火対象物立入検査、危
険物施設立入検査、一般家
庭防火診断）

火災予防対策推進事業

住宅用火災警報器の設置率
設置世帯数/調査済世帯数
（空き家、不在世帯を除
く）
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達成度

4

3

3

3

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第４章　安全で安心なまちづくり
第５節 暮らしの安全の向上

施策名 成果・課題・対策

【成　果】
・複雑多様化する消費者からの相談に迅速、的確に対応するため、相談員を３人体制とするととも
に、消費者相談員法律アドバイザーを２人増員し４人とした。
・出前講座の未実施の団体や地区敬老会へのチラシ配りに積極的に取り組んだ結果、回数・受講者と
もに目標を大幅に上回った。また、出前講座において消費者グループ連絡協議会のメンバーが、最新
の被害の手口をパネルシアターで啓発促進に努めた。
【課　題】
・インターネット関連の相談が、若者に限らず高齢者にも及んできているほか、ファンド型投資商品
など利殖商法に係る相談では、一件当たりの平均被害額が高額となっている。
・消費者サポーターのうち大半の方に、啓発活動を行えるだけのノウハウが整っていない。
【対　策】
・学校や地域においても消費者教育の出前講座を推進し、安全で安心な消費生活の実現を目指すた
め、消費者サポーターを啓発活動のメンバーとして養成する。

（2）
交通安全の推進

【成　果】
・２５年の人身事故件数・死者数・傷者数はいずれも２４年と比較し、減少した。（死者数２４年４
人・２５年３人、傷者数は９年連続減少）
・通学路の安全確保のため、交通指導員を１０人増員し街頭指導を強化することで、安全確保を図っ
た。
・通学路における、危険歩道箇所へのグリーンベルト(５箇所)を整備し、通学路の安全確保を図っ
た。
・警察と共同で市民バスの乗客に反射材の貼付など交通安全啓発活動を実施し、高齢者等の交通安全
啓発を行った。
・自転車利用者への交通ルール･マナーの周知徹底のため、中学校・高校における通学用の自転車安
全点検を行い、自転車の安全性の確保を図った。
【課　題】
・夜間・薄暮時における、高齢者の死亡事故が多発している。
・通学時の安全確保が必要である。
【対　策】
・交通安全活動の充実を図るため、交通指導員の定員である７０人を確保する。(実員５４人)
・子どもと高齢者の交通事故防止のため、交通安全教室を積極的に開催するとともに、高齢者の運転
免許自主返納を推進する。
・夜間・薄暮時に外出する場合は、反射材をつけるなど高齢者と子どもの交通事故防止対策を行う。

内
部
評
価

（3）
生活関連施設の充実

【成　果】
・斎場施設については、施設の老朽化による想定外の修繕が数箇所発生したが、早急に修繕を行っ
た。
・鴨谷霊苑・佐山鹿ノ楽墓園については、使用許可後３年以上の未建墓者に対して書面や電話等によ
り、建立又は返還の意志を確認し、減少に結びつけた。
・公衆浴場については、浴場組合が祝日等（こどもの日・敬老の日・みどりの日・終戦記念日・文化
の日）に実施した幼児・児童・老人の入浴無料開放事業やシャンプー・ボディソープの無料提供等に
対して補助を行い、市民の公衆浴場利用の機会の確保と経営の安定に努めた。
【課　題】
・斎場施設については、施設の老朽化、特に斎場入口の市道、駐車場の傷みが激しい。
・鴨谷霊苑・佐山鹿ノ楽墓園については、未建墓者に対して書面や電話等の対策を取ったが、まだ建
立しない未建墓地がある。また、放置墳墓については、今後も増加傾向にある。
【対　策】
・斎場施設については、年次計画に基づく火葬設備の修繕と、道路・駐車場を含めた斎場施設の整備
計画の策定を行う。また、２６年度から新しい指定管理者となるため、引き続き安定した火葬業務が
遂行できるよう安全管理マニュアルの徹底順守の指導に努める。
・鴨谷霊苑・佐山鹿ノ楽墓園については、未建墓者に対する建立の催促及び返還の指導強化を行う。
通知等による墓地使用権承継の催促と使用料納付の周知徹底を行う。

（1）
消費者行政の充実

（4）
水資源の確保

【成　果】
・日野川水資源保全活用連絡協議会と、環境保全や有効活用の啓発を図るため、ダム上流域の環境整
備及び桝谷ダム等の施設見学会を実施した。
・水資源の有効利用事業として、消雪管路の整備や小水力発電の取組みを進めた。小水力発電につい
ては、２６年度供給開始予定である。
【課　題】
・日野川水資源の広域的な有効活用のさらなる推進と啓発を図る必要がある。
【対　策】
・消雪事業への活用や小水力発電事業に継続して取り組む。
・ダム上流域の環境保全の取組みを充実させるとともに、２６年度供給開始予定の小水力発電施設を
秋のダム等施設見学会に組み込むなど、有効活用のさらなる啓発を図る。
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達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

1,269 1,256 1,063 1,050

69 97 89 103

344 275 270 238交通安全施設整備事業 市内の交通事故発生件数

年間消費者相談件数

消費者対策事業 消費者講座等の実施回数

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

第５節
暮らしの安全の向上

 消費者行政については、複雑多様化する消費者からの相談に迅速、的確に対応するため、相談員や
消費者相談員法律アドバイザーを増員したが、さらに学校や地域においても消費者教育の出前講座を
推進し、安全で安心な消費生活の実現を目指すため、消費者サポーターを啓発活動のメンバーとして
養成する。
　交通安全については、市交通安全計画の重点施策の一つである交通安全新３Ｓ運動（シルバー・ス
ロー・シー）を軸に、越前警察署、交通指導員会等関係団体によるパトロールの強化や、交通安全チ
ラシによる啓発、市政出前講座等による交通安全教室の開催などを行い、交通安全対策に積極的に取
り組んだ。その結果、２５年の人身事故件数・死者数・傷者数ともに２４年と比較し、減少したが、
今後も交通死亡事故ゼロを目指し、高齢者や薄暮時の安全対策の推進を図る。
　斎場施設については、年次計画に基づく火葬設備の修繕と、道路・駐車場を含めた斎場施設の整備
計画の策定を行うとともに、２６年度から新しい指定管理者となるため、引き続き安定した火葬業務
が遂行できるよう安全管理マニュアルの徹底順守の指導に努める。
　公衆浴場については、市民の公衆浴場利用の機会の確保と経営の安定に努める。
　日野川水資源については、２６年度供給開始予定の小水力発電施設を秋のダム等施設見学会に組み
込むなど、広域的な有効活用のさらなる推進と啓発を図る。

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

交通事故発生件数
（件）

472
(H17)

230 344 275 270 235

消費者講座等の参加者
数（人）

940
(H18)

2,800 2,270 2,679 2,500 3,290

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況　（年度末見込み）

消費者対策事業
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達成度

3

3

3

達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

17
（H18）

25

162,663 167,467

成果・課題・今後の方向性

  協働たねまる提案制度のうち、市民発協働事業は６事業が採択され、事業実施中でのパートナー
テーブルも充実させる中で、市民との協働を図った。
 協働たねまる提案制度については、２６年度から、市民団体や学生がそれぞれの特性を活かした地
域貢献活動を支援する制度と市民団体の育成を支援する制度に見直し、総合的な補助事業として実施
する。
　地域自治振興事業については、自治連合会との連携により、後継者の育成、青年層や女性の参画、
地域団体との連携について、理事研修会などで協議・検討を行うとともに、行政からの依頼事業の見
直しを図る。
　各地区自治振興会の事務会計システムについては、事務システムを活用した事務事業の評価と、地
区間情報の共有化を図ることで、協働の推進と自治力の向上を図る。

達成状況　（年度末見込み）

2020

176,000 176,000

事業名

自治振興会事業への参
加者総数（人）

実践プログラム【主な事業計画】

指標名

106,000
（H18）

180,000

内

部

評

価

内
部
評
価

達成状況年度末見込み

ＮＰＯの法人数（団
体）

第１節
市民自治の推進

政策名

【成　果】
・地域自治振興事業の推進を図るため、地域支援員が支援し協働事業を推進するとともに、自治連合
会と連携して地区間交流事業を展開するなど、地域連携の強化を図った。
・地区間交流事業の一環として各地区共通の課題である防災対策事業として、市内１７地区を４ブ
ロックに分け、ブロックごとに防災訓練を実施した。
・（財）自治総合センターの事業を活用し、１町内のコミュニティ会館の整備と２振興会の備品の整
備を支援した。
【課　題】
・地域自治振興事業については、後継者の育成、青年層や女性の参画、地域団体との連携などが不足
している。

【対　策】
・地域自治振興事業については、自治連合会との連携により、後継者の育成、青年層や女性の参画、
地域団体との連携について、理事研修会などで協議・検討を行う。

【成　果】
・２４年度に改定された、２５年度から３ヶ年の各地区の地域自治振興計画については、計画通り事
業展開が図られるよう、地域支援員が地区振興会の各種会議や事業に参画し支援を行った。
・各地区自治振興会の事務及び会計の統一に向けたシステム開発が完了し、２５年度より統一した運
用を開始することができた。
【課　題】
・事務会計システムを活用し、他地区の事業を参考にしたり地域自らが事業を評価できるよう、日常
的な支援が必要である。
・地区振興会に、行政からの依頼事業の中には負担感を感じるものがある。
【対　策】
・事務システムの活用について、地域支援員と地域支援主事が連携して、振興会事務局に対する支援
を行う。
・行政からの依頼事業について課題を整理し、見直しを図る。

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名

19 20

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第５章　市民が主役のまちづくり
第１節 市民自治の推進

【成　果】
・市協働ガイドラインに基づき実施している協働たねまる提案制度のうち、市民発協働事業は６事業
が採択され、事業実施中でのパートナーテーブルも充実させる中で、市民との協働を図った。
・市民活動の促進を図るため実施しているＮＰＯ講座事業については、ＮＰＯえちぜん講座委員会に
企画段階から参画し、地域団体との連携による講座を４回開催した。

【課　題】
・近年、行政発協働事業について、団体からの提案がない。
・市民活動の普及と促進を図るため設置している市民活動交流室については、一定の利用はあるが新
規の団体利用が少ない。

【対　策】
・行政発協働事業については、協働たねまる提案制度を含めた全体的な補助制度の見直しを検討す
る。
・市民活動交流室について、市民団体へのアンケートや意見交換を行い、利用率の向上を図る。

成果・課題・対策施策名

内
部
評
価

（1）
市民参画・協働の推進

（2）
地域コミュニティーの
充実

（3）
自らの地域づくり
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達成度

4

達成度

4

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

4,926 5,262 5,040 5,400

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第５章　市民が主役のまちづくり
第２節 市民交流の推進

施策名 成果・課題・対策

外国人市民からの相談件数

4,8023,700

（1）
市民交流の推進

内
部
評
価

【成　果】
・国際交流推進事業については、各町内で外国人市民との多文化共生を推進するため、市国際交流協
会と連携して研究している「外国人のためのやさしい日本語」による自然災害情報の発信体制を整備
した。
・外国人市民に対する支援としては、市国際交流協会との連携によりゴミの分別方法を母国語に変換
できるインターネットアプリを開発したほか、市民課窓口では、ポルトガル語と中国語に対応できる
相談員を各１人常置し、各課との連携のもと年間約５，４００件の各種行政相談に応じた。
・民間交流を促進するため、七尾市や豊岡市への市民グループ訪問や、国府サミット開催時の七尾、
高岡市民来越などを促進し、市民交流の幅を広げた。
【課　題】
・地域における多文化共生を推進するための地域住民の意識向上と、外国人市民に対する支援体制の
充実を図る必要がある。
・外国人市民に対する防災対策が不十分であるため、県、福井市及び鯖江市の国際交流協会と連携し
ながら、引き続き具体的な対応を検討する必要がある。
・市民交流を促進するため、友好都市交流の節目を機会に、一層の進展を図る必要がある。
【対　策】
・外国人市民への支援としては、市国際交流協会や地域と連携し、情報伝達手段として「やさしい日
本語定型文」を利活用した外国人市民支援事業を展開する。特に、インターネットによる自然災害情
報の発信について取り組む。
・本巣市との友好都市提携２０年を迎えるため、４月を中心に２０周年記念事業を実施し、サクラを
通した市民グループの交流の深まりを図る。

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

第２節
市民交流の推進

・本市の外国人市民が約３，０００人を数えることから、市民課窓口にポルトガル語と中国語に対応
できる相談員を各１人配置し、外国人市民を支援するとともに、市国際交流協会や地域と連携して
「やさしい日本語」やインターネットを活用した外国人市民支援事業を積極的に展開する。
・市民交流については、七尾市や豊岡市への市民グループ訪問や、国府サミット開催時の七尾、高岡
市民来越など、民間交流の促進が図られた。今後も、民間レベルの交流（産業・歴史・文化・教育な
ど）を促進するため、交流を働きかける。

指標名
達成状況　（年度末見込み）

実践プログラム【数値目標】

国際交流事業への参加
者数（人）

2,400
(H17)

3,600 2,737 3,801

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況年度末見込み

外国人市民相談事業

内
部
評
価
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達成度

4

3

達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

4,009 4,959 4,200 4,062講座等参加者延数

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況年度末見込み

男女共同参画推進事業

31.5

　人権啓発及び人権教育については、広報での啓発活動や地域や市民、関係団体等との連携による
「人権の花」運動や「人権フェスタinえちぜん」の実施等により、人権意識の普及・高揚が図られ
た。
　人権問題は、多岐の分野に関わることから、今後も地域や市民などの協力を得て事業を実施し人権
意識の普及・高揚に努める。
　少子高齢化が進む中、男女共同参画社会の実現は、地域においては特に重要であることから、女性
の参画率の目標値を念頭に、自治振興会や自主防災組織での啓発、男女共同参画推進会議委員による
地域での講座の開催などに取り組んだ。しかし、女性の参画率は上がらなかった。
　今後は、自治連合会や男女共同参画推進会議委員と連携し、女性が参画することの重要性をさらに
訴える一方で、男女共同参画センターが行う講座や研修会で地域や女性自身の意識改革を進める。

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

附属機関等への女性登
用率（％）

27.5％
（H17）

37.0

内

部

評

価

第３節
人権尊重と男女共同参
画社会の実現

政策名 成果・課題・今後の方向性

30.1 33.0 33.0

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第５章　市民が主役のまちづくり
第３節 人権尊重と男女共同参画社会の実現

施策名 成果・課題・対策

内
部
評
価

（1）
人権の尊重

【成　果】
・市民への人権意識の高揚･普及としては、市広報紙及び各地区の公民館だよりに、毎月人権関連記
事を掲載し人権に関する理解を深めた。
・９月に南越特別支援学校と万葉菊花園が連携し、地域やボランティアの協力を得て岡本小学校での
人権の花運動を実施した。
・１１月には拉致特定失踪者の早期解決を願う福井県集会を嶺北で初めて開催した。
・１２月には全盲の立木早絵氏による講演を中心とした人権フェスタinえちぜんを開催した。
・犯罪被害者への支援を広く啓発するとともに、被害者へ迅速な対応を行い、見舞金を支給して支援
した。

【課　題】
・人権意識の普及・高揚を図るため、様々な人権啓発事業は、地域や市民、関係団体等との連携が必
要である。

【対　策】
・人権の花運動など人権啓発や人権教育事業は、市民や地域などの協力を得て実施する。

（2）
男女共同参画社会の促
進

【成　果】
・２４年度にオンブッドと意見交換で出された意見に基づき、地域において各種取組みを実施すると
ともに、男女共同参画の視点での防災をテーマとした講座等を実施するなど、地域における男女共同
参画を推進した。
・オンブッドが事業所訪問を実施し、事業所における女性の役職登用、ワークライフバランスを啓発
した。
・地域の協力で女性人材リストを更新するとともに、女性人材リストを審議会委員等選任に利活用す
ることを働きかけた。

【課　題】
・地域において、女性の主体的な立場での参画がなかなか進まない。
・男女共同参画センターの講座について、単発で終わるものだけでなく、各々の課題解決につながる
継続したテーマでの学習提供が必要である。

【対　策】
・地域における男女共同参画は、自治連合会や男女共同参画推進会議委員と連携を図りながら、特に
男女共同参画の視点での防災をテーマに、女性の主体的な立場での参画を推進する。
・女性人材リストを活用し、附属機関の女性登用率を上げる。
・男女共同参画センターの講座については、近年社会問題化されている内容を、継続的に市民が学習
できる機会を提供する。
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達成度

3

4

3

達成度

3
第４節
情報の共有化の推進

　広報については、市政情報や身近な地域情報を提供するために、市広報紙を月１回発行し、多くの
市民が加入しているコミュニテイチャンネル丹南ＣＡＴＶの「越前市情報ナビ」で映像情報２６本と
文字情報５２本、たんなんＦＭで「ふれあい通信」を５２本を制作し放送した。また、分かりやすく
タイムリーな情報を市ホームページやＳＮＳなどで発信した。今後は、市ホームページのスマート
フォン対応化など、若者世代・子育て世代を意識しつつ、各種広報媒体を活用し、さらなる市政情報
の発信に努める。２５年度も大手通信会社と提携して、市政情報を掲載した市民便利帳を製作して電
話帳に合冊し、市内全世帯と事業所に配布した。市政出前講座については、６３メニューにより９４
回（２６年２月末現在）実施した。オープンデータについては、２５年度より市が保有する行政情報
を市民が有効に活用できるよう、オープンデータの取組みを開始した。今後も、さらなる推進を図
る。
　広聴については、地域ミーティングを全１７地区で、団体ミーティング「夢まちづくりトーク」を
９団体と実施し、また、市の計画等についてはパブリック・コメント制度を通して、市民の意見を聴
取した。
　情報公開等については、公文書開示請求件数が２５件であり、情報公開制度の適正な運用に努めた
結果、異議申立など情報公開・個人情報保護審査会への諮問案件はなかった。
　情報通信基盤については、２４、２５年度の２箇年事業で市内の公共施設や観光拠点などに公衆無
線ＬＡＮ（フリースポット）を設置した。２５年度は、今立総合支所や中央図書館、パピルス館など
８箇所の整備を行い、２年間で市内２９箇所に公衆無線ＬＡＮを設置し、市民のへ情報利用環境の充
実を図った。
　以上のように、行政の持つ情報を市民が共有できるよう施策を講じているが、今後も広報手段や広
聴の機会の充実、情報公開制度の普及や情報伝達手段の充実に努める。

内
部
評
価

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

【成　果】
・公文書開示請求件数は２５件（２４年度　２７件）であった。
・公文書の開示については、情報公開制度の適正な運用に努めた結果、異議申立など情報公開・個人
情報保護審査会への諮問案件はなかった。
・庁舎内に情報公開窓口の案内表示を行い、市民・来庁者に対し周知を図った。
・行政情報の提供については、予算・決算状況等を市ホームページなどで公開し、情報提供を行っ
た。
【課　題】
・公文書開示請求者に対する迅速な対応及び積極的な情報公開が必要である。
【対　策】
・公文書開示請求に対し、受理・回付等の事務対応を迅速に行うとともに、公文書開示請求につい
て、電子申請・郵便申請等の請求手続きの周知で利用促進を図る。

（3）
情報通信基盤の整備

【成　果】
・情報通信基盤の整備については、２４、２５年度の２箇年事業で市内の公共施設や観光拠点などに
公衆無線ＬＡＮ（フリースポット）を設置した。２５年度は、今立総合支所や中央図書館、パピルス
館など８箇所の整備を行い、２年間で市内２９箇所に公衆無線ＬＡＮを設置し、市民のへ情報利用環
境の充実を図った。（Ｗｉ-Ｆｉの利用者数（アクセス件数）　２４年度　１２，５６４件、２５年
度　６１，９９４件）
【課　題】
・フリースポットのＷｉ-Ｆｉ通信では、通信可能区域が狭く限界があり、近年では、高速データ通
信規格（４ＧＬＴＥ）の普及により、電話回線による広域通信が主流となっていることから、２５年
度で行政による公衆無線ＬＡＮの設置を終了する。
【対　策】
・民間による整備状況を見据えながら、本市が他市町と比べ情報格差が生じないよう注視していく。

（1）
広報、広聴の充実

【成　果】
（広報）
・市政情報や身近な地域情報を提供するために、市広報紙を月１回発行し、多くの市民が加入してい
るコミュニテイチャンネル丹南ＣＡＴＶ（加入率６９．６％）の「越前市情報ナビ」で映像情報２６
本と文字情報５２本、たんなんＦＭで「ふれあい通信」を５２本を制作し放送した。また、分かりや
すくタイムリーな情報を市ホームページやＳＮＳなどで発信した。
・市政出前講座は、６３メニューにより９４回（２月末現在）実施し、市の施策の紹介と取組みへの
理解促進を図った。
・市が保有する行政情報を市民が有効に活用できるよう、オープンデータの取組みを開始した。
・大手通信会社と提携して、市政情報を載せた市民便利帳を製作して電話帳に合冊し、市内全世帯と
事業所に配布し、情報の提供を図った。
（広聴）
・地域ミーティングを全１７地区で、団体ミーティング「夢まちづくりトーク」を９団体と実施し、
市民と市政や地域の課題について意見交換した。
・パブリック・コメントについては、条例や計画６案件に対し、１５８の意見が市民から寄せられ、
必要に応じ計画等に反映した。
・市政に対する陳情・要望が１５件、投書箱への手紙やメールなど市に対する意見・提案・苦情など
が６７件あった。いずれも文書もしくはメールなどで丁寧な回答に努めた。
【課　題】
・市広報紙や市ホームページなど広報全般に対する若者世代、子育て世代の読者層の拡大が必要であ
る。
・地域ミーティングの内容充実が必要である。
・２５年度より開始のオープンデータ数を増やす必要がある。
【対　策】
・市ホームページのスマートフォン対応化など、若者世代・子育て世代を意識しつつ、各種広報媒体
を活用し、さらなる市政情報の発信に努める。
・地域ミーティングにおいては、住民との意見交換を重視するとともに、休日開催にも積極的に対応
する。
・職員研修を実施し、オープンデータの更なる推進を図る。

（2）
情報公開・提供の充実

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第５章　市民が主役のまちづくり
第４節 情報の共有化の推進

施策名 成果・課題・対策
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基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

93.0 93.0 92.9 93.8

128 129 130 130

広報発行事業
市広報紙の配布率(%）
配布部数/世帯数

行政情報番組制作放送
事業

映像・文字等情報番組放送
数（丹南ケーブル、たんな
んＦＭ）

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

達成状況　（年度末見込み）

トップページへのア
クセス件数から変更

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

達成状況 年度末見込み
指標名

101,000
（H23)

120,000 (新指標）

事業名

101,000 106,000 118,000
市ホームページ総アク
セス件数（件）

指標名
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達成度

3

3

達成度

3

政策名

【成　果】
・経済・雇用対策の推進を掲げ、積極的な普通建設事業費を計上したことにより、地域の元気臨時交
付金が１．２億円から７．６億円充当可能となり、市債から４．７５億円及び一般財源から３億円を
振り替え、市債の抑制や財源確保を行った。
・財政調整基金を当初繰入７．４億円について全額減額し財源調整機能の強化を図った。
財政調整基金残高２４年度末 ３０．８億円⇒２５年度末 ３０．９億円
・旧税務課と旧納税課を統合したことにより、税務（賦課・徴収）事務が一層効率化するとともに、
納税者対応の円滑化が図られた。
・市税等特別徴収本部による訪問徴収に加え、高額滞納者に対しては生活実態の把握に努めるととも
に、面談の強化、滞納処分等を積極的に実施した。
・累積滞納額の縮減では、期日公売で不動産１件が２００万円で、インターネット公売では動産１４
件（９万６千円）が落札された。
・（改）市税等滞納削減アクション・プラン（計画年度　２６年度～３０年度）を策定した。
・ふるさと納税については、街頭キャンペーンやラジオ、パンフレットを送付するなど積極的にＰＲ
した結果、４年連続で件数、金額が増加した。
【課　題】
・法人市民税の法人税率引き下げによる影響により、法人税額が減少した。（２４年度：２，１４１
百万円⇒２５年度見込：１，５０３百万円）
・２６年度以降、普通建設事業費及び扶助費の需要増に対応した財源の確保を図る。
・マイナンバー制度導入に対応した税基幹システムの改修（２７年１０月予定）を図る。
・市税等高額滞納者への徴収対策の取組みを強化する必要がある。
・ふるさと納税については、市外在住の新規寄付者とリピーターをさらに確保する。
【対　策】
・行財政構造改革プログラムⅢを着実に実行する中で、必要となる需要を適切に見積もるとともに、
市債（合併特例債等）や基金の計画的な充当により財源を確保し、税収の確保等安定した財政基盤を
継続する。
・丹南５市町で共同利用する県丹南広域組合の税基幹システムは、自治体クラウドに移行する。
・引き続き市税等特別徴収本部を設置することとし、高額滞納者に対しては生活実態の把握に努め、
分納額の見直しや滞納処分等により滞納額の縮減を図るとともに、ペイジーシステム導入等により口
座振替納税を推進する。
・ふるさと納税については、８月のＰＲ月間の活動や、県外で本市にゆかりのある方へのＰＲ活動を
継続して行う。リピーターの確保として５年連続寄付者、市外の高額寄付者に市の特産品を送付す
る。

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第６章　地方分権に対応した行財政運営
第１節 自立した行財政運営の確立

【成　果】
・市《新》行財政構造改革プログラム（２３年度～２５年度）の実行計画の進捗管理を実施し、行財
政改革の着実な推進を図った。
・２６年度から２８年度までの市行財政構造改革プログラムⅢを策定した。
・財源の確保と効率的な事務事業の推進を図るため、２５年３月に策定した公有財産等有効活用取組
計画及び民間活力等導入実行プランの進捗管理を行った。
・職員数の削減が目標（２９年４月に６００人）を上回る早さで進んでいることから、求める職員像
を明確にして採用試験を２月に追加実施し、職員の確保に努めた。
・役職段階や勤続年数を考慮した研修体系に基づき市独自研修を実施したほか、職場内の業務改善を
促すなど、効率的な人材育成と業務推進を図った。
・各課が取組む業務改善の取り組みに６３件の報告があり、職員がいつでも確認できるよう庁内グ
ループウエアに掲載し推進に努めた。また、２６年２月に業務改善発表会を開催し、１１件の取組み
が報告された。
【課　題】
・市行財政構造改革プログラムⅢ（２６年度～２８年度）を推進する。
・職員６００人体制において、今後の行政需要に応えうる組織機構や人事制度のあり方、人材育成基
本方針に掲げる「求められる職員像」の具現化を図る必要がある。
【対　策】
・２６年度の早い時期に市行財政構造改革プログラムⅢ実行計画（２６年度～２８年度）を策定す
る。
・求める人材を明確にし、社会人経験枠、障がい者枠、任期付職員など、多様な職員採用に取り組
む。
・組織機構改革の検討を行う。
・職員の専門性を生かしその専門分野での業務で「専任職」として任用する「複線型人事」を導入す
る。
・自ら課題設定し能動的に企画し実践につなげる研修の推進、ＯＪＴによる研修効果の水平展開な
ど、主体的に考え行動する職員の育成を進める。

成果・課題・対策施策名

内
部
評
価

内

部

評

価

第１節
自立した行財政運営の
確立

（1）
計画的・効率的な行政
運営

（2）
健全で効率的な財政運
営

成果・課題・今後の方向性

　少子高齢化の進展、法人市民税や固定資産税の減収など、本市を取り巻く状況はさらに厳しさを増
すなか、経済・雇用対策と地域防災力の強化や次世代を育む施策等の推進に努めるとともに、「元気
な自立都市　越前」の実現に向け、市民の安全・安心の確保と福祉の向上を目指した。
　また、普通建設事業については、緊急防災・減災事業債や合併特例債など交付税措置のある有利な
市債を発行することによる後年度負担の軽減や、財政調整基金での財源調整機能の強化を行った。
・《新》行財政構造改革プログラム（２３年度～２５年度）に基づく改革の実行により、持続可能な
財政の健全化を図るとともに、引き続き行財政改革を進めるため、次の３ヶ年の市行財政構造改革プ
ログラムⅢを策定した。
 税務業務においては、さらなる事務の効率化を図り、納税者に信頼感のある公正公平な賦課を実施
するとともに、滞納には、法令手続きに基づく差押を拡充し、滞納処分の強化を図る。
・職員数については、大量退職が続く中で行政サービスへの影響が懸念されるため、将来的な人員構
成を勘案した採用、異動、任用等の人事管理に努めるほか、組織機構の見直しを図る。また、主体的
で能動的な実践型の研修を職員に促し、ＯＪＴによる研修効果の水平展開を図るなど、主体的に考え
行動する職員の育成を進める。
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基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

1,511,696 1,663,009 1,811,510 1,963,107

2,676,639 3,239,315 3,082,555 3,086,927

112.3 107.4 90.9 89.5

－ － － －

－ － － －

3,128,200 5,389,000 6,682,600 13,187,600

630
741

（H17.10）
600

ふるさと納税 ふるさと納税寄附金額

０％以下（１７．５％）連結実質赤字比率

600

89.9
（H17）

90.0
以下

指標名

84.7
内
部
評
価

０％以下（１２．５％）

612

内
部
評
価

653

達成状況年度末見込み

３００％以下（３５０％）将来負担比率

事業名

庁舎建設基金積立事業
　　　　　　単位千円

新庁舎建設に向け着実な基
金の積立（基金残高）

年度末残高：標準財政規模
の５％（９億円）以上

実質赤字比率【実質収
支比率】

（　）は、国が示す早期健全化基準

財政調整基金積立事業
　　　　　　単位千円

経常収支比率（％）

実質公債費比率（％）

職員数（人）

実践プログラム【主な事業計画】

指標名

17.0
（H18）

16.0以下 12.7 12.4 11.8 11.6

達成状況　（年度末見込み）

89.886.7 87.7

実践プログラム【数値目標】
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達成度

3

達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

内

部

評

価

政策名 成果・課題・今後の方向性

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第６章　地方分権に対応した行財政運営
第２節 行政の広域化への対応

内
部
評
価

施策名 成果・課題・対策

（1）
行政の広域化への対応

【成　果】
・県丹南広域組合については、２５年度は、２３年度からの５カ年計画として策定した県丹南広域組
合事業計画の見直しの年（３年ごとに見直し）であり、各業務の今後の方向性について十分協議し計
画を見直した。
・丹南広域組合共同電算システムの更新については、ソフトウエアを大手ベンダー等のオープンパッ
ケージソフトに改め、マイナンバー制度に対応したシステム改修及び自治体クラウド導入など、シス
テムの最適化を目指すとともに、共同電算事業に要する全体費用のコスト縮減を図ることを決定し
た。
・後期高齢者医療システムの更新業務の改修を行った。
・市域を超える行政課題や、原子力防災体制の強化、災害に強い国土づくり、北陸新幹線の開業に対
応した地域振興など緊急に取り組むべき課題など、構成市町が連携して協調を図りながら、２５年１
０月７日に県知事に対し重要要望書を提出した。

【課　題】
・マイナンバー制度の導入に合わせた電算システムの機器更新などについて、協議、研究が必要であ
る。
【対　策】
・マイナンバー制度の導入については、広域的な諸課題に的確かつ効率的に対応していくため、構成
市町とより一層連携・協調を図りながら、広域行政の推進に努める。

第２節
行政の広域化への対応

　県丹南広域組合については、２５年度に関係各課と協議し事業計画の見直しを行い、自治体クラウ
ドの推進や広域観光など、今後の方針と施策を改定した。
　広域的な行政課題を解決するため、２５年１０月７日に県知事に対し重要要望書を提出した。
　今後も、共同電算に係る安定した運用とともに、マイナンバー制度の導入に合わせた電算システム
の機器更新など的確かつ効率的に対応していくため、構成市町とより一層連携・協調を図りながら、
広域行政の推進に努めていく。

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

事業名 指標名
達成状況年度末見込み
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達成度

達成度

3

基準値 目標値

（時点） H28 H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

H22 H23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28

3.77 4.56 6.86 5.91

12.03 9.89 11.19 11.30

3

【課　題】
・電子申請システムの利用率の向上が必要である。
・インターネット施設予約利用率の向上が必要である。
・公開型ＧＩＳの市民への利用促進と、市民ニーズを考慮した積極的な地図情報を提供する必要があ
る。
・情報セキュリティ対策が重要である。
・住民基本台帳カードについては２７年１２月までの交付となり、２８年１月から希望者に対してマ
イナンバーカードが交付されるため、たんなんカードや住民基本台帳カードなど複数のカードが混在
し、市民が混乱する。
【対　策】
・電子申請及びインターネット施設予約については、市広報紙や丹南ケーブルテレビ、市政出前講座
等により、積極的な利用を啓発していく。併せて、簡易な様式を検討するなど、利便性向上を図る。
・公開型ＧＩＳの利用については、出前講座等を活用した市民対象の操作研修会を開催し、利用促進
を図るとともに、提供する地図情報の充実を図る。
・セキュリティ対策については、不正侵入監視システムの導入やウイルスチェックを適宜、実施する
など、外部からの不正侵入から行政情報等を守るとともに、人為的対策としては、新規採用職員を対
象とした研修会を継続して開催し、併せて担当職員のスキルアップのための外部研修会にも積極的に
参加する。
・住民基本台帳カードについては、市は今後、マイナンバーカードの取得を促進することになるが、
市民が混乱しないような説明に努める。

平成２５年度　越前市総合計画達成度　内部評価票

第６章　地方分権に対応した行財政運営
第３節 電子自治体の推進

施策名 成果・課題・対策

内
部
評
価

【成　果】
・電子申請については、市職員採用試験申込み、学習センターの学ぼう座講座や地区公民館の自主講
座、地区成人のつどいへの参加申込等、利用対象の増加を図り、市民の利便性向上を図った。
・インターネット施設予約については、社会福祉センター、白山公民館など５施設を新たに追加し利
便性の向上に努めた。
・地理情報システムについては、市民公開型ＧＩＳを導入し、２６年２月より一般公開を開始した。
また、市広報紙や丹南ケーブルテレビを通して、市民への周知を図るとともに、操作方法や利活用を
促進するため、市政出前講座を実施した。
・セキュリティ対策については、年度当初に新規採用職員や公民館主事等を対象とした「情報セキュ
リティ研修」を開催し、セキュリティの確保に努めた。
・住民基本台帳カードについては、２５年度は１，４５０枚（３月上旬時点）を交付した。

（1）
電子自治体の推進

政策名 成果・課題・今後の方向性

第３節
電子自治体の推進

・電子申請については、職員採用試験申込み、学習センターの学ぼう座講座や地区公民館の自主講
座、地区成人のつどいへの参加申込等、利用対象の増加を図るとともに、インターネット施設予約に
ついては、社会福祉センター、白山公民館など５施設を新たに追加し利便性の向上に努めた。
・電子申請利用件数及びインターネット施設予約については、市広報紙や丹南ケーブルテレビ、市政
出前講座等により、積極的な利用を啓発していくとともに、簡易な様式を検討するなど、利便性向上
を図る。
・地理情報システムについては、市民公開型ＧＩＳを導入し、２６年２月より一般公開を開始した。
また、市広報紙や丹南ケーブルテレビを通して、市民への周知を図るとともに、操作方法や利活用を
促進するため、市政出前講座を実施した。
・公開型ＧＩＳの利用促進については、出前講座等を活用した市民対象の操作研修会を開催し、利用
促進を図るとともに、提供する地図情報の充実を図る。
・住民基本台帳カードについては、市からのダイレクトメール発送時にチラシを同封するなど広く周
知し、２５年度は１，４５０枚（３月上旬時点）を交付したが、２８年１月からのマイナンバーカー
ドの導入に向けて、制度の周知に努める。

45 49

ふく-ｅねっと利用件
数(電子申請・イン
ターネット施設予約）
（件）

ふく-ｅねっと対象施
設数（インターネツト
施設予約）（施設数）

22
(H21)

54

内

部

評

価

内
部
評
価

実践プログラム【数値目標】

指標名
達成状況　（年度末見込み）

3,775
(H21）

6,500 4,944

電子市役所整備事業
ふくe-ねっとによる電子申
請率（%)

電子市役所整備事業

事業名 指標名
達成状況年度末見込み

32

ふくe-ねっとによる施設予
約率（%)

内
部
評
価

実践プログラム【主な事業計画】

41

5,268 5,206 5,337
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